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　本学の活動と運営を支えてくださるステークホルダーの皆様に本学の事業内容をより深本学の活動と運営を支えてくださるステークホルダーの皆様に本学の事業内容をより深
くご理解いただくために、これまで公表してきた決算情報に、本学の目標や取組、活動実くご理解いただくために、これまで公表してきた決算情報に、本学の目標や取組、活動実
績などの非財務情報を加えた「統合報告書」を2019年度に初めて発行いたしました。績などの非財務情報を加えた「統合報告書」を2019年度に初めて発行いたしました。
　この報告書により、社会への説明責任を果たすとともに、ステークホルダーの皆様と本　この報告書により、社会への説明責任を果たすとともに、ステークホルダーの皆様と本
学の目指すべき未来について共有し、ご意見、対話などにより、本学の持続的成長に向け学の目指すべき未来について共有し、ご意見、対話などにより、本学の持続的成長に向け
た不断の改善につなげていきたいと考えております。た不断の改善につなげていきたいと考えております。
　2021年度版では、本学が社会に提供する価値の創造プロセスについて、ステークホル　2021年度版では、本学が社会に提供する価値の創造プロセスについて、ステークホル
ダーの皆様にわかりやすくお伝えするとともに、決算情報では見えない教育研究に関するダーの皆様にわかりやすくお伝えするとともに、決算情報では見えない教育研究に関する
コストを可視化するなどの内容の充実を図りました。これにより、本学の教育研究組織のコストを可視化するなどの内容の充実を図りました。これにより、本学の教育研究組織の
活動をより詳細にご理解いただければ幸いです。活動をより詳細にご理解いただければ幸いです。
　なお、本統合報告書の作成にあたっては、民間企業や他大学の作成事例及び国際統合報　なお、本統合報告書の作成にあたっては、民間企業や他大学の作成事例及び国際統合報
告評議会が提示するフレームワークを参考としており、今後もコンテンツの改善を図りな告評議会が提示するフレームワークを参考としており、今後もコンテンツの改善を図りな
がら、更に充実した統合報告書を発刊し、皆様にお届けしたいと考えております。がら、更に充実した統合報告書を発刊し、皆様にお届けしたいと考えております。
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　　　　賛歌：幸あれ、海の星　　　　賛歌：幸あれ、海の星
制作年　1999年制作年　1999年
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大学の概要



本学は、1973年に文系・理系から体育、芸術に及ぶ学問
を探求する総合大学として筑波研究学園都市に開学しました。
開学から40余年の新しい大学ですが、そのルーツは、1872
年に日本で最初に設立された高等教育機関である師範学校まで
さかのぼります。前身の東京教育大学は、1949年に、東京高
等師範学校、東京文理科大学、東京体育専門学校、東京農業
教育専門学校の4校を包括して創設されました。

本学は、日本の近代化の礎となる教育を支えた師範学校
からの伝統に甘んじることなく、この筑波の地で新しい「改
革」と「挑戦」に挑み続けています。

筑波大学は、東京教育大学の移転を契機に、そのよき伝統
と特色を生かしながらも、大学に対する内外からのいろいろ
な要請にこたえるため、わが国ではじめて抜本的な大学改革
を行い、1973年（昭和48年）10月に「開かれた大学」「教
育と研究の新しい仕組み」「新しい大学自治」を特色とした総
合大学として発足しました。本学は大学改革の先導的役割を
果たしつつ、教育研究の高度化、大学の個性化、大学運営の
活性化など、活力に富み、国際競争力のある大学づくりを推
進しています。

1872年　東京に師範学校設立
1873年　師範学校は東京師範学校と改称
1886年　東京師範学校は高等師範学校と改称
1902年　高等師範学校は東京高等師範学校と改称
1929年　東京文理科大学設置
1949年　国立学校設置法により東京教育大学設置
1973年　 国立学校設置法等の一部を改正する法律により

筑波大学を設置
2004年　 国立大学法人法により国立大学法人筑波大学を

設置
2020年　 指定国立大学法人に指定（2022年～）

東 京 高 等 師 範 学 校

臨 時 教 員 養 成 所体 操 伝 習 所

東 京 文 理 科 大 学

東京農業教育専門学校

図書館講習所

東 京 帝 国 大 学 農 科 大 学 農 業 教 員 養 成 所

体 育 研 究 所

高 等 師 範 学 校東 京 師 範 学 校

筑 波 大 学

図 書 館 情 報 大 学図 書 館 短 期 大 学図 書 館 職 員 養 成 所
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筑 波 大 学 の 歴 史

建　学　の　理　念

理 念・沿 革
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創基からの沿革図

沿 　 革

東 京 教 育 大 学

筑波大学は、基礎及び応用諸科学について、国内外の教
育・研究機関及び社会との自由、かつ、緊密なる交流連係を
深め、学際的な協力の実をあげながら、教育・研究を行い、
もって創造的な知性と豊かな人間性を備えた人材を育成する
とともに、学術文化の進展に寄与することを目的とする。

従来の大学は、ややもすれば狭い専門領域に閉じこもり、
教育・研究の両面にわたって停滞し、固定化を招き、現実の
社会からも遊離しがちであった。本学は、この点を反省し、
あらゆる意味において、国内的にも国際的にも開かれた大学
であることをその基本的性格とする。そのために本学は、変
動する現代社会に不断に対応しつつ、国際性豊かにして、か
つ、多様性と柔軟性とを持った新しい教育・研究の機能及び

運営の組織を開発する。更に、これらの諸活動を実施する責
任ある管理体制を確立する。

2002

1886
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本学の教育研究活動の根幹をなす資金は、国からの運営
費交付金や自己収入である学生納付金、病院収入等及び企業
等の皆様からの産学連携等研究収入から構成されています。

更に、個人や企業の皆様からの寄附金も多くあり、本学
の様々な活動を支える資金となっています。

海外拠点は、本学の国際化戦略基本方針及び地域を踏ま
えて、12の国・地域に設置されています。本学の教育研究
活動を推進するための国際連携支援等の活動及び当該国の教

育研究機関等が日本において本学と連携して教育研究活動を
行う場合における支援を行っています。

2021 年度当初予算

筑波大学海外拠点（12 か国 ･ 地域 12 拠点）

財 政 基 盤

本学における海外拠点

運営費交付金
35,928百万円
35.6%

産学連携等
研究収入
7,121百万円
7.0%

寄附金収入
2,956百万円
2.9%

補助金等収入
3,295百万円
3.3%

外部資金会計
11,005百万円
10.9%

一般会計
47,882百万円
47.4%

病院会計
42,169百万円
41.7%

自己収入
48,199百万円
47.7%

病院収入
36,933百万円
36.5%

物件費
24,691百万円
24.4%

物件費
17,281百万円
17.1%

施設整備費
3,161百万円
3.1%

施設整備費
395百万円
0.4%

人件費
14,317百万円
14.2%

人件費
30,206百万円
29.9%

施設整備費
補助金等
818百万円
0.8%

長期
借入金

2,738百万円
2.7%

学生納付金
9,042百万円
9.0%

雑収入
1,722百万円
1.7%

財産処分収入
502百万円
0.5％

収入予算
101,056百万円

支出予算
101,056百万円

収　入 支　出

病院会計には病院収入
36,933百万円のほか運
営費交付金及び雑収入
等5,236百万円を含む

東南アジア ･ 台湾地域
◦ホーチミンオフィス

教育研究連携の推進、リクルーティン
グ、海外同窓生ネットワーク強化 ほか

◦クアラルンプールオフィス◦
CiC 拠点、共同学位プログラム実施支
援、JICA 事業防災分野支援

◦ジャカルタオフィス※
教育研究連携の推進、リクルーティン
グ、海外同窓生ネットワーク強化 ほか

◦台湾オフィス◦
CiC 拠点、共同学位プログラム実施
支援 ほか

ロシア ･ 中央アジア地域
◦アルマトイオフィス◦

CiC 拠点、協定校との学生交
流支援
オールジャパンでの留学生獲得

（文科省日本留学海外拠点
連携推進事業実施）ほか
◦タシケントオフィス

協定校との学生交流支援 ほか

欧州地域
◦ボンオフィス

DAAD パートナーシッププロ
グラム実施 ほか

◦ボルドーオフィス◦
CiC 拠点、共同学位プログラ
ム実施支援 ほか

アフリカ・地中海地域
◦チュニスオフィス

協定校との学生交流支援 ほか

北米地域
◦アーバインオフィス◦

CiC 拠点、研究連携の推進

中南米地域
◦サンパウロオフィス◦

・CiC 拠点
・ オールジャパンでの留学生獲得（文科省

日本留学海外拠点連携推進事業実施 ほか）

東アジア地域
◦北京オフィス

留学説明会実施 ほか

▼優秀な学生の確保　　 ▼派遣学生への支援

▼現地入試のサポート　 ▼同窓会ネットワークの構築

▼現地大学・研究機関との学術交流支援

▼渡日前説明会の開催  ほか

◦は高機能海外拠点

※千葉大学オフィス共同利用

基 本 情 報  （2021 年 5 月 1 日現在）

学　　生
学生数計（6位） 附属学校生徒等学群生（12位） 大学院生（7位）

16,542名 9,715名 6,827名 4,072名

職　　員
教職員数計 役　員 教　員 職　員

5,325名 11名 2,406名 2,908名

国際交流
外国人教職員 外国人留学生割合（3位） 国際交流協定

160名 12% 389校（69か国・地域）

面　　積
土地面積（8位） 建物面積（6位）

12,686,635㎡（附属学校除く） 990,974㎡（職員宿舎除く）

受賞者数

ノーベル賞受賞者 オリンピック・パラリンピックメダル数

　　　朝永　振一郎　（1965年　物理学賞）
　　　江崎　玲於奈　（1973年　物理学賞）3名

　白川　英樹　　（2000年　化学賞）

オリンピック

　 25　 18　 22
パラリンピック

　 14　 24　 23

※（ ）は国立大学法人における順位を記載しています。（2020年5月1日現在）
※オリンピック・パラリンピックメダル数は、2021年9月5日現在

基 本 デ ータ

教 育 研 究 組 織 等  （2021 年 5 月 1 日現在）

系（教員組織）
◦人文社会系
◦ビジネスサイエンス系
◦数理物質系
◦システム情報系
◦生命環境系
◦人間系
◦体育系
◦芸術系
◦医学医療系
◦図書館情報メディア系
◦学際研究系

先端研究センター群
R1（世界級研究拠点）
◦計算科学研究センター
◦生存ダイナミクス研究センター
R2（全国級研究拠点）
◦下田臨海実験センター
◦つくば機能植物イノベーション研究センター
◦プラズマ研究センター
◦地中海・北アフリカ研究センター
◦サイバニクス研究センター
◦アイソトープ環境動態研究センター
◦人工知能科学センター
◦微生物サステイナビリティ研究センター
◦陽子線医学利用研究センター
R3（重点育成研究拠点）
◦西アジア文明研究センター
◦山岳科学センター
◦ヒューマン・ハイ・パフォーマンス先端研究センター
◦トランスボーダー医学研究センター
◦宇宙史研究センター
◦エネルギー物質科学研究センター

研究支援センター群
◦研究基盤総合センター
◦学術情報メディアセンター

附 属 図 書 館 附 属 病 院

国際統合睡眠医科学
研究機構

その他施設
◦高細精医療イノベーション研究コア
◦つくば臨床医学研究開発機構
◦オープンイノベーション国際戦略機構
◦アスレチックデパートメント

開発研究センター
◦プレシジョン・メディスン開発研究センター
◦未来社会工学開発研究センター
◦スポーツイノベーション開発研究センター
◦ヘルスサービス開発研究センター
◦テーラーメイド QOL プログラム開発研究センター
◦働く人への心理支援開発研究センター
◦イノベイティブ計測技術開発研究センター
◦革新的創薬開発研究センター
◦デジタルネイチャー開発研究センター
◦健幸イノベーション開発研究センター
◦スマートウエルネスシティ政策開発研究センター

グローバル教育院 総合学域群

学術院
◦人文社会ビジネス科学学術院
　　人文社会科学研究群
　　ビジネス科学研究群
◦理工情報生命学術院
　　数理物質科学研究群
　　システム情報工学研究群
　　生命地球科学研究群
◦人間総合科学学術院
　　人間総合科学研究群

学群
◦人文・文化学群
◦社会・国際学群
◦人間学群
◦生命環境学群
◦理工学群
◦情報学群
◦医学群
◦体育専門学群
◦芸術専門学群

附属学校
◦附属小学校
◦附属中学校
◦附属駒場中学校
◦附属高等学校
◦附属駒場高等学校
◦附属坂戸高等学校
◦附属視覚特別支援学校
◦附属聴覚特別支援学校
◦附属大塚特別支援学校
◦附属桐が丘特別支援学校
◦附属久里浜特別支援学校

教育等センター群
◦�グローバルコミュニケーション教育センター
◦体育センター
◦アドミッションセンター
◦保健管理センター
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未来を構想しその実現に挑むフロントランナーとして 指定国立大学法人構想の実現に向けて

筑波大学学長

永田　恭介

本 学 の目指す 姿

　本学は従来の大学の観念にとらわれない新構想大学とし
て、基礎系学問から体育・芸術などの幅広い学問分野を持つ
ことの強みを活かし、常に新しい学問の分野融合を通して社
会の求める教育研究を行うことで、地球規模課題解決に向け
て取り組んできました。「開かれた」大学、「不断の改革」を進
める大学を標榜して出発した本学は、理念的にも法的にも我
が国でほかに類のない独自の大学として、我が国の大学改革
を先導する役割を担っております。
　激動するグローバル化した世界では多種多様な問題が起
こっており、地球規模課題の解決に向けた知の創造とこれを
牽引するグローバル人材の創出を目指す世界的な教育研究の
拠点としての機能を充実・強化すべく、第３期中期目標期間
においては、５つの目標を主として掲げています。

本学で取り組んできた「開かれた」大学、「不断の改革」を進
める大学としての実績を踏まえ、第４期中期目標期間におけ
る指定国立大学法人に向けて申請を行い、2020年10月に
指定を受けました。

指定国立大学法人とは、我が国の大学における教育研究水
準の向上とイノベーション創出を図るため、文部科学大臣が
世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれる国
立大学法人を指定するものです。指定を受けた大学は、国内
の競争環境の枠組みから出て、国際的な競争環境の中で、世
界の有力大学と伍していくことが求められ、社会や経済の発
展に貢献する取組の具体的成果を積極的に発信し、国立大学
改革の推進役としての役割を果たすことが期待されます。

⃝�筑波大学の目指す大学像：地球規模課題を解決する「真の
総合大学」へ
筑波大学は、欧米の先進的な大学をモデルに、世界水準を

指定国立大学法人としての本学の構想については、文部科学省のウェブサイトでもご覧になれます。　
https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_00343.html

１． 高い倫理観の下、自然と人間、社会と文化に係る幅広い
学問分野における深い専門性を追求するとともに、分野
融合型の領域を開拓し、研究機能の再編成と国際性の強
化により、卓越した知の創造拠点として世界トップレベ
ルの研究を展開する。

２． 世界から多様な学生を受け入れるとともに、高度で最先
端の研究成果に裏打ちされ、学生の個性と能力を開花さ
せる教育システムを学位プログラムにより構築し、豊か
な人間性と創造的な知力を生涯にわたって養い、自立し
てグローバルに活躍できる人材を育成する。

３． 国際的互換性のある教育と世界トップレベルの研究活動
を多彩な分野を擁する総合大学として展開し、世界の
国々や地域とのネットワークの中心としての存在感を高
めるとともに、国際的な信頼性と発信力を備え、国際性
が日常化された大学を実現する。

４． 科学技術が集積するイノベーション創出拠点TSUKUBA
における中核的役割を担い、教育研究諸機関及び産業界
との連携を強化し、自らの教育研究機能を高めるととも
に、我が国のグローバルな産業競争力強化に貢献する。

５． 教職員のそれぞれが専門的かつ多様な能力を高めつつ、
学長のリーダーシップの下、情報ガバナンスと経営基盤の
強化及び学内資源の再配分を推進し、自律的に教育研究
機能を改革することにより、世界と社会の変化に最も迅速
に対応しうる大学として我が国の大学改革を先導する。

　これらの目標の達成に向け、社会から求められる役割を
果たすべく不断の努力を継続し、明日の課題を見据えつつ、
日々の研究と教育と学生にじっくり向き合って行きたいと考
えています。
　来年度からスタートする第４期中期目標期間（2022 ～
2027年度）は指定国立大学法人として指定を受けたことか
ら、指定国立大学法人としての始動に向けて、教育研究の更
なる向上に努めてまいります。
　引き続きご支援を賜りますようお願いいたします。

目指した新構想大学として、我が国最大のサイエンスシティ
である筑波研究学園都市に生まれました。高い国際性と学際
性というレガシーを背景に、未来社会をデザインできる新た
な知を創出する「真の総合大学」として、分野の壁を超えた研
究、世界に先駆けた教育のモデル、筑波研究学園都市の立地
を活かした産学連携などを実践してまいります。こうした取
組を通じて、ポストコロナ時代を見据え、未来社会の基盤と
してGLOBAL TRUSTを標榜する新たな価値の創造に取り
組みます。

今般の指定は、国立大学改革を先導する役割が改めて本学
に期待されたことを意味します。この期待に応えることが我
が国の高等教育、ひいては我が国の発展の原動力となると確
信しています。全世界が協働と競合の舞台であることを自覚
し、ステークホルダーの皆様と力を合わせて構想の実現に取
り組んでまいりますので、一層のご支援を賜りますようよろ
しくお願い申し上げます。

筑波大学の指定国立大学法人としての構想の概要

世界水準を目指した新構想大学
国内では他に類を見ない教学システム（教・教分離、ナンバー学群等）
体育、芸術を含む幅広い学問分野
学長がリーダーシップを発揮できる大学自治（全学人事委員会）

創基以来のレガシー
海外の有力大学に比肩する
高い国際性

「真の総合大学」へ
地球規模課題を解決する

財源の多様化と好循環による財務基盤の強化
ベンチャーエコシステム等を活用した財源の拡大と戦略的資金運用の強化
大型の産学共同研究の推進による外部資金の拡充
産学連携の国際展開による外部資金の獲得強化
➡ 共同研究費受入額を62億円、基金累計を70憶円に増加





新たな
学問分野の
創成

分野横断的な
協働を推進

分野を強化
各々の学問

我が国の大学改革の先導者

筑波研究学園都市の中核機関

創設50年以下大学ランキング28位

多様な取組を支えるためのガバナンスの強化
本部主導による戦略的な教員採用

多様な構成員の確保と教職員の在り方の見直し
「大学経営推進局」（仮称）の設置によるガバナンスの強化

➡ ９００人規模の若手教員を採用（若手比率３０％）





B e y o n d  t h e  B o r d e r s .





若手研究者比率
新分野の重点的強化
デザイン思考の涵養
筑波研究学園都市のシナジー
優秀な留学生の確保











財源の多様化と資金の好循環

地球規模課題の解決に資する研究成果の社会実装
●ベンチャーエコシステムの構築と大学発ベンチャー企業の国際展開

米国の海外拠点（シリコンバレー、ケンブリッジ）を通した大学発ベンチャーの成長促進
➡ スタートアップ累計数を3倍（500件）、スピンアウトレイズを倍増（100憶円）
●ニーズドリブン型開発研究の推進　社会ニーズ対応型外部法人の設立
●筑波研究学園都市を未来実験フィールドとするチャレンジフィールドの開拓と活用

サイバニクス、AI、IoTを活用した未来社会に向けた新たなサービス創出
●筑波研究学園都市を活用した国際連携

国境や組織の壁を超える人材育成
●デザイン思考教育の全学展開 ―全学的チュートリアルによる人材育成―

➡ 学生1,600人に全教員1,600人が対応するチュートリアル教育
●先進的な「高度」学際型教育の実現

ダブルメンター、リバースメンターの展開、大学院を1研究科に改組
●国際社会で活躍する優秀な外国人等人材の育成

➡ 外国人学生5,000人（30％）へ
●筑波大学の教育システムの輸出・国際展開　マレーシアに海外分校設置

学問分野の壁を超える研究力強化
●国際頭脳循環による国際水準を超えた研究力の強化

国際テニュアトラック制度の拡充による若手研究者育成
計算科学研究センター、国際統合睡眠医科学研究機構を世界レベルの研究拠点に
➡ 査読付き論文数を1.5倍（5,000報）、TOP１％ジャーナル論文を2.5倍（180報）
●異分野横断による新たな研究分野の創出　「ポストAI」等
●人類社会に新たな価値を生み出す研究成果の創成

B2A（Business to Academia）研究所の設立

本学の課題
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Impact インパクト
筑波大学の価値創造プロセス
Mission, Vision 使命とビジョン

―未来を構想しその　　 実現に挑むフロントランナーとして―

GovernanceGovernance        
ガバナンス体制ガバナンス体制

FinanceFinance        
財務状況財務状況

P44～

P50～

目標の実現に向けて P10 ～

Segments セグメント
セグメント別の成果・実績及び財務状況 P60 ～

人的資本・ネットワーク
■教職員　5,325名
・役員、教員・研究員等 . . . . . . . . . . .  2,417人
・技術技能系・医療系職員 . . . . . . . . . .  1,761人
・事務職員 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  1,147人

＜本学教員組織の特徴＞
教員所属組織「系」を個々の教育研究組織から
独立させることによる
学際融合・領域横断的な教育研究の実施

■学生　16,542名
・学群生 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  9,715人
・大学院生 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  6,827人

＜本学学生組織の特徴＞
組織の壁を越えた幅広い分野の教員による
授業と研究指導の実施のための
大学院の学位プログラム制への全面移行

■留学生受入数（※） 　 2,171名
■ネットワーク
・国際交流協定校 . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  389校
・海外拠点 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  12か国

※学群生、大学院生のほか、短期留学生、研究生等を含む

物的資本
■固定資産額　3,550億円
・土地面積　約1,270万㎡ . . . . . . .  2,433億円
・建物面積　約99万㎡ . . . . . . . . . . . .  833億円
・工具器具備品等 . . . . . . . . . . . . . . . . .  119億円
・蔵書数　273万冊  . . . . . . . . . . . . . .  104億円
・その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  61億円

基本データ P4 ～

Activities & Outputs　　　事業活動＋アウトプット

■附属学校教育の充実
・WWLコンソーシアム構築支援事業の推進
・大学と附属学校との連携推進
・インクルーシブ教育モデル開発の推進

■基金等による教育研究活動の充実
・寄附受入額：約4億7千万円
・クラウドファンディング成立額：約3千4百万円
・研究者の卵サポート基金の創設

■大学運営の推進
・経営力強化方策の推進
　　外部資金獲得額：約137億円
　　収益事業による獲得額：約27億1千4百万円
・大学経営推進局（仮称）設置に向けた検討

P38～

P42～

P33～■研究機能の強化
・科研費採択件数：1,357件(新規+継続）
・高被引用論文数：305編
・筑波大学ゲートウェイ公開論文数：5編

■教育の質の向上
・大学院の学位プログラム制への全面移行
　　8研究科85専攻→3学術院6研究群へ再編

■産学連携機能の強化
・ベンチャースタートアップ数：161社（累計）
・大学発ベンチャー資金調達額：約53億円

■グローバル化の推進
・CiC協定校数：10校
・オンライン科目の提供によるバーチャル留学
　　協定校へ開放したオンライン科目数：184科目
　　受講生受入数：17名

■オリンピック・パラリンピックへの貢献、地域連携の推進
・オリンピック・パラリンピック教育の推進
・社会貢献プロジェクト実施数：23件

■附属病院機能の強化
・高度救命救急センターの稼働
　　年間救急患者受入数：約8,800人
・医療分野特化型アクセラレーションプログラム
　　Research Studio全国5大学連携で展開

P24～

P26～

P28～

P30～

P31～

P32～

■新型コロナウイルス感染症への取組

■SDGsへの取組 P40～

P34～

財務資本
■2020年度予算額　1,055億円
・運営費交付金 . . . . . . . . . . . . . . . . . .  371億円
・自己収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  481億円
　　うち学生納付金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 90億円
　　　　附属病院収入 . . . . . . . . . . . . . . . 362億円
・外部資金収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . .  191億円
・その他の収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  12億円

Inputs インプットインプット

OutcomesOutcomes アウトカムアウトカム

External Environment    
外部環境

経済状況、技術の変化、社会的課題、環境課題

卓越した知の創造拠点としての世界
トップレベルの研究の展開

豊かな人間性と創造的な知力を養い、
自立してグローバルに活躍できる人
材の育成

世界の国々や地域とのネットワーク
の中心にある、国際性が日常化され
た大学の実現

我が国のグローバルな産業競争力
強化への貢献

総合研究型大学の附属病院としての
“真”の機能強化

初等・中等教育及び特別支援学校に
おける教育モデルの構築

経営基盤及び情報ガバナンスの強化
による大学運営から経営への転換

新型コロナウイルス感染症への取組 P34 ～

SDGsへの取組  P40 ～

地球規模課題への貢献
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教育【詳細はP14へ】

自立してグローバルに活躍できる人材の育成

国際【詳細はP18へ】

国際性が日常化された大学の実現

附属学校【詳細はP20へ】

初等・中等教育及び特別支援学校における
教育モデルの構築

研究【詳細はP12へ】

世界トップレベルの研究の展開

産学連携 【詳細はP16 へ】

我が国のグローバルな産業競争力強化への
貢献

大学運営【詳細はP21へ】

経営基盤及び情報ガバナンスの強化による大学運営から経営への転換

附属病院【詳細はP19へ】

総合研究型大学の附属病院としての"真"の
機能強化

建学の理念：「国際的に開かれた大学」
本学のミッション：
地球規模課題の解決に向けた知の創造と
これを牽引するグローバル人材の創出

目標の実現に向けて



世界トップレベルの研究の推進に向けて

幅広い学問分野において、真理を深く探究する研究と、研究成果の社会還元を目指す研究の両面において、世界トップレベル
の最先端研究を展開するため、
❶  既存の研究センターシステムの見直し・集約等により、基盤研究を着実に実施するとともに、新たなシステムの導入や国内

外の大学等連携により学際横断型研究を飛躍的に推進する。
❷ 学内の研究システムを大胆に改革する。

K P I 等 2018年公表 2019年公表 2020年公表 2021年公表

相当数の研究領域に
おいて世界100位以内
を実現

Sports-related Subjects
25位

Library & Information 
Management

37位

Sports-related Subjects
 49位

Library�&�Information
Management

33位
Sports-related�Subjects

 51-100位

Library�&�Information
Management

40位
Sports-related�Subjects

 51-100位

目　標 具体的な取組

主な方策

世界トップレベルの研究の展開

第3期で掲げたKPI等の進捗状況

❶  基盤研究の着実な実施及び学際横断型研究の飛躍的推進 ❷ 学内の研究システムの大胆な改革
国内外の大学等の研究機関との連携の強化、双方向型共同

研究、大型国際共同研究の実施や海外研究ユニット招致等
を通じて、本学の強み、特色のある数理科学、環境エネル
ギー、情報計算科学、生命・医科学、人文社会科学、スポー
ツ科学などの分野において国際的な共同利用・共同研究拠点
を形成する。

重点的な研究支援を一層加速し、国際統合睡眠医科学研究
機構(IIIS)や計算科学研究センター、生存ダイナミクス研究
センター（TARA）、つくば機能植物イノベーション研究セ
ンター、下田臨海実験センター等を中心に世界トップレベル
の研究を推進する。

基礎研究、学際横断型研究、大学の戦略に基づく研究をバ
ランスよく進めるとともに、各研究組織に対する支援や権能
付与を全体として整合的で評価に基づくものとするため、研
究センターの改組・再編・集約のための見直し結果を踏ま
え、学内の研究組織を先端研究センターと開発研究センター
に大別する。先端研究センターについては5年ごとの評価に
より段階認定(4段階(R1 ～ R4))を行う仕組みを導入する。
開発研究センターは活動経費をすべて外部資金により賄い、
社会実装を目指した研究活動を行うものとする。

また、この仕組みの導入に併せて、これまで進めてきた研
究センターの見直し結果を踏まえ、研究センターから教育研
究支援センター等への転換、研究センターの集約・再編、リ
サーチユニットへの転換を実施する。

研究の成長ステージに応じた効果的な研究推進体制「研究
循環システム」を構築し、本学の研究全体の新陳代謝（ターン
オーバー）を活性化させるため、研究センターを機能別（先端
研究センター群、研究支援センター群）に分類した上で、先
端研究センター群については、R1：世界級研究拠点、Ｒ2：
全国級研究拠点、Ｒ3：重点育成研究拠点、Ｒ4：育成研究

拠点（リサーチユニット）に級別の認定を行い重点的・戦略的
な資源配分を行っています。また、各研究センターを５年毎
に評価（３年目に中間評価）し、センターの研究活動の活性化
に資する評価システムを確立しました。2020年には中間評
価を実施し、高い評価を得た微生物サステイナビリティ研究
センターが2021年度よりＲ２（全国級研究拠点）へ昇格とな
り、支援の拡充を図りました。

研究センターの級別認定

国際テニュアトラック制による若手研究者の育成

国際統合睡眠医科学研究機構（IIIS）

IIISは神経科学、創薬科学、実験医学の三
つの研究領域を融合した「睡眠医科学」を確
立し、研究活動を行っています。睡眠の謎
を解き明かし睡眠障害の治療法を開発する
ことで人類の健康増進に貢献していくことを
目指す世界トップレベルの研究拠点です。

サイバニクス研究センター

「サイバニクス」とは、人、ロボット、情報系を
中心として、脳・神経科学、行動科学、ロボッ
ト工学、情報技術（IT）、人工知能、システム統
合技術、生理学、心理学、哲学、倫理、法学、
経営などの異分野を融合複合した新領域です。

人とテクノロジーと社会が密接につながった国際サイバニク
ス研究開発拠点として、医工融合、産官学民の新連携体制、
地域・国際連携によって、国内連携機関（研究開発成果を社
会実装し、好循環イノベーションを推進する未来開拓型企業
CYBERDYNE株式会社、他）、欧州連携機関、米国連携機関
などとの国際協働を実現しています。

計算科学研究センター

計算科学研究センターは、科学の諸領域における超高速シ
ミュレーション及び大規模データ解析を中心とする研究、並び
に超高速計算機システムおよび超高速ネットワーク技術の開発
と情報技術の革新的な応用方法の研究を推進しています。研
究開発を行う機関であると同時に、外部の研究者の利用に供す
る全国共同利用施設としての機能ももっており、2010年から
は、共同利用・共同研究拠点「先端学際計算科学共同研究拠
点」（Advanced Interdisciplinary Computational Science 
Collaboration Initiative: AISCI）に認定されています。

本学では、論文被引用度と強い相関関係にある国際共著率
向上の取組を実施するための施策として国際テニュアトラック
制を2013年度から導入しています。本制度は、優れた若手研
究者を国際テニュアトラック教員として雇用し、テニュアトラッ
ク期間に海外のトップクラスの研究機関に派遣することによって
競争的環境の下で優れた研究を行う能力を育成し、国際共同
研究の強化、国際共著論文の増加、本学のＱ値（論文に占める
TOP10％論文数の割合）向上、海外一流研究機関との人脈形
成等を図り、本学の研究力を強化することを目的としています。
2020年度までの国際テニュアトラック教員による論文は、他大
学と比して質が高く、全学の研究力向上の起爆剤として大きく
貢献しており、今後の更なる活躍が期待されます。

国際テニュアトラック教員による論文は
RU11全体と比較しても格段に質が高い

・ソース：Scopus（2021.7.14）
・対象：All publication types

本学の国際共著論文割合が増加

・ソース：Scopus（2021.7.14）
・ 条件：分野補正あり　対象：2016-2020年に出版されたAll publication types
・第1期国際テニュアトラック制度で採用した25名の業績
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国際共著論文割合（過去5年間平均）（%）

33.4

2 ～ 3年間
研究に専念

PI・メンター
（客員教授）
2年間

PI・メンター

公募
・

採用

テニュア

派 遣

連携連携

支援支援

筑波大学 海外一流研究機関

PI：Principal Investigator（研究主宰者）

※上記順位は、「QS世界大学ランキング」順位
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これまでの取組
－既存の教育体制での取組－

第３期の組織整備
（2020年設置）

－現行制度で可能な教育体制の整備－

第４期の組織整備
構想（案）

－制度改正も視野に入れた構想－
最終目標

「学位を与える課程 
（学位プログラム）」に着目した
取組の推進
⃝�すべての研究科・専攻において、学位

毎にディプロマ・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシーを策定・公表

   (大学院スタンダード、2014 ～ )
⃝�複数の研究科の協力による学位プロ

グラムの開設
⃝�研究科内の専攻の協力等による学位

プログラムの開設
⃝�外国大学とのダブルディグリープログ

ラム及びジョイントディグリープログ
ラム（国際連携専攻） 等

研究科以外の教育研究上の
基本組織の設置

（学校教育法第100条
ただし書の適用）
学生本位の視点に立って、高い専門性とと
もに幅広い教育を行う学位プログラムを展
開するために、
⃝�学生の教育のための組織と、教員の所属

組織を分離するとともに、
⃝�現在の研究科の編成をベースとして近接

分野を包含した大括りの教育組織を整備

⃝�3学術院6研究群に加え、新たな学
術院を設置し、組織・研究分野を横断
する学位プログラムを集結

⃝�各専門分野における
ディシプリン型の学位
プログラムと、学問の
進展や社会のニーズを
捉えた分野横断型の
学位プログラムを効果
的に展開していくため
の理想的な教育体制

K P I 等 目標値 2017年度
実績値

2018年度
実績値

2019年度
実績値

2020年度
実績値

英語だけで履修可能な
教育プログラム開設数 60 52 63 65 65

目　標 具体的な取組

　筑波研究学園都市の研究開発法人や企業との協議体を学位
プログラムの運営母体とする「協働大学院方式」を構築し、機
関の壁を越えて学位プログラム担当教員を結集する仕組みを
確立しました。
　この方式により、2015年にライフイノベーション学位プログ
ラムを開設し、2020年には同プログラムの領域の拡充（病態
機構・創薬開発・環境制御・食料革新の４領域に生物情報、
生体分子材料の２領域を追加拡充）、さらには、同年のリスク・
レジリエンス工学学位プログラムの開設へと展開しました。
　2020年４月に開設したリスク・レジリエンス工学学位プ
ログラムは、リスクを分析し、レジリエンス社会のために活
躍する人材を養成することを目的としています。
　本プログラムは、レジリエンス研究教育推進コンソーシア
ムを運営母体とし、筑波研究学園都市内外の企業・研究機関
のシナジーが、良質で幅広い研究環境を提供します。

入学者選抜改革 ―総合学域群の設置―

本学では、研究大学として、多様な分野を見渡す力と専門
的知識を基礎とした学際的研究を先導する人材の育成を行う
ため、細分化した専門領域の枠を超えて学び、考えることの
できる、新たなリベラルアーツ教育の実施に呼応した入試方
式として、2021年度入試から、一般選抜前期日程において

「総合選抜」を実施しています。
これまでの入試は受験時に学類・専門学群を決める方式で

したが、これに加え全体の約２５％を募集人員として、学
類・専門学群の枠を超えて選抜する「総合選抜」を導入し、前
期日程は「総合選抜」「学類・専門学群選抜」の２つの方式で
実施しています。
「総合選抜」で入学した学生は、１年次は「総合学域群」に所

属し、２年次から学類や専門学群に所属します。自分の研究
したいことがどの学類でできるのか大学で学んだ上で決めた
い、興味がたくさんあり、何でも学んでみたい、そのような
人が入学後に様々な専門領域を学修し、幅広い力を身につけ
ながら進む道を見つけるための入試です。

自立してグローバルに活躍できる人材の育成

第3期で掲げたKPI等の進捗状況

大学院の改革ビジョンと第3期以降の組織整備
－開かれた教育体制の下で、学生の個性と能力を開花させる学位プログラムの展開に向けて－

主な方策

❷  国内外の大学や筑波研究学園都市の研究開発法人
とのトランスボーダー連携

❶ 国際的に互換性のある教育による人材育成
学生本位の視点に立った教育を提供し関係者に対する教

育の質の保証を実現する観点から、既存の学位プログラムの
充実、新たな学位プログラムの開設を含めて教育課程を学位
プログラムによるものに移行し、国際的互換性と国際的協働
性を持った教育システムを構築する。

筑波研究学園都市の研究開発法人及び企業の開発研究部
門の研究者と筑波大学の関連分野の研究者の協働により、
大学院課程を中心により多くの分野で学位プログラムを実
施する。

「協働大学院」方式の構築 ―トランスボーダー連携―

（将来構想）

❸  世界から多様かつ優秀な学生を受け入れる入学者選抜
学士課程においては、入学希望者（外国人高校生や社会人

を含む）の真の能力を最大限に引き出す教育システムに対
応できる人文社会系、自然科学系などの大括り入試を実施
する。

国際的互換性のある教育の実施に向けて

❶ 国際的に互換性のある教育を実施し、地球的規模で活躍できる人材を育成する。
❷ 国内外の大学や筑波研究学園都市の研究開発法人とのトランスボーダー連携による教育を推進する。
❸ 世界から多様かつ優秀な学生の受入れを実現する入学者選抜を実施する。

大学院
１組織化

３学術院・
６研究群

新学際創造
学術院（仮称）

新設（案）

＋

第１ステップ 第２ステップ 第３ステップ
第2期

中期目標期間
第3期中期目標期間
〈2016-2021〉

第4期中期目標期間
〈2022-2027〉

３学術院・
６研究群への

改組

人
文
・
文
化
学
群

社
会
・
国
際
学
群

人
間
学
群

生
命
環
境
学
群

理
工
学
群

情
報
学
群

医
学
群

芸
術
専
門
学
群

総 合 選 抜

総 合 学 域 群

文　系 理系Ⅰ 理系Ⅱ 理系Ⅲ
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オープンイノベーション国際戦略機構の設立

文部科学省オープンイノベーション機
構整備事業の採択を受け、2019年10月
にオープンイノベーション国際戦略機構
を設立し、①ニーズドリブン型共同研究
による外部資金の拡大、②オープンイノ
ベーションの国際展開、③ベンチャーエ
コシステムによる研究成果の産業化を推
進しています。各種産業分野での共同研
究立ち上げのために、教員・研究組織を
横断的に分類したデータベース（産業分野
別教員DB）を整備し、クリエイティブマ
ネージャーが各分野で企業ニーズドリブ
ン型の共同研究をマネジメントする体制
を整備しました。本機構では、農業、ラ
イフサイエンス、バイオテクノロジー、
サービス、エネルギー、スマートシティ
およびマテリアルの7つの分野のほか、
今後、拡大を進める新分野で、共同研究
の規模を増大していきます。

❶ イノベーション創出のための世界トップレベルの研究の推進に向けて
幅広い学問分野において、真理を深く探究する研究と、研究成果の社会還元を目指す研究の両面において、世界トップレベル

の最先端研究を展開するため、筑波研究学園都市内の大学、研究機関等と協働し、オールつくばによる連携を通じて社会還元型
研究を推進する。
❷ 産学連携機能の強化とイノベーション創出に向けて

・筑波研究学園都市を中核とする産学連携機能を強化する。
・能動的産学連携活動を推進する。

目　標

主な方策

我が国のグローバルな産業競争力強化への貢献

具体的な取組

❷ 筑波研究学園都市を中核とする産学連携機能を強化❶ 社会還元型研究をオールつくばで推進
国際産学連携本部の下に外部資金による開発研究センター

システムを導入し、企業との共同研究、共同出資による研究
組織の整備、研究施設・設備の学内外の共用化・共有化を
通じて社会還元型研究を積極的に推進する。

筑波研究学園都市内の大学、研究開発法人、企業研究所、
その他の研究機関と協働し、つくばイノベーションアリーナナ
ノテクノロジー拠点（TIA-nano, 2009-2015）方式を一層発
展させた連携形態として、組織の壁を越えて人材を結集できる
イノベーション研究プラットフォームを構築することによって、
新たなデバイス・機器や機能性植物の開発やサイバニクスを
含む新規医療の研究など社会還元型研究を推進する。

筑波研究学園都市内の機関との一体的なエコシステムによ
るイノベーション研究プラットフォームを形成し、基礎研究
と開発研究の橋渡し、大学と研究所間・プラットフォームを
構成する研究所間の研究活動の協調を図り、大学院教育と研
究活動の一体化等を推進する。また、附属病院と筑波研究学
園都市内の関係医療機関、関係企業等との医工連携による臨
床研究を一体的に推進する仕組みを整える。

開発研究センターの推進

本学の学際的な研究総合力を次
世代産業創生に活かす場を構築する
ための制度として、開発研究セン
ターを整備しています。このセン
ターは社会的要請の高い学問分野で
の企業との共同研究開発を積極的に
推進し、協働研究体制を構築するこ
とを目的としています。多様な分野
の研究者による産学共同研究を展開
し、Society 5.0の実現やSDGsの
達成に向けて、開発研究センターを
中心に積極的に貢献していきます。

2020年11月に、新たに「スマー
トウエルネスシティ政策開発研究セ
ンター」が設置されました。同セン
ターは、健康長寿社会を実現できる
都市の創生に資するため、超高齢社
会に起因した諸課題に関する開発研
究を推進し、その成果としての政策
を社会に提言するとともに、これらを
実現できる高度職業人の養成機能を
確立することを目的としています。

❸ 能動的産学連携活動の推進
学群教育、大学院教育及び筑波研究学園都市の若手人材育成

の中に、デザイン思考とアントレプレナー教育を明確に位置付ける。

アントレプレナー教育の推進

　2020年度現在、5つのカテゴリーで起業家育成のための
教育を重層的に展開しています。
①次世代起業家養成講座
　　社会課題解決型の起業家精神を学ぶ
②筑波クリエイティブ・キャンプ・ベーシック（学群自由科目）
　　ビジネスモデル構築体験と実践的起業ノウハウを学ぶ
③ 筑波クリエイティブ・キャンプ・アドバンスト  

　（学群自由科目・大学院共通科目）
　　起業を目指す学生がリアリティの高い起業プランを作成
④起業家のための経営・知財必須知識
　　 経営、ファイナンス、知的財産分野の起業で失敗しない

実務を学ぶ

⑤文部科学省次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）
　　基礎編「アントレプレナーシップ トレーニング」
　　　研究成果から事業化へのシナリオ作り

　発展編「アントレプレナーシップ デベロップメント」
　　成功するテック系ベンチャーの必須スキルを実践講義

上記5つのアントレプレナー教育の2020年度延べ受講数は
348名であり、2019年度の317名と比較して約10%増加し、
EDGE-NEXT事業が開始された2017年度の116名に比べて
3倍となりました。

第3期で掲げたKPI等の進捗状況

KPI等 目標値 2017年度実績値 2018年度実績値 2019年度実績値 2020年度実績値

間接経費・
知財収入

2011年度比100％増
（106,928）

約229％増
（175,854）

約469％増
（304,041）

約518％増
（330,208）

約483％増
（311,956）

プレシジョン・メディスン開発研究センター

日本初の1000ドルゲノム解析拠点を目指して

未来社会工学開発研究センター

Society 5.0を実現するモビリティ・インフラの先端研究拠点

スポーツイノベーション開発研究センター

国立大学初Athletic Department （AD）の社会実験拠点

ヘルスサービス開発研究センター

健康・幸福をもたらすサービスの学問に特化した日本初の拠点

テーラーメイドQOLプログラム開発研究センター

食と運動と睡眠を通して一人一人にQOLを向上するプログラムを提供

働く人への心理支援開発研究センター

働く人への心理支援に関する研究と社会貢献体制を整備した開発研究センター

イノベイティブ計測技術開発研究センター

革新的計測評価技術の開発研究を目指して

革新的創薬開発研究センター

新薬、新技術で、活力ある100年の人生を

デジタルネイチャー開発研究センター

計算機と自然の新しい関係性を探求

健幸イノベーション開発研究センター

心と身体の健康を創るウェルネス社会の実現を目指して

スマートウエルネスシティ政策開発研究センター

健幸長寿社会実現に向けたエビデンスに基づく政策化を目指して

学  長

国際産学連携本部：本部長、大学執行役員、本部審議役、副本部長

組織対組織大型共同研究

産業分野別教員データベース

産学連携部

技術移転部門
・産官学共創プロデューサー
・技術移転マネージャー

事務部門（産学連携企画課）

・知的財産管理
・民間資金・学術指導契約
・総務
・事業管理（会計）
・企画（起業教育、EP、広報）

CM：クリエイティブマネージャー
P J ：プロジェクト

事務業務を管理 一部のプロジェクトを推進

開発研究センター

オープンイノベーション国際戦略機構

副機構長

 ＜マネージメント部門＞
CM（産業分野担当）:5名
CM（国際担当）
CM（ベンチャー支援担当）
CM（法務担当）
CM（財務担当）
CM（知的財産担当）

　＜プロジェクト部門＞
アグリフードピアPJ
精密医療事業化PJ
健康長寿機能性環境研究PJ
医療・介護の質の評価PJ
藻類バイオエネルギーPJ
つくば未来都市PJ
未来環境材料PJ

機構長

統括CM

1. プレシジョン・メディスン

2. 未来社会工学

3. スポーツイノベーション

4. ヘルスサービス

5. テーラーメイドQOL
プログラム

6. 働く人への心理支援

7. イノベイティブ計測技術

8. 革新的創薬

9. デジタルネイチャー

10. 健幸イノベーション

11. スマートウエルネスシティ政策
EP：エクステンション
　プログラム

（単位：千円）

2020年11月
新規設置
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国際性が日常化された大学の実現

つくばグローバルサイエンスウィーク（TGSW）及び 
筑波会議の開催

世界の英知を筑波研究学園都市に結集し、国を超え、研究
領域を超えて議論をすることで、国際的な連携ネットワーク
の構築を図るとともに、高い研究レベルに裏付けされた「知
の創造」を行い、Tsukubaの地から世界に向けて「地球規模
課題」の解決策を発信していくことを目的として、TGSWを
2010年度から開催しています。2021年度は、通算11回目
となるTGSW2021をオンライン形式で9月に開催しました。

これまでのTGSWの実績を基に、若手起業家も参加した議
論の場として、2019年には「Society5.0とSDGsを見据えた
目指すべき社会のあり方とその実現に向けて取り組むべき課題」
をテーマに筑波会議2019を開催しました。2021年度は筑波
会議2021を「Inclusive Innovation for the New Normal」
をメインテーマにオンライン形式、およびハイブリッド形式で9
月に開催しました。

TGSWおよび筑波会議を通して、新型コロナウイルス感
染症の世界的な拡大下にあっても、本学及び国際都市つくば
を積極的に発信し続けてまいります。

目標・主な方策

具体的な取組

K P I 等 目標値 2017 年度
実績値

2018 年度
実績値

2019 年度
実績値

2020 年度
実績値

CiC 協定パートナー大学 10 7 8 10 10

2021 年度における TGSW 国外参加機関 30 88 84 105 108

2021 年度における TGSW 国外参加者 300 262 298 344 356

第3期で掲げたKPI等の進捗状況

総合研究型大学の附属病院としての"真"の機能強化

未来医工融合研究センター（CIME）の最先端医療

未来医工融合研究センター（CIME）では、医工連携等の学
際研究により医療デバイスや医薬品等の臨床開発を進めてお
り、ロボットスーツHALの医療機器新規適応承認を目指した
医師主導治験やその他の実証研究を実施
しています。また、ドライビングシミュレー
ターを使用して運転時の疾患関連の各種
データを収集し、その解析結果が国交省
の自動運転プログラムガイドラインに反映
されるなど、社会実装を進めています。

つくば臨床医学研究開発機構による医師主導治験の実施

つくば臨床医学研究開発機構では、医療技術に関する研究
成果（シーズ）の育成と臨床開発等実用化に向けた支援や、臨
床上有用な知見を得るために行う臨床試験の実施の支援を
行っています。医師主導治験は、
2016年度以降これまで6件が
開始されています。

地域医療への貢献

本学附属病院は、茨城県内の各二次医療圏（9箇所）に各々
所在する中核的医療機関内に「地域医療教育センター等」を設
置しています。常勤教員を配置して大学病院の教育資源やノ
ウハウを集中的に投下し、学生等の教育拠点の場、臨床医・
臨床研究者等の地域医療を担う人材育成の場及び診療の場と
して機能強化を通じて、地域医療支援に取り組んでいます。

目標・主な方策

具体的な取組

本院は、総合研究型大学の附属病院としての教育研究機能と、
茨城県内唯一の特定機能病院としての診療機能を有している。

教育研究機能の点では、地域医療教育センター等の充実強
化、革新的医薬品等の創出を加速するための臨床研究推進体
制の強化、最先端医療の研究開発と社会実装を実現するため
のロボットの医療適用・ホウ素中性子捕捉
療法（BNCT）による革新的がん治療の仕組
みの確立など、本学の強み・特色を活かし
た取組を推進する。

診療機能の点では、遠隔医療・高度医療
（救命・救急医療など）の提供体制や新た
な外来機能の強化など、茨城県内はもとよ
り他県の地域医療にも貢献するための取組
を推進する。

⃝�2018年度より、健全経営を軌道に乗せるステージから
“真の機能強化”を目指すステージへシフト！

⃝�今後は、将来を見据えた“真”の機能強化に必要な投資を
行い、患者のみならずスタッフも満足する環境を整備し、
“マグネットホスピタル”の実現※を目指す。

機能強化に向けて 
◆ 教育・研修環境の整備充実
　・高度急性期医療を提供するスタッフの育成支援
　・地域医療教育センター機能の充実強化　など
◆ 研究環境の整備充実
　・臨床研究推進体制の強化
　・世界最先端医療の研究開発・社会実装　など
◆ 診療環境の整備充実
　・専門的外来機能の強化（化学療法を含む）
　・遠隔医療、高度医療提供体制の確立　など

マグネット
ホスピタル

の実現

積極的投資

これまでと同様、
経営改善努力は継続

❶  大学のグローバル競争力を強化し、国際的互換性の
ある教育と世界トップレベルの研究を推進

スーパーグローバル大学創成支援「トランスボーダー大
学がひらく高等教育と世界の未来」事業の目標達成に向け、
世界のパートナー校と連携し、教育研究の資源を共有する
Campus-in-Campus構想を通じて、組織・国などの壁を乗
り越えた国際協働教育研究を推進する。

❷ 筑波研究学園都市全体のグローバル化の牽引
学内組織に加えて筑波研究学園都市内の研究機関などの参

加を得て国際会議等を開催するなど、教育研究成果を積極的
に世界に発信することにより、本学及び筑波研究学園都市全体
のグローバル・プレゼンスを強化する。

Campus-in-Campus（CiC）構想の推進

CiC協定を締結した海外のパートナー大学との間でキャンパ
ス機能を共有し、国境や機関の壁を越えたトランスボーダー
な教育研究交流を実現するための取組です。具体的には、以
下の取組によって本学のキャンパスを海外パートナー大学の中
に創り出し、海外パートナー大学のキャンパスを本学の中に創
り出すことで、学生・教職員が世界の大学をホームキャンパス
として自由に活動できるようにすることを目指しています。

B大学A大学

C D

筑波大学

グローバルイノベーション人材を育成

筑波大学

海外のA大学

筑波大学

海外のB大学

筑波大学

附属学校（D）

筑波大学

学園都市他機関（C）

科目ジュークボックス
システムとは
本学および海外のパートナー校が
授業を共有のジュークボックスに入
れ､いずれの大学からでも履修でき
るシステム。
がんプロフェッショナル基盤養成プランで
本学が開発したシステムの進化型。

科目ジュークボックス
システムの活用
●授業科目のオンライン履修登録
●授業の予習復習（e-Learning）
●オンデマンド授業の視聴

教育研究のトランスボーダー化の推進
（1）科目ジュークボックスシステム ➡ 海外パートナー大学との協働教育を展開
（2）海外パートナー大学との教育研究ユニット相互共有 ➡ 世界トップレベルの教育研究を実現
（3）筑波研究学園都市の機関や附属学校を活用 ➡ トランスボーダーな教育研究の場を構築
（4）大学間の壁を越えた教職員の流動化 ➡ 国際協働を促進し、国際感覚を涵養　　　

Campus-in-Campusの活用
●他機関と連携したプログラム　
　の展開
●教育連携と単位互換
●相互研究指導・学生支援等の　
　実施
●シュートプログラムの拡充
●学生と教職員の相互交流

※ 充実した診療体制や施設・設備を有し、高度急性期医療を提供するとともに高い人材育成能力を持ち、医師・看護師等を引きつけるだけではなく、患者さ
んからも高い信頼を得ている魅力ある病院

2019年度までに県内全ての二次医療圏へのセンター等の設
置が完了し、2021年４月現在、常勤教員67人を配置して、
地域医療提供体制の構築に貢献しています。

また、2019年10月、本院は、茨城県より、県内初となる「高
度救命救急センター」の認定を受け、2020年度から稼働し、県
内の三次救急医療機関では対応困難な重症患者の常時受入れ
を開始しています。本センターでは、県民に安心・安全な救急
医療の提供はもとより、救急科専門医プログラムの基幹病院とし
て、救急医療の体制強化に欠かせない救急医の養成にも努めて
います。県民が安心・安全に暮らせる社会の実現に向けて、救
急医療の最後の砦として機能するとともに、救急専門医の養成
にも努め、救急医療の体制強化に取り組んでいます。

地域医療教育センター等の配置図

● 地域医療教育センター
　 （配置教員5人以上）
● 地域医療教育ステーション
　 （配置教員5人未満）
● 筑波大学附属病院

配置人数合計 （2021.4）
・センター等常勤配置 63人
・院内常勤配置 4人

　合　計 67人

神栖地域医療教育センター

注）STはステーションの略称

つくば
土浦

鹿行
古河・坂東

筑西・
下妻

取手・
竜ケ崎

常陸太田・
ひたちなか

水戸

日立
水戸地域医療教育センター
高萩地域医療教育サテライトST

日立社会連携教育研究センター

ひたちなか社会連携
教育研究センター

茨城県小児地域医療教育ST 

茨城県地域臨床教育センター

筑波大学附属病院・自治医科大学
合同茨城県西部地域臨床教育センター

土浦市地域臨床教育センター

水戸地域医療教育センター

取手地域臨床教育ST 

古河・坂東地域
医療教育センター 

筑波大学附属病院
つくば市バースセンター
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初等・中等教育及び特別支援学校における教育モデルの構築

目標・主な方策

具体的な取組

基礎学力の向上を目指す効果的なカリキュラム開発などの先導的教育拠点：
我が国の教育をリードするための研究と実践

3つの拠点（先導的教育拠点、教師教育拠点、国際教育拠
点）としての成果を活かし、全国の大学・附属学校とコンソーシ
アムを構築し、グローバルな素養を育てるカリキュラムを開発・
提案する。

附属11 校を全国的に教育を先導する学校群（クラスター）と
とらえ、教科指導・行事・特別支援教育に関する教師の指導

力の高さや実践研究の豊かさなど各校の知見の蓄積を、附属
学校群の交流を通して共有し、深められる強みを活かすととも
に、全国の大学との協働体制を強化して、「筑波型インクルー
シブ教育システムを目指したプログラム」を開発し、公開研究会
や出版活動を通して全国にその成果を還元する。

経営基盤及び情報ガバナンスの強化による大学運営から経営への転換

　本学の安定した経営基盤を維持するためには、収支構造の
改革が必要であることから、第３期中期目標期間において、

「外部資金獲得戦略」、「収益的事業の展開」及び「人事戦略」か
らなる『経営力強化方策』を策定し、実現に向けて取り組んで
います。

目標・主な方策

具体的な取組

国立大学を取り巻く厳しい財政状況の中、「知の拠点」と
して社会の多様な期待に応えていくため、国からの運営費交
付金のみに頼った大学の運営から、多様な財源に裏打ちされ
た大学経営への変革を目指す。

このため、「経営力強化方策」を策定し、その実行を通じ
て財源の多様化と収支構造改革に取り組むとともに、学長直

轄の諮問機関として、企業経営者等の外部有識者を加えた
「大学経営改革室」を設置し、将来構想等について具体の検討
を進める。

また、ガバナンス強化のため、情報セキュリティ基本方
針を定め、体制整備に努める。

K P I 等 目標値 2017年度実績値 2018年度実績値 2019年度実績値 2020年度実績値

若手教員　　　　 25％ 20.6％ 20.1％ 21.0％ 20.5%

女性教員　　　　 20％ 18.2％ 18.5％ 19.1％ 19.3%

外国人教員　　　 10％ 6.9％ 6.7％ 7.4％ 7.4%

年俸制適用教員　 30％ 30.3％ 32.3％ 34.0％ 34.7%

混合給与適用教員 2015年度比倍増
（18名） 26名 47名 65名 53名

第3期で掲げたKPI等の進捗状況

経
営
力
強
化
方
策

経営力強化方策の実行

本学は、小学校、中学校、高等学校及び全ての障害種別に応じた特別支援学
校を附属学校として有する世界でも類を見ない大学です。またそれぞれの附属学
校は、我が国を代表する実験学校として長い歴史的経緯をたどって成立しており、
我が国の教育をリードするための研究と実践を内外に積極的に発信しています。

本学のルーツは我が国最初の師範学校であり、以降日本の教育をリードして
きました。また附属学校は、大学の研究に協力するとともに教育実習・介護等
体験実習においても重要な役割を果たしてきました。さらに各校は、それぞれ
の校種の特徴を活かして、現職教員に開かれた授業参観や研修会の開催、短期
及び長期の研修受入れ、各校を会場とした「教員免許状更新講習（選択Ｄ）」の実
施などを担っています。

各校では、２つの共通コンセプトのもとに、児童生徒及び教師の国際交流活
動を推進しています。
①  幼児・児童・生徒が、個々の発達に応じて、自国や他国の文化を理解し、

大切にする態度を養うとともに、積極的に外国の人とコミュニケーション
をとる態度を養う。

②  教師が、自国の文化とともに他国の文化を尊重しながら、学校全体の国際
化を図り、附属として日本や世界のためにできることを考える。 

情報ガバナンス体制の整備

　情報セキュリティ基本方針に基づき、国内的にも国際的に
も開かれた総合大学の基盤となる情報セキュリティ水準を維
持し、継続的かつ安定的な教育・研究・事務業務等の実施を
確保するために、適切な情報セキュリティ対策を実施する上
で必要な規程・体制を整備しています。

現職教員の実習

附属坂戸高校のWWL国内版国際フィールドワーク

「科学の芽」賞表彰式・発表会

（主な取組）
⃝附属学校研究発表会の実施
⃝第 15 回「科学の芽」賞の実施　など

（主な取組）
⃝小・中・高一貫グローバルな素養を育てるカリキュラムの開発
⃝現職教員研修（新任教員研修会）　など

（主な取組）
⃝国際バカロレア（IB）
⃝オリンピック・パラリンピック教育の推進　など

※ISIRT（Information Security Incident Response Team）

情報セキュリティ組織・体制

情報セキュリティ全学総括責任者
学術情報担当副学長（CISO）

学長（CEO）

筑波大学 ISIRT（常設）

部局 ISIRT（常設）

インシデント
発見者

通
報

土地等の有効活用及び新たな収益
的事業を積極的に展開

収益的事業の展開

教職員配置見直し等の効果的な取
組を実施

人 事 戦 略

共同研究、受託研究、各種競争的
資金などの獲得強化方策を実施

外部資金獲得戦略

教員の指導力向上のための高度な教師教育拠点：教員養成・教師教育におけるリーダーシップ

国際化対応能力を培う国際教育拠点：国際化対応能力の育成
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2020 年度の主な活動実績

帰路の花園 （写真：佐藤祐吾／筑波大生デジタルフォトコンテスト）帰路の花園 （写真：佐藤祐吾／筑波大生デジタルフォトコンテスト）



R1
世界級研究拠点

R2
全国級研究拠点

R3
重点育成研究拠点

R4
育成研究拠点 

（リサーチユニット）

個人研究・
リサーチグループ

評価に
よる級の
見直し

機能別分類 先端研究センター群 研究支援センター群

級別分類

R1 世界級研究拠点

級別分類は行わない
R2 全国級研究拠点
R3 重点育成研究拠点
R4  育成研究拠点 

（リサーチユニット）

本学の強み・特色に重点配分を行いつつ、新たな強みを持
続的に生み出すため、研究の成長ステージに応じた効果的な
研究推進体制として「研究循環システム」を運用しています。
研究センターを機能別（先端研究センター群、研究支援セン
ター群）に分類した上で、先端研究センター群については、
R1：世界級研究拠点、R2：全国級研究拠点、R3：重点育
成研究拠点、R4：育成研究拠点（リサーチユニット）に級別
の認定を行い、重点的かつ戦略的な資源配分を行っていま
す。また、各研究センターに対して、５年ごとの評価システ
ム（３年目に中間評価）を実施し、評価による級の見直しを行
う制度としています。

2020年度は、システム導入後はじめてとなる「研究セン
ター中間評価」を実施し、高い評価を受けた微生物サステイ
ナビリティ研究センターが、2021年度より、R3（重点育
成研究拠点）からR2（全国級研究拠点）に昇格し、支援の拡
充を図りました。

研究センターへの中間評価を実施 ―微生物サステイナビリティ研究センターが R2 へ昇格―

研究機能の強化

先端研究
センター群

Plan

Check

Act Do

世界初のオープンリサーチ出版ゲートウェイ「筑波大学ゲートウェイ」の開始

人文社会科学分野を皮切りに、本学が F1000 Research
社とともに開発を行い、論文をはじめとする多様な研究成果
の迅速な出版を日本語でも可能にした「筑波大学ゲートウェ
イ」の運用を開始し、2020年度は５編（うち日本語論文１編）
の論文が公開されました。

筑波大学ゲートウェイは、研究者が英語か日本語で論文
が出版できる、世界初のオープンリサーチ出版ゲートウェイ
です。このゲートウェイでは、すべての成果がオープンアク

セスで出版されるため、だれでも自由に読むことができま
す。また、プレプリントの利点（編集バイアスのない迅速な
公開を提供）と質と透明性を保証するメカニズム（招待制の
公開査読、アーカイブ化、書誌データベースへの収録）を組
み合わせたF1000Research出版モデルを利用しています。
査読が完了すれば、Scopus等の国際的な論文データベース
に自動で登録される仕組みになっています。

論文投稿
論文投稿は、システム内に設置さ
れた入稿ページ（1画面）に入力す
るだけで完了します。入稿された
論文は、F1000社内の編集チー
ムが基本方針に即しているかを
チェックします。

公開査読と
ユーザーコメント
専門家が査読者として選定・招待
されます。各論文には、査読者の
コメントが査読者名とともに公開さ
れます。また、著者返答及び、登
録ユーザーからのコメントも表示さ
れます。

論文公開とデータ登録
著者が原稿を確定すると、論文は
1週間以内にサイトに公開されま
す。論文が公開されると、即座に
サイト上での閲覧および引用が可
能になります。

論文の改訂
著者には改訂版の公開を推奨しま
す。論文の全バージョンは相互に
リンクされており、個別の引用も
可能です。査読通過後の論文は、
PubMed、Scopus、Google 
Scholarなどの書誌データベース
に登録されます。

出版までの基本的な流れ

約14日約14日

研究機能の強化

科研費 2020 年度採択件数【全国 8 位】

大 　 学 　 名 採択件数
（新規＋継続） 新規件数

1.東京大学 4,202 1,511

2.京都大学 3,022 1,083
3.大阪大学 2,665 969
4.東北大学 2,525 859
5.九州大学 1,943 693
6.名古屋大学 1,819 645
7.北海道大学 1,719 568
8.筑波大学 1,357 456
9.広島大学 1,220 437

10.慶応義塾大学 1,187 427

国立大学の学術論文の高被引用論文数【全国9位】

大　学　名 高被引用論文数 割　合
1.東京大学 1,601 1.7%
2.京都大学 966 1.4%
3.大阪大学 608 1.2%
4.東北大学 560 1.1%
5.名古屋大学 479 1.3%
6.九州大学 396 1.0%
7.北海道大学 344 1.0%
8.東京工業大学 320 1.2%
9.筑波大学 305 1.2%

10.神戸大学 234 1.3%

大学の研究面の成果や実績を示す指標の一つとして学術
論文の被引用数があります。クラリベイト・アナリティクス社

「Essential Science Indicators」デ ー タベ ース に よ れ ば、
2010年1月1日～ 2020年12月31日の11年間の本学の高
被引用論文数は、国内9位にランキングされています。高被引用
論文とは、被引用数が世界の上位1％に入る卓越した論文です。

※文部科学省「令和2年度科学研究費助成事業の配分について」
　（令和3年3月31日改訂版）より
※研究代表者が所属する研究機関により整理
※主要種目のみの公表

国際的な研究拠点の形成 ―下田臨海実験センター―

下田臨海実験センターにおいて、沿岸海洋生命に関する幅
広い分野の基礎研究と、海洋環境問題への取組の両面から先
進的な研究に取り組んでいます。2020年度は、海洋マイク
ロプラスチックの全国沿岸調査を、TARA-Japanとマリン
バイオ共同推進機構との連携で実施したほか、2021年度か
ら始動している海洋酸性化研究の国際研究拠点形成、ホヤに
おける新しい遺伝子発現調節機構の研究で創発的研究支援事
業へセンター教員が採択されるなどの実績がありました。ま
たホヤの変態の分子メカニズム、ウニでのゲノム編集技術
開発、酸性化状態にある生物群集の変遷プロセス解明など
の大きな研究成果が上がり、Current Biology誌やGlobal 
Change Biology誌といった著名な雑誌への掲載を含め、
30を超える論文を発表し、活発な研究活動を推進しました。

International CO2 Natural Analogues Network (ICONA)

特色：•沿岸の主要生態系を網羅 
　　   •研究が活発な3か所が中核 
活動：R1：CO2 シープ研究手法のガイドライン
　　　R2：生態系の応答と適応機構
　　　R3：環境保護政策の立案への提言 
目標：海洋酸性化問題に対し、 
　　   •生態系の応答・適応機構の包括的な理解 
　　   •SDGsなど社会要請への対応 
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改革のポイント❶　8 研究科 85 専攻を 3 学術院 6 研究群に再編

改革のポイント❷　習得すべき知識・能力（コンピテンス）の明確化

改革のポイント❸　人材養成目的に応じた学位系統と専門学位の設定

改革のポイント❹　全学的な教学マネジメントの実現

教育の質の向上

本学は、総合大学としては他に例を見ない幅広い学問分野を有しており、専門分野を
深化させながら、新たな学際・横断的な教育研究を積極的に開拓してきました。急激に
変化し複雑な課題を抱える現在の社会において、高度化、多様化する人材養成のニーズ
に的確に応えていくためには、従来の発想を越えたさらなる挑戦が必要です。学生の個
性と能力の伸長のために、従来の組織の壁を越えて幅広い学問分野の教員が協働して教
育にあたることができるよう、研究科・専攻による教育システムから、2020年度から

「学位プログラム」を中心とした新しい教育システムに移行しました。
全大学院組織を学位プログラム制に移行した今回の改革は日本初であり、本学はこの

システムを先導するとともに、急激に変化し、複数の領域を踏まえた課題解決が必要と
される現代社会のニーズに対応した、高度かつ多様な人材を今後も養成していきます。

大学院の教育改革の推進 ―学位プログラム制への全面移行―

⃝2020年4月より、8研究科85専攻を3学術院6研究群に再編。
⃝  6つの研究群には合計56の学位プログラムを編成し、各研究群の専任教員を中心とした幅広い学問分野の教員が協働して学

位プログラムでの授業と研究指導を実施。

⃝ 学位授与時に学生が備えているべき知識・能力（コンピテンス）を、汎用力（汎用コンピテンス）と専門力（専門コンピテンス）の
双方の観点から一層明確化し、その修得に向けた体系的な教育課程を編成。
⃝ 学生が修了までに汎用コンピテンス及び専門コンピテンスを確実に修得できるよう、各学位プログラムが定める達成度評価の

方法に基づいて、定期的に学生の達成度を確認し、きめ細かな学修支援を実施。

⃝ 本学独自の取組として、研究学位、専門学位、専門職学位の三つの学位系統を設定し、学位系統に応じた人材養成目的の明確
化を図ることで、大学院教育に対する社会や企業の多様なニーズに応える人材育成を実現。
⃝ 特に、「専門学位」の設定は、修士又は博士にふさわしい研究能力に加えて、社会における現実の具体的課題に即した「現場力」

の養成を重視する新しい試みであり、社会の具体的課題の解決に貢献する人材育成を一層推進。

⃝ 改組再編後の学位プログラムの教育の質を持続的に保証・
向上させていくため、教学マネジメント室を設置し、全学
的な教学マネジメントを実現。
⃝ 教学マネジメント室では、学位プログラムのモニタリング
（毎年の自己点検）とプログラムレビュー（数年おきに実施
する総合的な点検・評価と対話）の取組を中核としつつ、
学位プログラムの新設又は改組等に伴う質保証の審査、体
系的なファカルティ・ディベロップメントの推進及び高等
教育に関する調査研究などを行い、内部質保証の確立と高
度化を推進。

■ 発行 筑波大学教育推進部教育機構支援課
■ 住所 〒305-8577 
 茨城県つくば市天王台1-1-1
■ 発行日 2020年4月1日

日本語版 （in Japanese）

英語版 （in English）
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■ Published by Division of Educational Reform Support
 Department of Educational Promotion
 University of Tsukuba
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学生支援の充実

学納金免除の充実

経済的理由によって納付が困難である学生、成績優秀と認
められる学生、その他やむを得ない事情があると認められる
学生に対して、入学料や授業料の全部もしくは一部を免除し
ています。

2020年度は、入学料免除を83人・2千3百41万円、授
業料免除を5,557人・約10億2千1百万円実施しました。

奨学金の充実

授業料・奨学金一体型経済支援運用モデルの、成績優秀者
を対象とした経済支援について、2019年度から実施してい
る「大学院進学奨励奨学金」に加えて、「学業成績優秀者支援
奨学金」を実施し、また、2021年度から「研究奨励金」も実
施し、学生への経済支援の一層の充実を図っております。

モニタリングとプログラムレビューによる内部質保証の確立

教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
室

学位プログラム

モニタリング
現状に関する定量的・定性的データ
の把握と点検（毎年）

教学マネジメントに関
する取組状況の報告

プログラムレビュー
毎年のモニタリング結果等を踏まえた
総合的な点検・評価と対話（数年おき）

Plan

Check

Act Do

 各教育組織・学位プログラムの自己点検・評価（モニタリングとプログラムレビュー）と
その結果に基づく改善 ▼内部質保証の確立

モニタリング及びプログ
ラムレビューの結果を
踏まえたフィードバック
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入学料・授業料免除の状況

免除割合＝免除額÷入学料（授業料）収入

障害学生への支援 ―ピア・チューター制度の充実―

障害のある学生への合理的配慮及びダイバーシティの観点
に基づく多様な支援ニーズに対応するため、各教育組織等と
連携体制を強化し、多様な技能を有するピア・チューターに
よる支援を行っています。

ピア・チューターとは、ダイバーシティ・アクセシビリ
ティ・キャリアセンター（DACセンター）が開催する養成講
座を受講した後に、学習上の支援が必要と認められた障害
のある学生への支援活動に携わる学生のことです。「ピア・
チューター＝支援学生」というわけではなく、障害学生自身
も養成講座を受講し、ピア・チューターとして支援チームの
運営やピア・チューター養成に積極的に参加して、支援活動
の中核を担っています。

2020年度は、学生同士の相互支援体制として、これまで
障害領域別（視覚、聴覚、運動・内部、発達）に分かれていた
ピア・チューター制度を抜本的に見直し、支援ニーズ別（テ
キストデータ化、要約筆記、移動支援、発達障害支援活動
等）のピア・チューター制度を構築しました。

また、ピア・チューターを中心に作成を進めている支援
情報配信サービス「Learning Support Book（LSB）」が、
2020年12月にユニバーサルデザインの国際的顕彰事業
である一般財団法人 国際ユニヴァーサルデザイン協議会

（IAUD）国際デザイン賞コミュニケーションデザイン部門で
銅賞を受賞しました。

海外からの留学生受入れ及び海外留学支援の充実

筑波大学学生奨学金「つくばスカラシップ」は、留学生への
経済支援や緊急時の学資支援を行う制度で、本学の自己収入
などを財源とした独自の奨学金制度です。留学生受入数の増
加に伴い、この制度による支援額は、2020年度は78人、6
千1百92万円となっております。

また、海外留学のための独自の奨学金制度として、「海外留
学支援事業（はばたけ!筑大生）」があります。2020年度には新
型コロナウイルス感染症の世界的な拡大の影響を受け、世界各
国における外務省危険情報、感染症危険情報がレベル2以上
であるため、学生の海外派遣は困難な状況が継続し、当該プ
ログラムの2020年4月期募集は渡航緩和の見込みがないと判
断し中止としました。2020年12月期募集（2021年4月以降
渡航）については、再開を前提として採択を決定し、渡航が承
認されたプログラムに関してのみ支援金を支給しています。

なお、2020年度中の単位取得を伴うオンライン留学等へ
の経費支援について募集を行い、条件をクリアした学生への
支援を行いました。

留学生の受入れ、学生の海外派遣及び留学の支援として本
学は、2020年度に「つくばスカラシップ」及び「海外留学支
援事業（はばたけ!筑大生）」により、総額6千8百70万円を
支給しました。
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産学連携機能の強化

産学連携の国際展開

大学発ベンチャー創出促進プログラム：JST「SCORE」に採択
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筑波大学におけるベンチャー創出の支援は、（1）包括的窓口、（2）資金と場所、（3）アントレプレナー教育、（4）起業の支援から構成
されます。

ベンチャー創出支援

国内企業との共同研究の拡大、海外企業との共同研究の
拡大に向けて、2014 年度に国際産学連携本部を設置して産
学連携体制の強化を図ってきており、2019 年度には、ボス
トンとシリコンバレーに国際産学連携強化のための拠点を設
置しました。

また、シリコンバレーには、LII（Laboratory of Intellectual 
Innovation）を開設し、同圏内のエンジェル、VC とのチャネル
を構築する準備を進めました。

世界的なコロナ禍の中、シリコンバレー拠点LIIを活用し
て、現地の企業、VC、アクセラレータとの連携を目指す教
員の国際展開を支援するプログラムをオンラインで実施しま
した。

また、ボストンエリアにおける産学連携活動とベン
チャー育成活動に関するオープンイノベーションのエコシス
テムの調査及び他大学の取組について、ボストンにスタッフ
を有する企業に委託し、今後の米国ボストンエリアでの産学
連携活動に資する調査を行いました。

これら２つの拠点による活動のほか、サンディエゴでは、
カルフォルニア州立大学サンディエゴ校（UCSD）と連携し

て、アントレプレナー教育プログラムを開始しています。
今後、ボストンとシリコンバレーの活動拠点を足がかり

として、①筑波大学スタートアップ、あるいはシーズの現地
発信による国際資金調達、②現地企業への筑波大学研究アク
ティビティの紹介による国際産学連携関係の構築、の２つの
活動に着手するとともに、欧州ならびにアジア（マレーシア
等）の拠点整備を目指していきます。

本学は2020年9月にJST（科学技術振興機構）事業「社会
還元加速プログラム（SCORE）大学推進型」に採択されまし
た。SCORE大学推進型は、大学の優れた技術シーズを基に
した成長ポテンシャルの高い大学発ベンチャーの創出を促進
するためのプログラムであり、研究段階から事業化段階へのス
テップアップや起業を目指す研究者の支援を行うものです。

このSCORE大学推進型の採択により本学では、アントレ
プレナー教育からベンチャー起業支援までの一気通貫した大

学発ベンチャー創出支援を、学外のプロフェッショナルメン
ターと学内の起業支援人材がペアになりハンズオンで実施し
ています。

また、この支援を通して設立したベンチャー企業がその
後成長して株式公開する過程において、ベンチャー企業が
共同研究費や寄附金、新株予約権等による資金を本学へリ
ターンし、その資金を還元して支援を自律的に循環する「ベ
ンチャーエコシステム」の確立を目指しています。

　筑波大学発ベンチャーの資金調達は、2020年度末現在で
約53億円に達しました。

大学発ベンチャーの資金調達の年次推移大学発ベンチャーの累計スタートアップ数

　筑波大学発ベンチャーは、2015年以降毎年10社程度が
設立され、2020年度末現在で累計161社に達しています。

ハイインパクト
起業化プログラム
シリコンバレーの中心地を
活動拠点として実施

投資家等への
訴求活動
海外資金調達を目指す教員を支援

ベンチャーカフェ
 “U of Tsukuba night”

国際ユニコーン
育成プログラム
＠コワーキングスペースで
Product Market Fit 活動

UCSD研修
（カルフォルニア大学

サンディエゴ校）

1週間のサンディエゴ
メンタリング
マーケットフィット

サンディエゴ

ボストン地区シリコンバレー

ベンチャー起業相談室
2020年に国際産学連携本部内に設置され、学生と学内教
員の起業にまつわる様々な相談をワンストップで受付する。
相談内容に応じて、ビジネスモデルへの助言、公募プロジェ
クトやアントレプレナー教育講座、公的機関等が実施する起
業支援サービスの紹介を行う。国際産学連携本部の技術移

転マネージャー等の創
業支援担当者が相談に
対応する。

⃝事業化促進プロジェクト
学内教員・大学院生を対象に、研究成果の社会実装実
現のために、資金支援と大学施設の貸与を実施

⃝系横断R&Dプロジェクト
学内教員を対象に、社会実装を目指し、異なる系を横断
する研究成果へ資金を支援

⃝つくば産学連携強化プロジェクト
つくば地域の国立研究機関等との共同研究に対し、資金
を支援

SCORE事業
2020年にJST（科学技術振興機構）のSCORE大学
推進型に採択。大学の優れたシーズを基にした成長ポテ
ンシャルの高い大学発ベンチャーの創出を促進するためのプ
ログラムである。
研究段階から事業化段階へのステップアップを目指す学内研
究者を対象とし、資金の支援やメンターによるハンズオンメ
ンタリングを実施する。

⃝【授業科目】 次世代起業家養成講座
社会課題解決型の起業家精神を学ぶ

⃝【授業科目】 起業家のための経営知財必須知識
起業で失敗しない実務を学ぶ

⃝【授業科目】 筑波クリエイティブ・キャンプ
ベーシック：ビジネスモデル構築体験
アドバンスト： 起業を目指す学生がリアリティの高い起業

プランを作成
⃝次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）

基礎編：研究成果から事業化へのシナリオ作りを学ぶ
発展編：VCラウンドに進むための要件クリアを目指す

⃝�海外研修（UCSD研修、国立台湾大学研修、シリコン
バレーオンライン研修） 
英語ピッチスキル向上&海外市場の把握

起業家育成から事業化まで一気通貫の支援体制

人材、資金の循環

起業家育成の支援 事業化

ポストメンタリングプレメンタリング

産業化

学外向け
教育プログラム

人的循環 育成への再投資

資金原資

メンター派遣

つくば地区の
テック系シード

筑波大学の育成活動

アントレプレナー教育 ベンチャー育成

①共同研究
②寄附金
③知財

基金運用④新株予約権 現金化

起業の支援
M&A

ベンチャー設立実践型起業活動
支援PoC/PoV

起業シーズ
発掘大規模化

実践型起業「教育」 IPO 新産業創出
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グローバル化の推進

　本学は、2020年度に実施された文部科学省「スーパーグロー
バル大学創成支援事業」の中間評価において、５段階評価中の
上位２番目の「A評価」を受けました。
　今回の中間評価は、2019年度までの取組状況を対象とし
た本補助金事業の第２回目の中間評価であり、書面評価と面
接調査により行われました。その結果、本学の取組は、「これ
までの取組を継続することによって、事業目的を達成すること
が可能と判断される。」としてA評価を受けました。具体的に
は、「Campus-in-Campus」、「海外教育研究ユニット招致」、

「ダブルディグリープログラム」等の積極的実施により、教育
研究の国際化が実現しつつある点が評価されました。中でも、

「科目ジュークボックス」での単位認定数の増加および2020年
度から開始したオンライン科目の提供によるバーチャル留学（本
学よりパートナー校へ科目ジュークボックスを通じて開放したオ
ンライン科目数：184科目、受講生受入数：17名）、「海外教
育研究ユニット」における副Principal Investigators(Pls)の
活用等が特筆されました。一方で、目標値や全学的な位置づけ
に関して改善点が示されました。
　本学では、今回の評価を踏まえ、本事業構想の実現と事業
終了後の自走化に向けたさらなる推進を図り、「我が国の高等
教育と社会を世界に開き、率先して世界の未来を拓くトランス
ボーダー大学」への跳躍を目指します。

スーパーグローバル大学創成支援事業中間評価（第２回）で「A 評価」を獲得

国際会議「つくばグローバルサイエンスウィーク（TGSW）」および「筑波会議」の推進

Tsukuba Global Science Week （TGSW）
（2020.9～2021.2）と筑波会議の開催

新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、通算10回目とな
るTsukuba Global Science Week（TGSW）2020は、オン
ラインを中心とする形式により実施しました。海外の協定校や
筑波研究学園都市に所在する研究機関との共同主催を含む25
のセッションが行われ、さらに11セッション230以上の研究
発表ポスターをインターネット上にて展示するデジタルポスター
セッションを実施しました。
TGSW2020は、53か国・
地域、256機関（うち国外
108）から976名（うち外国
籍356）の参加登録があり、
コロナ禍においても筑波研
究学園都市の存在を国内
外にアピールしました。

2021年度は、筑波会議2021をオンライン形式とハイブリッ
ド形式で、TGSW2021をオンライン形式で、それぞれ９月に開
催し、引き続き本学及び国際都市つくばを発信しました。

筑波会議2019が日本政府観光局（JNTO）より
特別賞を受賞

「筑波会議2019」が、日本政府観光局（JNTO）より、2019
年度中に誘致・開催された国際会議の中から特別賞を受賞し、
2021年2月に表彰状が授与されました。つくば市内の大学・
行 政・ 企 業43機 関が 連 携し、
若手研究者の育成を目的に新た
に創出された点や、企業等からの
協賛を増やすためのPR活動の工
夫等、学研都市であるつくば市ら
しい先進事例として評価頂いたも
のです。

カリフォルニア大学
アーバイン校

〈高機能海外拠点〉

サンパウロ大学
〈高機能海外拠点〉

国立台湾大学
〈高機能海外拠点〉

ボルドー大学
〈高機能海外拠点〉

マレーシア工科大学
〈高機能海外拠点〉

オハイオ州立大学

ユトレヒト大学

ボーフム大学

グルノーブル・アルプ大学

アルファラビ・
カザフ国立大学

オリンピック・パラリンピックへの貢献、地域連携の推進

〈高機能海外拠点〉
学生及び研究者交流などCiC構想の戦略的機能を担う拠点

オリンピック・パラリンピック教育等の推進

　オリンピック・パラリンピック総合推進室では、2020年度
は、ボランティア養成科目として、「スポーツボランティア講
座」を開講し、「ダイバーシティ＆インクルージョン入門（総合科
目）」等を基礎とした「障害者スポーツボランティア実践講座」、
及び多数の履修者を抱える「おもてなし学－グローバルマナー
と異文化コミュニケーション－（総合科目）」を積極的に支援し
ています。学外においては、人文・社会・自然科学分野の幅
広い教養について考え、グローバル社会で活躍できる人材育
成を目指した「７大学連携スポーツ・リベラルアーツ講座」（早
稲田、立教、東京、上智、慶應義塾、神田外語の6大学と

連携して主催）をオンラインで実施しました。また、コロナ禍に
よる長期間の団体活動の休止の中で、中学から大学までのア
スリートを対象にして、トレーニング再開方法について「筑波
大学アスリート＜リブートプログラム＞」と題する動画を作成し、
配信しています。（https://www.youtube.com/channel/
UCSUQn9XdvxRtYNDuGXSS49A/featured）
　2021年度には、延期された東京2020オリンピック・パラ
リンピック競技大会に出場するアスリート、役員・コーチ、そし
て医療関係者等（本学及び附属学校に所属、あるいは出身者）
に対する壮行会をオンライン開催しました。また、本学はスイ
スオリンピック選手団の事前キャンプ地となり、マウンテンバイ
ク（MTB）、柔道、陸上競技のアスリートが本学の体育施設や
ループ等において、最終調整を行いました。ゾーニング等感染
対策を徹底する中で、約30名の学生スタッフにより、安全・
安心なキャンプをつくば市及び茨城県と連携して実施し、MTB
で銀メダルを獲得するなど好成績につながりました。

社会貢献プロジェクトの推進

　社会貢献プロジェクトは、筑波大学と社会との多様な形で
の連携活動を学内公募し、総合的に支援するもので、2004
年度にスタートしました。2009年度からは教員だけでなく
学生も申請できるものとなっております。本プロジェクト
は、特定の分野に限定することなく、地域との連携活動を自
由に提案することを特徴としており、「科学振興」、「国際」、

「文化・地域活性化」、「環境」、「健康・医療・福祉」等、内
容は多岐にわたっています。2020年度は、23件（大学教員

17件、附属学校教員3件、附属病院職員１件、学生２件）の
様々なプロジェクトが採択されました。新型コロナウイルス
感染症の拡大により、これまで対面形式で行ってきた地域連
携活動が大幅に制限される中、オンラインの活用や感染対策
を充分に配慮した活動等、工夫を凝らしながら様々なプロ
ジェクトが実施され、本学ならではの取組を展開しました。
筑波大学社会貢献プロジェクトHP

https://scpj.tsukuba.ac.jp/project/

つくば市周辺市街地におけるロゲイニングを活用した地域活性化
―大学生とR8地域の交流から生まれる魅力の発見と発信、賑わいの創出、マップ
づくりとまち歩きの実施―

若き才能を潰させない！
車載型MRIによる少年少女スポーツ検診の試み

〈Campus-in-Campus〉
協定締結校
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　2019年10月16日、筑波大学附属病院は、2018年度に
設置した「高次救急センター」における取組が評価され、茨城
県より県内初となる「高度救命救急センター」の認定を受けま
した。高度救命救急センターは、2020年4月1日から稼働
し、県内の三次救急医療機関では対応困難な重症患者の常時
受入れを行っています。
　本センターは、県内外の医療機関等との連携のもと、コロ
ナ禍においても、2020年度は年間に救急患者を約8,800人、
救急車等搬送は約3,200台を受入れるなど、高度救命救急
センターとしての役割を果たすとともに、スムーズな運営を
行ってまいりました。
　本センターでは、茨城県民が安心・安全に暮らせる社会の
実現に向けて、救急医療の最後の砦として、安心・安全な救
急医療の提供はもとより、救急科専門医プログラムの基幹病

院として救急専門医の養成にも努め、救急医療の体制強化に
取り組んでいます。

附属学校教育の充実

附属学校群の普通学校と特別支援学校の児童生徒が２泊３
日の共同生活を通して相互理解と交流を促進することを目的
として、2018年度まで継続してきた「黒姫高原共同生活」の
実績をもとに、2019年８月に神奈川県三浦市で11の附属
学校全てが参加する１泊２日の「三浦海岸共同生活」を実施し
ました。2020年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大
のため、宿泊行事である三浦海岸共同生活は中止とし、全附
属学校で共生社会実現に向けた動画等を作成し、オンライン
でプレゼンテーションリレーを実施しました。困難を乗り越
えての今回の実施は、共生社会の実現に向かう姿勢につなが
り、大きな成果を上げることができました。

本学及びお茶の水女子大学の附属高等学校間で協議を
重ね、講演会形式の「キャリアフォーラム」と分科会形式の

「キャリアカフェ」の実施が定着していましたが、2020年度
は新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、両校の創意工
夫により開催形式を変更し「キャリアフォーラム」を動画配信
を活用して実施しました。その成果についても、教育研究大
会等で動画配信で報告するとともに、アンケート調査により
繰り返し検証しています。

また、本学体育系と連携し、オリンピック・パラリン
ピック・ムーブメント全国展開事業への協力や国際ピエー
ル・ド・クーベルタン・ユースフォーラムなどの事業を通
じて、附属学校の生徒のグローバル素養育成に関しては成果
を上げました。特に、高校生を対象としたオリンピック教育
プログラムでは、2020年12月に国内での「クーベルタン嘉

納ユースフォーラム」をオンラインで実施し、2022年度の
実施が決定した「国際ピエール・ド・クーベルタン・ユース
フォーラム」キプロス大会の準備に入りました。

インクルーシブ教育モデル開発

大学及び附属学校間の連携強化

WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業の推進

2014年度から5年間実施してきたスーパーグローバルハ
イスクール（SGH）事業の成果を継承し発展させるため、文
部科学省WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソー
シアム構築支援事業に申請し採択されました。本事業は、附
属坂戸高等学校を拠点校とし、本学附属の普通科高等学校２
校と高等部を有する特別支援学校３校並びに国内及び海外連
携校との連携のもとに実施しています。

WWL事業２年目を迎えた2020年度は、新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大による一斉休業後にオンライン等を活用
した活動を再開しました。附属坂戸高等学校では、国内在住
の外国人との新規交流プログラムを開発し、コロナ禍での国
際交流のあり方を発信するとともに、高校生国際ESDシン
ポジウムをオンラインにより開催しました。

また、附属学校教育局は幹事校管理機関として、本学の

地球規模課題学位プログラム等との連携でオンラインによる
全国高校生フォーラム分科会を開催し、日本のグローバル人
材育成に大いに貢献しました。

附属病院機能の強化

　国内初の医療分野特化型アクセラレーションプログラム
“Research Studio powered by SPARK”は、2018年に筑
波大学で始動し、2019年より全国５大学の連携拠点に展開
しています。2020年にはコロナ禍をきっかけに、当初より
導入していたTV会議システムを本格化し、これまでの運営
で蓄えた多数の学習コンテンツを使ったe-Learningや、オ
ンラインでのブレインストーミング手法を新たに取り入れる
など、オンライン環境でのトレーニング体制を構築しました。
　また、オンライン環境下でも本プログラムの特徴の１つ
である 海外拠点（Stanford大学SPARKプログラム、UCSD 
Institute for Global Entrepreneur（UCSD IGE））との連
携をさらに強化し、オンラインならではの全米のネットワー
クを通じたトレーニングが実現したため、現地訪問に匹敵す
る成果を達成しました。

2019年度よりAMED（国立研究開発法人日本医療研究
開発機構）の次世代医療機器連携拠点整備等事業に採択され、
国際展開可能な次世代医療機器の研究開発人材育成拠点とし
て、産官学の研究者や大学院生を対象に臨床現場実習プロ
グラム等の実践教育プログラムや支援事業を開始しました。
T-CReDOが有する橋渡し研究拠点としてのシームレスな研
究開発支援体制や、充実した実践的プロフェッショナル養成
講座等々の枠組みを活用しています。

2020年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、臨床
現場の動画コンテンツを利用したオンラインニーズ探索ワーク
ショップを実施しました。また、独自に調査した臨床ニーズをも
とに茨城県を中心とする企業とのマッチングを行い、実用化推

進を図りました。国立がん研究センター東病院及び東京女子医
大とは、合同シンポジウムをオンラインにて開催しました。

Research Studio の運営形態の発展

次世代医療機器連携拠点事業の推進

高度救命救急センターの稼働
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新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴い、2020年１月に「新型コロナウイルス感染症リスク対応チーム」を設置し、学
内に情報の共有を図りながら、国・県等の政策に応じた本学の対応方針等を策定しました。また、2021年5月に補正予算を編
成し、オンライン授業や在宅勤務に伴う情報環境整備、学生への経済支援、感染防止対策の強化等により、感染拡大を防止しつ
つ教育・研究活動を継続するための全学的な対策を講じています。

2021年8月には、新型コロナワクチン接種に関する地域の負担を軽減し、接種の加速化を図っていくため、本学に在籍する
学生・教職員、学内で日常的に業務を行う警備、清掃、派遣職員等を対象として、大学における新型コロナワクチン職域接種

（大学拠点接種）の実施を開始しました。

緊急支援金

2020年5 ～ 6月にかけて、仕送り、アルバイト等の減
少により困窮する学生のため、「新型コロナウイルス流行に
伴う『学生のための緊急支援金』」を新設し学内教職員を中心
に約1億4千万円、また、平行してクラウドファンディング
を実施し、オンラインイベント等の広報も行い、卒業生を
中心に約2千8百万円、合計で約1億7千万円が集まり、約
9,900人の学生に支援することができました。

食料支援事業

2021年１月・２月に「学生のための食料支援事業」を企画
し、地元企業や卒業生に食料の提供を呼びかけ、総量約30
トンの物資が届けられ約4,700人の学生に食料を配布しま
した。

オンライン授業の実施

2020年度春学期はオンライン授業を実施し、秋学期は十
分な感染対策を講じながら一部科目で対面授業を再開させま
した。オンライン授業の教員向け実施指針や留意点を示し授
業の質の改善に努めるとともに、感染拡大の状況を見据えつ
つ、対面の方が教育効果の高い授業については教室が確保で
きれば対面で実施しました。

サポート体制の強化

オンライン授業の円滑な準備・実施のため、学術情報メ
ディアセンターのサイトに教員及び学生向けのポータルサイ
トを開設し、更に教員への研修を実施しました。

また、オンライン授業の環境への接続設定や利用方法へ
の問い合わせに対応するため専門的知識を有した人を配置
し、教員及び学生の支援を行いました。

障害のある学生が遠隔授業を受講する際の課題や対応方
法についてまとめたガイドラインを2020年4月に全教育
組織に周知するとともに、全国の大学に先駆けて公開しま
した。

筑波大学発ベンチャー「株式会社World Life Mapping」
からアプリの無償提供の申し出があり、学内での検討を経
て、2021年３月からコロナ禍におけるコミュニケーション
ツールとして、本学学生向けに「学生支援アプリ」の提供を開
始しました。本アプリは生活向上支援のための「Ciby Link」
と情報交換支援のための「Life Link」の２つの機能を有して
います。「Ciby Link」では、学生が抱えると想定される様々
な思いがカテゴライズされており、該当する項目を選択して
いくと本学心理学域教員の監修の下に用意されたアドバイス
が得られます。「Life Link」は、互いに連絡先を明かさずに、
共通の話題についてテキストでの情報交換を可能にするもの
です。

2021年9月時点で延べ約970人が利用登録しており、多
くの学生からアドバイスが参考になったという声が寄せられ
ています。

新型コロナウイルス感染症への対応方針等の策定や財政・施設面の対応 教育・学生支援

新型コロナウイルス感染症への取組

学生への経済支援 オンライン授業への対応

学生支援アプリの導入

財政面の対応

オンライン授業や在宅勤務の実施に伴う情報環境整備、空調・換気設備の
整備、学生への緊急経済支援、感染防止対策の強化等を実施するため、寄附
金（→P35「緊急支援金」参照）、国からの補助金等を活用するほか、学内予
算において新型コロナウイルス感染症等経費（予算額：9億2千5百万円）を
予算編成しました。

施設・情報環境整備の対応

教育研究活動再開に向けて、新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、
換気設備の充実（145カ所設置）やトイレ改修（８棟）などの施設整備を実施しま
した。また、全学計算機システムのリモートデスクトップ環境やVPNサービスの
同時接続数の増強により、学生の授業や自習、在宅勤務で業務を行う教職員の
利便性を高めるなどの対策を実施しました。

2020.4 新型コロナウイルス感染症対策に係る対応ガイドライン策定

　 　 ▼ 3密回避、海外等からの訪問者等の入構制限、オンライン会議等について対応を徹底
新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた活動形態策定

　 　 ▼授業、研究、学生入構、課外活動、学内会議、事務体制の6つの軸による活動形態を策定
春学期中の完全オンライン、入構制限及び移動制限の決定

5 感染拡大の影響に伴う緊急経済支援について （学生支援パッケージ）

　 　 ▼学生に対する緊急経済支援策（一定額の支援、一時貸付金）の実施について周知
令和2年度における新型コロナウイルス感染症拡大に伴う休学等に関する特別措置

　 　 ▼休・退学等とそれに伴う授業料免除等に関する特別措置を定め、周知

6 学生の入構及び対面での教育活動再開に向けた対応
8 秋学期における授業の実施指針

　 　 ▼学生の着席間隔確保を前提として対面授業を一部再開

9 感染が疑われる場合の対応マニュアル及び本人の行動フロー策定

　 　 ▼学生、教職員がPCR検査受検可能性ある場合等の対応フロー等を策定し、周知

10 新型コロナウイルス感染症拡大防止のための対応指針策定

　 　 ▼感染対策を徹底し、大学における諸活動の継続性を確保するための大学運営の指針を策定 
筑波大学課外活動における団体活動開始ガイドライン

　 　 ▼ガイドラインの遵守、感染防止対策の確実な実行を前提に団体活動再開

2021.1 新型コロナウイルス感染症拡大防止のための対応指針改定
3 令和3年度春学期における授業の実施指針

　 　 ▼引き続き対面授業とオンライン授業の併用
令和3年度における新型コロナウイルス感染症拡大に伴う休学等に関する特別措置

8 職域接種の開始 （1回目：8月30日～ 9月22日）
夏季休業中における授業の実施指針

9 秋学期における授業の実施指針

　 　 ▼引き続き対面授業とオンライン授業の併用
職域接種 （2回目：9月27日～ 10月20日）

主な新型コロナウイルス感染症への方針策定等の対応

春日地区講義室換気設備
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世界規模で拡がる新型コロナウイルスによる危機的状況
の解消を目指し、筑波大学のあらゆる分野の専門家が研究力
を発揮し課題解決に寄与することをバックアップする学内
公募型研究資金「新型コロナウイルス緊急対策のための大学

『知』活用支援プログラム」を立ち上げました。そして、選抜
された生命科学、心理学、計算機科学、教育、ヘルスケア、
芸術など幅広い分野の研究プロジェクト27件が2020年５
月に活動を開始しました。

本プログラムの目的のひとつは、研究成果をいち早く社
会に還元することです。「短期型」は研究費の他に別途広報費
を支援するほか、研究成果が社会の健全化に最速・最大限寄
与できるよう、URAが伴走支援し、ウェブサイトを開設し、
2021年4月にプロジェクトの成果をインタビュ―記事にし

て公開しました。
ウイルスやワクチンなど医学関連の課題のみならず、外

出自粛時の健康維持、心理ケア、教育システム、人の移動や
密集、情報拡散の影響、文化・芸術振興、家族関係など、私
たちの暮らしにかかわる多様な課題に対する研究成果が生み
出され、現場での活用が始まっています。

また、新型コロナ危機に対抗する共通の目的で集まった
研究者たちは、連携し新しい研究プロジェクトへ発展する可
能性があります。短期間に集積した成果やコンテンツを活用
し、URAがかけはしとなって、異分野・国際ネットワーク
発展を目的としたシンポジウムの開催や2021年度授業科目

「コロナ社会学」の開講等に発展しています。

研　　究

　本学附属病院は、2020年4月より、茨城県から新型コロ
ナウイルス感染症重点医療機関として指定され、同感染症重
症・中等症患者の診療に取り組んでいます。

　茨城県内唯一の特定機能病院・高度救命救急センターとし
て、その機能を喪失させないよう徹底した院内感染防止態勢
とするため、2020年4月から以下の取組により診療機能（入
院・外来・手術）を平時の80％程度に制限し、7月からは段
階的に緩和して平時の90％程度としていますが、非コロナ
で症度の高い救急患者が増加しています。

《外来》 
病態上可能なものは延期を実施するとともに、可能な限り電
話再診に切り替えて来院者数の抑制を実施

《入院・手術》 
病態上可能なものは延期を実施するとともに、院内PCR検
査所を整備して全ての入院患者を対象に入院前PCR検査を
実施

　コロナ患者受入重点医療機関として、重症患者の治療に必
須である人工呼吸器及び体外式膜型人工肺（ECMO）並びに
感染防止に必須であるリアルタイムPCR検査装置等の設備
整備や、陰圧病室の増室及び院内PCR検査所等の施設整備
を行い、医療提供体制の強化を図るとともに、「感染を拡大
させない」・「持ち込ませない」環境の強化を図りました。

　茨城県クラスター対策本部事務局として、県内各医療機関
におけるクラスター対策等の指導を行うとともに、コロナ
専用病院等及び軽症者宿泊施設への医師及び看護師の派遣
による医療支援や、ダイヤモンドプリンセス号へのDPAT・
DMAT派遣による患者搬送等を実施するなど、院外におけ
るコロナ対策に貢献しました。

　茨城県の要請に基づき、2021年6月･7月に、県が設置
する大規模ワクチン接種会場及び市町村が設置する集団ワク
チン接種会場5箇所に医師（延べ768人）を派遣し、接種体
制の構築及び接種促進に貢献しました。今後も引き続き医師
派遣を予定しています。

附属病院における取組

附属学校における取組 附属図書館における取組

2020年度の附属学校における教育活動は一斉休業及び緊
急事態宣言下で始まり、その後はオンラインでの遠隔授業と
分散登校を併用した授業形態で行いました。

この間、国や近隣都県及び他国立大学附属学校の情報を
収集しつつ、附属学校教育局と本学附属11校は、「Ⅰ 段階
的授業の展開」、「Ⅱ 教科等の通常の学習と評価」、「Ⅲ 学校
行事と特別活動の実施形態」、「Ⅵ 児童生徒の心身の健康」、

「Ⅴ 感染者等が発生した場合の対策」、「Ⅵ 教職員の安全対
策と勤務」、「Ⅶ 筑波大学及び附属学校教育局の支援」の７つ
の観点から毎月協議を重ね、教育現場で新型コロナウイルス
感染症の拡大防止策を実践し安全教育を推進してきました。

さらに、この教育活動を実現するための財政的支援とし
て、国の補正予算及び学長裁量経費等の学内予算により、約
１億２千万円を投入しました。

リサーチ・アシスタント（RA）支援経費の拡充による大学
院生への経済的支援として、本学に在学する大学院生全員

（休学等によりRA業務に従事することができない者を除く）
を対象に、RAの委嘱を4,448人に行い、約1億3千3百万
円を支給しました。また、RAの委嘱を諸事情により受ける
ことができない大学院生に対し、研究費として１人あたり上
限3万円を125人、約373万円を配分しました。

URA研究戦略推進室では、緊急事態宣言以前から世界の
ラボにおける新型コロナウイルス危機への対応を継続的に情
報収集しており、研究者が役立てられるよう、URAが運営
する研究情報ポータルサイト「COTRE」内に、ラボ対策TIPS
を紹介するページを開設し、新型コロナウイルスを防いで研
究を続けるヒント集としてまとめています。

札幌市を対象に、感染者数の多い地域からの人流の制限が
感染者数を減らす効果の予測。赤の点線・実線はそれぞれ実
際の新規感染者数とシミュレーション予測。流入リスク（流
入数）を50%に抑えた場合（B1）新規感染者数はオレンジ実
線のように減る予測。

オンライン授業への対応として、授業に関連する図書の
教員推薦を電子ブックでも受け付け、学外からアクセス（リ
モートアクセス）できるよう整備しました。併せて附属図書
館Webサイトのトップページに電子ブックへのリンクを追
加する等の改修を行い、電子ブックの可視性を高めました。
また、コロナ禍で必要性・緊急性の高まった医学情報へのア
クセス強化のため、データベース「医中誌Web」に有料の変
更契約によりリモートアクセスサービスを追加し、キャンパ
ス外からの利用を可能としました。さらに、新型コロナウイ
ルス感染症対応として、各出版社から期間限定で利用条件の
緩和措置がなされた電子資料について、附属図書館Webサ
イトに一覧を掲載し周知しました。また、図書の貸出と文献
複写サービスについて、自宅への郵送サービスを実施してい
ます。

※ 全27プロジェクトの研究成果を、本学研究戦略イニシアティブ推進機構
HPにて公開しています。

　https://www.osi.tsukuba.ac.jp/fight_covid19_interview/

研究成果事例 人の流入リスク低減による新規感染者数の予測

新型コロナを防いで研究を続けるヒント集の作成

施設・設備の整備による医療提供体制の強化

院内の感染防止体制の実施

医師・看護師の派遣による医療支援

新型コロナワクチン接種会場への医師派遣

RA経費の支援

「新型コロナウイルス緊急対策のための大学『知』活用支援プログラム」の実施

36    Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2021 Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2021    37

２
０
２
０
年
度
の
主
な
活
動
実
績



基金等による教育研究活動の充実

本学では、新しい道を拓く可能性を有する学生に、安
心して学修・研究に打ち込める環境及び様々な相互交流
を行う機会等を安定的に提供するとともに、本学におけ
る教育・研究及び社会貢献活動の推進に資することを目
的 と し て、2010年4月 よ り「 筑 波 大 学 基 金（TSUKUBA　
FUTURESHIP）」を設置しています。

筑波大学基金には、「一般基金」と「特定基金」とがあり、
「一般基金」は主に学生や児童・生徒の学習・研究活動の経済
面からの支援や、国際交流とグローバル人材育成等の支援を
行っています。
「特定基金」は、本学が行う特定の事業を実施するために

設ける基金で、運動部の選手やチームの育成・強化や附属病
院において良質な医療を提供するための人材育成等に役立て

ています。
なお、「特定基金」のうち、修学支援事業基金は経済的理

由により修学が困難な学生を支援するための事業で、この修
学支援事業基金にご寄附頂いた方は、2016年度の税制改正
により導入された税額控除制度により、「所得控除」と「税額
控除」のどちらか一方の有利な方を選択頂けます。

また、寄附に対する税制上の優遇措置だけでなく、本学
では、ご寄附を頂いた方への感謝の意を込めて、寄附金額に
応じた顕彰等を行わせていただいています。

詳細は筑波大学基金ホームページ（https://futureship.
sec.tsukuba.ac.jp/）でご確認ください。

皆様におかれましては、筑波大学基金の趣旨をご理解いただ
き、何卒、格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

筑波大学基金 （TSUKUBA FUTURESHIP）

（単位：千円）

寄 附 目 的 寄附額 件 数

一般基金 133,250 3,194件

特定基金 308,923 9,823件
新型コロナウイルス流行に伴う

「学生のための緊急支援金」 170,824 5,469件

創基151年筑波大学50周年記念基金 66,883 2,622件

筑波大学スポーツアソシエーション事業 5,116 247件

附属病院支援事業 26,617 56件

柴峰会基金 26,954 1,101件

留学生後援会基金 2,281 263件

修学支援事業基金 9,892 62件

研究者の卵サポート基金 350 2件

現物資産活用基金 6 1件

計 442,174 13,017件

2020年度現金寄附受入実績

創基 151 年 筑波大学 50 周年記念基金

本学は、1872年に我が国で最初の高等教育機関として創
立された師範学校を創基として、東京教育大学に至る歴史を
経て、1973年に「新構想大学」として誕生し、2023年に創
基151年、開学50周年を迎えます。建学の理念の実現に向
けて、「世界トップレベルの研究支援」、「国際交流とグロー
バル人材の育成支援」に関する支援のための「創基151年筑
波大学50周年記念基金」を創設しました。つきましては、
全てのステークホルダーの皆様に記念基金の趣旨をご理解い
ただき、記念基金へのご支援、ご協力を賜りますよう、心か
らお願い申し上げます。

2017年度より、寄附獲得の有力なツールであるクラウド
ファンディングについてREADYFOR株式会社と業務提携を
開始しています。2020年度は４件のプロジェクトを実施し
約3千4百万円の支援をいただきました。特に新型コロナウ
イルス感染症の影響により、経済的に困窮する学生に対し、

「筑波大学全学生へエールを。」と題したプロジェクトを立ち
上げ、学生経済支援パッケージを新設しました。これによ

り、本学教職員からの寄附に加え、クラウドファンディング
により 2千8百万円を獲得し、学生に対する経済的支援等
を行いました。 

今後も本学らしいプロジェクトを積極的に展開し、本学
の諸活動をアピールするとともに、我が国の寄附習慣の形成
につなげてまいります。

クラウドファンディング

研究者の卵サポート基金の設置
寄附受入の推移

（単位：百万円）
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23 将来のイノベーション創出を牽引するであろう若手研究者
や、研究職を目指す学生の能力向上等を支援することを目的
として特定基金「研究者の卵サポート基金」を設置いたしまし
た。同基金にいただいたご寄附は、以下の事業に活用してい
くこととしております。
⃝�公募により採択されたプロジェクト等において、学生又は

不安定な雇用状態にある研究者が自立した研究者として行
う研究活動に要する費用を負担する事業

未来を救い出すために、全学生へエールを。
【筑波大学応援企画】

生徒たちにさまざまな職業体験を！
えがおカフェをオープン

誰もが棒高跳を楽しめるように。
上質で低価格な国産ポールを！

こどものがん、闘病し守られた命。
未来ある若者の健康を守ろう！

⃝�論文の刊行に要する費用、学会等への参加に要する費用そ
の他の費用であって研究活動の成果発表するために必要な
ものを負担する事業

⃝�大学院の学生又は不安定な雇用状態にある研究者の専門分
野に係る研究者としての能力及び資質の向上を主たる目的
として、異分野等の研究者又は実務経験を有するものとの
交流を促進する事業
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SDGsへの取組

地球温暖化への取組

ダイバーシティ実現への取組

研究における取組

ウェブサイト「Driving Sustainable Development」には、学長メッセージ
のほか、SDGsにかかわりの深い教員のメッセージや研究センター及びリサー
チユニットで取り組んでいる研究プロジェクトの紹介記事を掲載しています。

※（　）内は昨年の順位

プロジェクトメンバー :  設楽明寿，山本健太，鈴木一平，百田涼佑，
飯嶋稜，落合陽一

所属： 筑波大学 デジタルネイチャー研究室 / xDiversity
機材提供（透明ディスプレイ）：株式会社ジャパンディスプレイ

人工知能（AI）などを使って、企業や社会に蓄積された膨大
なデータ（ビッグデータ）をマーケティングなどに有効活用し
ようとするデータサイエンスが盛んですが、中でも、人々の
関係性をネットワーク構造として捉え、各個人の行動パター
ンをモデル化して、集団全体その振る舞いを予測する「エージェ
ント・ベース・モデル」という手法を中心に、様々な社会課題に
対して、解決策を見出す、アプローチを研究しています。

この手法を使って、新型コロナウイルス感染症対策の効果
についてもシミュレーションを行っています。経済活動の縮
小や移動の制限などの対策によって、人々がどのような行動
をとり、その結果、感染がどの程度広がるのかなど、感染発
生初期から、感染源といわれる中国の武漢における全患者約
8万人のデータベースを用いて、いくつものシミュレーショ

つくば３Eフォーラムは、つくば市を省エネルギー・低炭
素の科学都市として構築する研究に取り組むことを目的に、
大学、研究機関、自治体が連携して2007年に結成されまし
た。フォーラム内にタスクフォース（TF）を
設置し、そこで提案された技術やシステムを
つくば市等に提言し、実証・具現化すること
でエコシティを実現します。

2020年度は「UAV（ドローン）を用いた農
地や湖沼等における地球温暖化ガス濃度の三
次元測定技術の開発」等、計3件のTFのプロ
ジェクトを実施したほか、次世代エネルギー
システムTFにおいては、産学官から前年度

2021年4月、英国Times Higher Education
（THE）が、大学の社会貢献の取組をSDGs
の観点から可視化するランキングである
THE Impact Rankings 2021の結果を公表
し、本学は総合ランキングにおいて、国内第
１位（世界順位101-200位）にランクインし
ました。

本学は、前回の国内第４位からランクを上
げ、SDGsの達成に向けた本学の取組が着実
に進展していることを示しました。

本 学 のLGBTQに 関 す る 取 組 が、 任 意 団 体work with 
Prideが策定した「PRIDE指標2020」において3回目となる

「GOLD」を受賞しました。特に、パートナーがいる教職員
（地方自治体等によるパートナーとして証明する書類が発行
された教職員）の福利厚生のために、休暇、休業、諸手当及
び旅費に関する規則改正等の対応を行ったことが評価される
など、work with Prideが定めた5つの指標全ての評価を満
たしたため、GOLD受賞へとつながりました。本学は、建学
の理念である「開かれた大学」を掲げ、様々な属性を持った多

ン結果を積極的に発信してきました。本研究結果は、欧米で
は政策決定にも活用されています。

より２機関増の18機関が参画し、「いばらき水素普及促進
シンポジウム2020」を茨城県、いばらき水素利用促進協議
会と共同開催するなど、積極的に活動を行いました。

様な人材の活躍こそがイノベーションの創出の源泉であると
強く認識しており、今後も引き続きLGBTQを含むダイバー
シティ推進に取り組んでいきます。

本学デジタルネイチャー研
究室が、ろう・難聴者が聴者
とより豊かなコミュニケーショ
ンを行うために開発した「See-
Through Captions」がJames 
Dyson Award 2021 にて日本
国内最優秀賞を受賞しました。

See-Through Captions
は、透明ディスプレイ上にリアルタイム音声認識によってテキス
ト化された字幕が表示されるシステムです。

これにより、ろう・難聴者は相手の表情や仕草を見ながら字
幕を読めるようになり、ろう・難聴者と聴者の双方から字幕結
果を確認することができます。設置型と持ち運び型の２タイプが
開発されており、日常生活の場や、ろう・難聴者の就労環境、
ガイドツアーなどの学習体験等多岐にわたって展開可能なシス
テムであり、ろう・難聴者が得られる体験価値を大きく向上さ
せる可能性を秘めたプロジェクトです。

See-Through Captionsを利用し、日本科学未来館でのろ
う・難聴者の方へガイドツアーを提供する実証実験や、つくば
市役所総合案内での来庁者とのコミュニケーションへの有用性
を検証するための試験導入がすでに行われています。
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未対策時の新規感染者・重度/軽度⼊院者数の推移

新規感染者 重度⼊院者 軽度⼊院者 実効再⽣産数R

「See-Through Captions」が
ジェームズダイソンアワード日本国内最優秀賞を受賞

つくば３Eフォーラムの推進

THE Impact Rankings 2021 （総合）において国内第１位を獲得

3回目のGOLD受賞～work with Pride 2020

人工知能（AI）を用いた感染症対策効果シミュレーション

世　界　順　位 国内順位 大学名 スコア【総合】

101 - 200（101 - 200） 1（4） 筑波大学 77.5 - 85.2
101 - 200（101 - 200） 1（4） 広島大学 77.5 - 85.2
101 - 200（76） 1（1） 北海道大学 77.5 - 85.2
101 - 200（101 - 200） 1（4） 京都大学 77.5 - 85.2
101 - 200（201 - 300） 1（9） 岡山大学 77.5 - 85.2
101 - 200（97） 1（3） 東北大学 77.5 - 85.2
101 - 200（77） 1（2） 東京大学 77.5 - 85.2
201 - 300（301 - 400） 8（14） 慶應義塾大学 71.0 - 77.4
201 - 300（201 - 300） 8（9） 名古屋大学 71.0 - 77.4
201 - 300（401 - 600） 8（20） 大阪大学 71.0 - 77.4
201 - 300（101 - 200） 8（4） 立命館大学 71.0 - 77.4
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ガバナンス強化の取組

大学運営の推進

大学経営改革室は、今後の社会変化その他の本学を取り
巻く環境の変化を見据え、10 ～ 20年後にも本学が世界的
な大学間競争に参加しうる大学として存続し、その教育研究
がさらに発展するために、将来の経営基盤強化のための具体
的な方策や大学経営を強化するうえでの必要な要件などにつ
いて提言をまとめることをミッションとしています。このた
め、室員構成でも教職協働体制であることに加え、より具体

的かつ多面的な検討を行うため、企業経営者等の外部有識者
を加えています。

2020年度においては、来たる第４期中期目標・計画期間
からの指定国立大学法人構想に掲げる大学経営推進局（仮称）
の設置に係る検討を行うとともに、第４期中期目標・計画期
間を含めた中長期的なビジョンについて、教職員との意見交
換を行いながら策定作業を進めました。

2020年度は、定量的評価指標に基づく組織評価を着実に
実施しながら、これまで実施してきた組織評価の仕組みの改
善を図るための検討を行いました。具体的には、組織評価に
おける対話における議論を、各組織の次年度の活動計画策定
に速やかに反映できるように対話の時期を変更し、PDCAサ
イクルの更なる改善を行いました。また、この対話時期の変
更に併せて、書面評価を導入するとともに、評価結果に基づ
く各組織の改善方策について、目標値やタイムスケジュール
を求めることとし、第４期中期目標・計画期間における指定
国立大学法人構想として掲げた各種指標の達成に向けて、各
組織が海外ベンチマーク大学を見据えて教育研究力の向上に
資する評価制度への改善を行いました。

大学経営改革室の取組

定量的な評価指標に基づく組織評価システムの改善

経営力強化の取組

本学は、「国立大学経営力戦略」（2015年６月：文部科学省）等を踏まえ、大学の自主財源を多様化し財務基盤の強化を図る
ため、「外部資金獲得戦略」、「収益的事業の展開」及び「人事戦略」の３つの柱からなる収支構造改革を目的とした「第３期中期目
標期間における経営力強化方策」を策定し、実現に向け取り組んでいるところです。2020年度は各戦略において、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けたものの、「学生のための緊急支援金」など必要な支援を着実に行いました。

（1）外部資金獲得戦略

　科研費獲得支援、大型競争的資金の獲得、「つくば産学連
携強化事業」への県からの支援、国際産学連携拠点の設置等
の取組により、外部資金総額として、前年度実績を上回る
136億7千8 百万円を獲得しました。

（2）収益的事業の展開

　クラウドファンディングでは、新型コロナウイルス感染症
の影響により、経済的に困窮する学生に対し経済支援パッ
ケージを新設し、2千8百万円を獲得するなど、計3千4
百万円を獲得しました。また、エクステンションプログラム
については、11講座計2千9百万円を獲得、基金事業につ
いては、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い「学生のた
めの緊急支援金」の募集を行い（5月～ 6月）、寄附額1億3
千8百万円（寄附者数延べ4,107人）となりました。

　学生への支援事業として、地元企業を中心に協力（86社、
2千3百万円相当）を得て、実家からの仕送りやアルバイト
の激減等により困窮する学生へ食料支援を行いました。これ
らの取組により、収益事業の展開による獲得額は前年度実績

（19億9千8百万円）に対し、27億1千4百万円となりまし
た。

（3）人事戦略

　教職員配置見直し等の効果的な取組により、人件費抑制に
努めました。また、若手教員の採用促進や研究力強化を図る
ために53名相当の配置を決定しました。
　事務系職員については、最長３年間に限定して任期付職員
を戦略的に配置する「循環型戦略職員支援制度」を整備し、４
名の配置を決定しました。
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副学長／理　事
学 内 代 表 者

ガバナンス体制

本学では、学長のリーダーシップのもと、内部組織の役割と責任を明確化し、適正な意思決
定プロセスを構築しています。特に、本学独自の制度である大学執行役員や運営会議を置くこ
とにより、さらなるガバナンス強化と迅速な業務遂行に努めています。

本学の役員等 本学の審議機関

学 外 者 　 　 学 内 者

学長選考会議
（学長の選考や学長の
任期等について審議）

役 員 会
（重要事項を審議）

監　事

学外
有識者

学内
代表者

教育研究評議会
（教学面を審議）

経営協議会
（経営面を審議）

運営会議
（重要事項を連絡調整）

監 査

代表者
学長を選考

代表者

ガバナンス体制図

研究費等の不正使用防止体制

本学における研究費等の不正使用防止に対する取組は、ホームページでも公開しています。
https://www.tsukuba.ac.jp/research/compliance-guideline/（2021年9月1日現在）

本学の不正使用防止体制図

最 高 管 理 責 任 者
学 長

教育研究費管理推進委員会
（不正防止計画の策定・推進）

統括管理責任者
副学長

部局責任者
部局長

部局副責任者
副部局長、部局事務部門長

コンプライアンス管理者
副学長

不正告発

研究費等の管理については、学長を最高管理責任者とし
た責任体制を整備し、その役割と責任を明確化しています。

最高管理責任者を補佐し、組織横断的な体制を統括する
統括管理責任者は、教育研究費管理推進委員会を組織し、不
正発生要因の把握、その要因除去のために「筑波大学教育研
究費不正防止計画」を定めています。

この不正防止計画に基づいて、部局責任者は対策を実施
し、実施状況を統括管理責任者に報告しています。また、自
己が管理監督する部局内においてコンプライアンス教育を実
施し、教育研究費の運営及び管理状況のモニタリングや改善
指導を行っています。

また、監査室は、大学全体の視点から、各対策の推進状
況・浸透状況のモニタリングを行い、最高管理責任者及び教
育研究費管理推進委員会への報告を行っています。

会計に関するルールは、業務の実態に合わせた内容に適
時見直しを行い、運用の統一化を図っています。

本学では、会計に関するルールをすべての教職員にとっ
て分かりやすく周知するため、「会計ルールハンドブック」を
作成しているほか、e-Learningによって、適正使用のため
のコンプライアンス教育を行うなど、教職員の知識習得・意
識向上を図っています。

また、不正使用についての告発を学内外から受け付ける
窓口を設置するとともに、告発等の内容を円滑かつ迅速に調
査するために不正使用に係る調査要項を定めるなど、コンプ
ライアンス管理者である副学長の下で、早期のリスク対処を
行い、組織の健全化を図る体制を構築しています。

不正防止計画 適正使用のための環境整備

本学では、研究費等の不正使用防止を目的とした「教育研究費不正防止計画」を定め、不正要
因の除去や適正使用の推進など様々な対策を講じています。また、教職員へのコンプライアン
ス教育の実施などにより意識向上に努め、早期のリスク対処が行えるよう、組織の健全化を図
る体制を構築しています。

⃝ 学長は、学長選考会議において選考され、文部科学大臣に
より任命されます。この学長選考会議は、学内だけではな
く広く社会の意見を反映させるため、経営協議会の学外委
員から選出された者と教育研究評議会から選出された者で
構成されています。
⃝理事（8名）は、学長を補佐して法人の業務を掌理します。
⃝ 副学長（10名（うち7名は理事が兼務））は、学長を助け、

及び学長の命を受け、校務をつかさどります。
⃝ 大学執行役員（14名）は、本学独自の制度で、学長を助け、

及び学長の命を受け、特定の業務を統括します。教員組織
の長である系長（10名）や特定業務を担当する者（4名）が
その任にあたります。
⃝ 監事（2名）は、文部科学大臣により任命され、日常的に法

人の業務の監査を行うとともに、毎年、学長選考会議にお
いて行われる学長の業績評価に連携協力しています。

※ さらに、本学の役員ではありませんが、会計監査人が文部
科学大臣から選任され、本学とは独立した立場で、財務諸
表、事業報告書（会計部分）及び決算報告書についての監査
を行います。

⃝ 役員会は、運営に関する重要事項を審議する機関で、毎月
1回開催しています。学長及び理事（8名）で構成され、監
事、副学長及び大学執行役員も出席しています。

⃝ 経営協議会は、経営に関する重要事項を審議する機関で、
毎年7回開催しています。学長、学長が指名する常勤の理
事（7名）及び学外委員（10名）で構成され、広く社会の意
見を審議に反映させるため、その過半数を学外委員としてい
ます。また、監事、副学長、大学執行役員、事務組織の部
長等が出席し、幅広い意見交換を行える体制としています。

⃝ 教育研究評議会は、教育研究に関する重要事項を審議する
機関で、毎月1回開催しています。学長、理事、副学長、
学群・学術院等の部局の長及び学長が指名する者により構
成（計52名）され、本学の教育研究を担うあらゆる組織の
長が一堂に会する場となっています。

⃝ 運営会議は、本学独自の制度で、業務の処理に関する重要
事項について連絡調整を行う機関です。学長、理事、副学
長、大学執行役員により構成（計29名）され、監事も出席
しています。また、上記の諸会議に付議する案件は、すべ
て運営会議を経ることとし毎週1回開催することで、機動的
な運営を可能としています。教員組織の長である系長が、大
学執行役員としての立場で、本学における意思決定を行う最
初のステップから参画することを特徴としています。

不正防止計画

監 査 室
（モニタリング機能）

大学
執行役員学　　長
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「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（文部科学大臣決定）」を踏まえ、「筑波大学研究公正規則」を制定
し、総括責任者（研究担当副学長）、部局責任者（各部局の長）、研究倫理教育責任者（部局ごとに部局の長が任命）、研究公正委員
会から成る体制を整備しています。

研究倫理教育は、研究者等が自律的に規範を遵守すること
によって研究者自身が責任ある研究活動を行い、以て科学へ
の信頼を確立し、科学の健全な発展に資することを目的とし
て実施しています。

学修方法及び実施時期（本学教職員）
⃝採用時の研究倫理研修の受講
⃝�研究倫理e-Learning（［eL CoRE］又はeAPRIN）の定期

的な履修義務
⃝研究倫理FD研修会の定期的な受講
⃝研究分野の特性を踏まえた研究倫理研修の受講
学修方法及び実施時期（大学院生）
⃝入学時、専門課程進級時等の研究倫理研修の受講

保存を義務付ける対象、保存期間
⃝�資料（文書、数値データ、画像など）の保存期間は当該論文

等の発表後10年間
⃝�試料（実験試料、標本）や装置など「物」の保存期間は当該論

文等の発表後5年間

研究者に研究資料等の保存を義務付けるのは、研究不正の
疑義が生じた場合に研究者が自身の活動の正当性を証明する
ため又は第三者による検証の可能性を担保するためです。

また、研究で生み出された成果及びその元となるデータ等
は公的資産としての性格を有することから、それらを適切に
管理・保存することは研究者及び本学の責務です。

公正な研究活動の推進のための体制の整備

研究倫理教育に関するガイドライン【2017.3.2 学長決定】

研究資料等の保存に関するガイドライン【2017.3.2 学長決定】

公正な研究活動の推進

本学では、「筑波大学研究公正規則」を定め、不正行為を防止するとともに公正な研究活動を
実現するための体制整備を図っています。また、研究倫理教育や研究資料等の保存に関するガ
イドラインを定め、公正な研究活動の保持に努めています。

部局責任者（部局の長）

研究倫理教育責任者

研
究
群
長

研
究
群
長

研
究
群
長

部局責任者（部局の長）

研究倫理教育責任者

学 

類 

長

学
類
・
研
究
群
・

域
レ
ベ
ル

学 

類 

長

学 

類 

長

部局責任者（部局の長）

研究倫理教育責任者

域　
　
長

域　
　
長

域　
　
長

研究公正委員会（研究担当副学長を委員長
として教育担当副学長及び部局長等で構成）

総括責任者（研究担当副学長）

各　部　局

学　長

公正な研究活動の推進のための体制図

情報セキュリティマネジメントシステムの構築

教　育

学生・教職員のe-Learning及びセミナーによる情報セキュリティ教育

○学生・教職員：e-Learning（INFOSS情報倫理）の受講徹底
○学生・教職員：情報セキュリティセミナーの開催
○システム管理者：セキュリティ技術セミナーの開催
○標的型攻撃メール訓練の実施

リスク
マネジメント

情報セキュリティ監査の実施

○�監査室と情報セキュリティリスク管理室の連携により、2016年度から毎年５部局程度を対象として、
情報セキュリティに対する組織的な取組状況、インシデント対応の体制状況等について監査
○前年度実施部局に対してもフォローアップ監査

ネットワーク
システム

セキュリティ

インシデント対応に係る未然防止及び被害最小化や被害拡大防止のための取組

高度サイバー攻撃への備えに向け、
○�基幹ネットワークシステムでのセキュリティ侵害検知・防御の実施
○脆弱性点検ツールによる脆弱性診断の定期実施
○学内から学外への通信の監視

機密情報
管理

キーワードによる情報の機密性格付け定義の拡充及び機密性に応じた
情報の取扱手順の明確化（制度面）

○�職務上取り扱う情報の格付けを行い、格付けに応じた情報の取扱制限や取扱手順を策定し、2018年度
から実施

機密情報
システム

機密情報を格納する専用システム及び利用端末の登録制や暗号化を義務付けた
運用ルールの整備（設備面）

○�学外に機密情報を持ち出すことを防止するため、クラウド型オンラインストレージシステム（UTOS）を
整備し、2018年度から運用
○UTOS利用端末の登録制や暗号化を義務付けたルールの運用

２
０
１
８
年
度
か
ら
強
化

︵
浸
透
に
向
け
た
説
明
会
を
毎
年
開
催
︶

利用端末
の登録制や
暗号化を
義務付け

キーワード
による情報の
機密性格付け
定義の拡充

クラウド型
オンライン
ストレージ
システム

（UTOS）

情報の
取扱手順の
明確化

認証サーバ

暗号化通信

学内ネットワーク

機密情報の
格納、利用

【機密性3、複製禁止】

教育/研究/業務情報 （要機密情報、個人情報）

機 密 性 完 全 性 可 用 性

アクセス制限、
組織的管理、

セキュリティ強化、
安全区域設置

HD暗号化、
セキュリティ

強化、
持出し制限

暗号化、
持出し制限、

媒体管理・整理

格付け/取扱 
制限表示、
ファイル
暗号化

格付け/取扱 
制限表示

機密性認識、格付け、
取扱制限、

機密性等の表示
完全性/可用性認識、

格付け、取扱制限

インターネット

HDの暗号化、
ローカル保存の禁止

本学では、情報セキュリティ教育の義務化、監査を通じたリスクマネジメント、ネットワー
クシステムのセキュリティ強化に取り組んでいます。特に2018年度からは情報の機密性の格
付け、機密情報を格納する専用システムを整備するなど国際的にも通用する情報セキュリティ
マネジメントシステムを構築しています。

当該部局における公正な研究活動を推進するための適切な措置を講ずる

公正な研究活動を推進するために適切な措置を講ずる

当該部局に所属する研究者等に対し、公正な研究活動を推進するための教育を定期的に行う
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監 査 機 能 体 制

本学では、監事による業務監査、監査室による内部監査及び会計監査人による監査の連携を
図り、教育・研究の質の向上や業務の適正性・合理性・効率性・健全性の維持・向上のための
検証に努めています。

監　　事
（業務監査等）学　　長

役 員 等

本部部局
各系・センター等

会計監査人
（財務諸表等の監査）

監 査 室
（内部監査）

監査結果報告

監　査
監査結果報告

連　携

報　告

連
　
携

連
　
携

報
　
告

指
　
示

監
　
査

監
査
結
果
報
告

監査　監査結果報告

監査体制図

監事による監査

１ 監査
職務を適切に遂行するため、公正不偏の態度及び独立の立場を保持するとともに、一方で、役員、教職員及び会計監査人等と

の意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め、法人の業務の適正かつ効率的な運営を図ることを目的として実施
します。また、監査を通じて全学的かつ組織横断的な対話に注力することで、目標や課題等の共有化を促進するとともに、課題
解決に向け必要な助言・提言等を行います。
２ 監査実施事項

⑴ 業務に関する監査
⑵ 決算報告、財務諸表及び余裕金の運用等に関する監査

３ 監査報告
業務に関する監査に関し、意見書を作成し学長等に報告します。
また、決算報告については、監査報告書を作成し文部科学大臣に提出しています。

監査室による監査

１ 監査
業務の遂行状況を適法性、合理性及び効率性の観点から公正かつ客観的な立場で調査・検証し、その結果に基づく情報提供及

び業務改善のための助言、提案、支援等を行います。
２ 監査実施事項

⑴ 会計業務等に関する監査（教育研究費不正防止計画及び教職員の勤務状況に関するモニタリングを含む。）
⑵ 公的研究費に関する監査
⑶ 情報セキュリティに関する監査
⑷ 監事監査との連携

３ 監査報告
監査報告書を作成し、学長に報告します。また、監査における指摘や注意事項等について学内に周知を図り、類似事例の再発

防止等を徹底するとともに、次年度の監査においてフォローアップを実施します。

会計監査人による監査

財務諸表及び決算報告書について、文部科学大臣により選任された会計監査人の監査を受けています。
また、会計監査人は、会計処理の課題等の情報共有のため、学長、監事及び監査室との適時の打ち合わせを実施しています。

財務状況
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資産合計は 383,453 百万円となっています（前年度比 3,307 百万円）　
グローバルゲストハウスの新築及び特別支援学校の改築工事により建物等が増加したため、 増加となりました。

負債合計は 77,119 百万円となっています（前年度比 898 百万円）
借入金やＰＦＩ債務等を計画通りに返済したことにより減少した一方で、 翌年度繰越による運営費交付金債務等が増加したため、

増加となりました。

純資産合計は 306,334 百万円となっています（前年度比 2,409 百万円）
長期借入金返済及び改築工事等による資本剰余金の増加により、 増加となりました。

（単位：百万円）

科　目 2019年度 2020年度 対前年度
増減額

資　産 380,146 383,453 3,307

（主なもの）

土地 245,071 243,263 ▲1,808

建物等 82,466 83,279 813

工具器具備品等 12,505 11,867 ▲638

図書 10,325 10,377 52

建設仮勘定 1,427 921 ▲506

有価証券 3,305 3,600 295

現金及び預金 15,605 19,783 4,178

未収金 7,028 7,967 939

負　債 76,221 77,119 898

主なもの

運営費交付金債務 990 1,243 253

借入金 3,622 3,375 ▲246

リース債務 4,891 3,637 ▲1,254

PFI債務 20,766 19,474 ▲1,292

寄附金債務 5,222 5,681 459

受託研究等債務 1,779 1,988 209

預り金 1,658 1,873 215

資産見返負債 26,277 25,254 ▲1,023

未払金 9,206 12,345 3,139

純資産 303,925 306,334 2,409

主なもの

政府出資金 231,333 230,333 ▲1,000

資本剰余金 67,885 69,666 1,781

前中期目標期間
繰越積立金 2,421 2,421 0

積立金 1,711 2,183 472

当期未処分利益
（損失） 575 1,731 1,156

土地
63.4%

流動負債
（未払金等）

7.0%

固定負債
（PFI債務等）

13.1%

政府出資金
60.1%

資本剰余金
18.2%

その他の純資産 1.6%

建物等
21.7%

流動資産（現金及び預金等）7.4%
その他の固定資産 1.7%

図書 2.7%　　
工具器具備品等  　　　 

3.1%　    　　　　

資　産
合計額

383,453百万円

負債・純資産
合計額

383,453百万円

貸借対照表（Balance Sheet）

　決算日における法人の財政状態を明らかにしています。負
債の部と純資産の部は「資金の調達源泉」を、資産の部は

「調達された資金の運用形態」を示しています。

経常費用は 98,984 百万円となっています（前年度比 763 百万円）
新型コロナウイルス感染症に係る学生及び留学生への緊急経済支援金の支給や教育環境整備等による教育経費の増加、 定年退

職者の増加に伴う人件費の増加により、 増加となりました。

経常収益は 100,660 百万円となっています（前年度比 1,956 百万円）
新型コロナウイルス感染症による影響により学生納付金、 附属病院収益、 受託研究、 雑益等広範囲に渡り減少した一方で、 新型

コロナウイルス感染症対策関係の補助金等収益が増加したため、 増加となりました。

上記の経常損益及び臨時損益等の状況により、当期総利益は 1,731 百万円となっています（前年度比 1,156 百万円）

（単位：百万円）

科　目 2019年度 2020年度 対前年度
増減額

経常費用 98,221 98,984 763

主なもの

教育経費 6,985 7,256 271

研究経費 6,572 6,711 138

教育研究支援経費 2,273 2,113 ▲160

診療経費 22,951 23,252 301

受託研究費 3,413 2,982 ▲431

共同研究費 1,682 1,701 20

受託事業費等 1,093 847 ▲246

人件費 49,869 50,910 1,041

一般管理費 2,880 2,794 ▲87

経常収益 98,704 100,660 1,956

主なもの

運営費交付金収益 35,038 35,259 221

学生納付金収益 10,131 10,006 ▲125

附属病院収益 35,085 34,895 ▲190

受託研究収益 4,111 3,714 ▲397

共同研究収益 1,927 1,982 55

受託事業等収益 1,194 919 ▲275

補助金等収益 2,106 5,102 2,996

寄附金収益 2,685 2,626 ▲60

資産見返負債戻入 2,757 2,614 ▲143

雑益 3,181 2,670 ▲511

臨時損失 106 120 14

臨時利益 85 107 23

積立金取崩 114 69 ▲44

当期総利益（損失） 575 1,731 1,156

経常費用
合計額

 98,984百万円 人件費
51.4%

運営費
交付金収益

35.0%

附属病院収益
34.7%

学生納付金
収益
9.9%

受託研究
等収益
6.6%

補助金等収益 5.1%
雑益 2.7%　

資産見返負債戻入　　
 2.6%　　

寄附金収益 2.6%
　その他の収益 0.8%

診療経費
23.5%

研究経費
6.8%

受託研究費等
5.6%

教育経費
 7.3%

教育研究支援経費 2.1%
一般管理費 2.8%　　

その他の費用 0.5%

経常収益
合計額

100,660百万円

損益計算書（Profit and Loss Statement）

　一会計期間（年度）における法人の運営状況を明らかにし
ています。収益から費用を差し引きした金額を利益として表
示する報告書です。

貸 借 対 照 表 損 益 計 算 書

2020年度決算について
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筑波大学の財務状況

近年の傾向として、収益については附属病院収益が手術
人数増等により増加しており、経常収益全体が増加傾向と
なっています。なお、2020年度においては、新型コロナウ
イルス感染症の影響により附属病院収益は対前年度で減少し
ていますが、補助金の受入増により外部資金が増加していま

す。また、費用について教育研究経費等はほぼ横ばいである
一方、附属病院の診療経費や人件費は、病院機能の高度化に
伴い増加（医薬品等の増、医療従事者の増員等）し、経常費用
全体も増加傾向となっています。

財　務　状　況

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

運営費交付金収益 35,927 35,333 35,478 35,038 35,259

学生納付金収益 9,470 9,681 9,605 10,131 10,006

附属病院収益 30,544 32,475 33,226 35,085 34,895

外部資金 11,707 11,246 12,342 12,023 14,343

寄附金収益 2,053 2,164 2,496 2,685 2,626

受託研究収益 4,911 4,156 4,695 4,111 3,714

共同研究収益 1,194 1,253 1,587 1,927 1,982

受託事業収益 1,406 1,353 1,320 1,194 919

補助金収益 2,143 2,320 2,244 2,106 5,102

その他 6,756 6,421 6,344 6,427 6,157

計 94,404 95,156 96,995 98,704 100,660

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

教育研究経費等 15,666 15,707 15,902 15,830 16,080

教育経費 6,477 6,743 6,833 6,985 7,256

研究経費 6,846 6,771 6,756 6,572 6,711

教育研究支援経費 2,343 2,193 2,313 2,273 2,113

診療経費 19,818 20,689 21,260 22,951 23,252

外部資金 6,642 5,927 6,542 6,188 5,530

受託研究費 4,261 3,568 3,951 3,413 2,982

共同研究費 1,085 1,126 1,391 1,682 1,701

受託事業費 1,296 1,233 1,200 1,093 847

人件費 48,407 48,628 49,226 49,869 50,910

一般管理費 2,471 2,586 2,846 2,880 2,794

その他 738 606 521 503 418

計 93,742 94,143 96,297 98,221 98,984

※ 補助金、寄附金の費用は教育経費や研究経費、人件費等に含まれる。

（単位：百万円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

35,927

9,470

30,544

11,707

6,756 

35,333

9,681

32,475

11,246

6,421 

35,478

9,605

33,226

12,342

6,344 

35,038

10,131

35,085

12,023

6,427 

2016 2017 2018 2019

35,259

10,006

34,895

14,343

6,157

2020

運営費交付金収益 学生納付金収益 附属病院収益
外部資金 その他

（単位：百万円）

（単位：百万円）

教育研究経費等 診療経費 外部資金
人件費 一般管理費 その他

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

15,666

19,818

6,642

48,407

2,471 
738

15,707

20,689

5,927

48,628

2,586 
606

15,902

21,260

6,542

49,226

2,846 
521

15,830

22,951

6,188

49,869

2,880 
503

2016 2017 2018 2019

16,080

23,252

5,530

50,910

2,794
418

2020

経　常　収　益

経　常　費　用

教 育 に関するコスト 【 教 育 関 連 経 費 】

研 究 に関するコスト 【 研 究 関 連 経 費 】

　本学における教育研究活動は、財務諸表に記載されている
教育経費や研究経費のほか、大学全体の教育研究を支援、管
理運営するために使用する教育研究支援経費や一般管理費、
教育研究に従事する教職員の人件費などの一部を充てて実施

しています。
　本学の教育研究に、どの程度の経費を掛けているのかを関
連経費として示しました。

　2020年度の教育関連経費は約186億円（附属病院セグメ
ント及び附属学校セグメントを除く）、学生1人当たりに要
する教育関連経費は、約112万円となっています。
　学生1人当たりの年間授業料は約53万円であり、本学は

年間授業料以上の金額を教育関連経費に投じて、グローバル
に活躍できる人材の育成に取り組んでいることが分かります。
　なお、これらの経費は、運営費交付金や学生納付金などを
中心に様々な財源により賄われています。

　2020年度の研究関連経費は約298億円（附属病院セグメ
ント及び附属学校セグメントを除く）、教員1人当たりの研
究関連経費は約1,578万円となっています。
　本学の研究活動を更に活性化させるため、経営力強化方策
による外部資金獲得戦略（→P.42参照）を実施し、補助金や、

民間企業等からの共同研究、受託研究の受入れなど、大型研
究費の獲得に取り組んでいます。
　なお、これらの経費は、運営費交付金や外部資金などを中
心に様々な財源により賄われています。

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
教育経費（百万円、以下同じ）
教育研究支援経費・一般管理費
人件費
損益外減価償却費
学生１人当たり教育関連経費（千円）

800

900

1,000

1,100

1,200

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

（単位：百万円） （単位：千円）

18,575 18,538 18,640 18,58118,289

5,284 5,503 5,792 5,698
1,595 1,658 1,793 1,718 1,449
9,722 9,671 9,598 9,549 9,854
1,688 1,674 1,645 1,581 1,579
1,098 1,107 1,110 1,128 1,120

5,572

研究経費（百万円、以下同じ）
教育研究支援経費・一般管理費
受託研究費・共同研究費・受託事業費
科研費（直接経費）
人件費
損益外減価償却費
教員１人当たり研究関連経費（千円）

6,353
2,383
4,746
3,316
12,418
2,628
16,760

6,025
2,220
3,802
3,212
12,315
2,669
16,070

6,077
2,395
3,830
3,382
12,299
2,486
16,443

5,910
2,460
3,524
3,248
12,322
2,255
16,003

6,156
2,590
3,325
2,962
12,462
2,280
15,779

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

28,000

32,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

（単位：百万円） （単位：千円）
31,844 30,243 30,469 29,718 29,775

費　用　内　訳

費　用　内　訳

教育・研究に関するコスト及び財源

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

運営費交付金等 14,937 14,903 14,703 14,828 15,450

外部資金 13,838 12,586 13,160 12,538 11,745

寄附金 827 854 983 965 799

受託研究費等 6,061 5,099 5,184 4,923 4,518 

補助金 1,533 1,494 1,371 995 1,142

科研費 3,694 3,587 3,773 3,678 3,404

間接経費 1,723 1,552 1,850 1,976 1,882

施設整備費 1,699 1,458 1,346 1,327 1,574

その他 1,370 1,297 1,261 1,025 1,006

計 31,844 30,243 30,469 29,718 29,775

※運営費交付金等
　 運営費交付金、学生納付金及び雑収入等の自己収入が含まれる。

財　源　内　訳

財　源　内　訳
（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

運営費交付金等 14,864 15,230 15,331 15,230 15,028

外部資金 1,518 1,534 1,320 1,401 1,478

寄附金 356 382 401 466 733

補助金 1,162 1,153 919 935 745

施設整備費 947 957 1,020 1,220 1,255

その他 960 854 867 788 819

計 18,289 18,575 18,538 18,640 18,581

※運営費交付金等
　 運営費交付金、学生納付金及び雑収入等の自己収入が含まれる。
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2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
筑波大学 76.6% 78.1% 78.6% 79.9% 79.9%
重点支援③平均 69.7% 69.6% 69.4% 68.8% 67.4%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

〈算定式〉
純資産÷

（負債＋純資産）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
筑波大学 7.2% 7.4% 7.4% 7.4% 7.6%
重点支援③平均 6.2% 6.2% 6.2% 5.9% 5.9%

5.0%

5.5%

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

〈算定式〉
教育経費÷
業務費

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
筑波大学 7.6% 7.4% 7.3% 6.9% 7.0%
重点支援③平均 10.8% 10.3% 10.2% 9.8% 9.3%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

〈算定式〉
研究経費÷
業務費

本 学 の 傾 向

外来患者、手術人数の増加に加え、効率
的な病床稼働により増加傾向となっていま
す。2020年度は、診療活動を一部抑制（新
型コロナウイルス感染症の影響）したことに
より、減少しています。

（単位：千円）

2020年度
43,618
36,997

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
38,180 40,594 41,532 43,856
34,183 35,170 36,287 37,358

30,000

34,000

38,000

42,000

46,000

筑波大学

重点支援③平均

〈算定式〉
附属病院収益
÷病床数

重 点 支 援 ③ 大 学との比 較

　財務指標とは、大学の財政状態と運営状況を把握・評価す
るためのツールです。
　文部科学省が設けた運営費交付金配分の枠組みの中で、本
学と区分を同じくする各大学（※）が公開する財務データを用

いて、財務指標を比較・分析することで、本学の傾向や強
み・弱み、本学の立ち位置を把握し、経営力強化のための方
策を策定し、実現に向けて取り組んでいます。

本 学 の 傾 向

固定資産取得（建物改修等）により純資産
が増加し、また、附属病院再開発事業に
係るPFI債務の定期的な返済により、上
昇傾向となっています。

自己資本比率　数値が高いほど健全性が高いと言えます。

業務費対教育経費比率　数値が高いほど教育活動で使用される経費が高いと言えます。

業務費対研究経費比率　数値が高いほど研究活動で使用される経費が高いと言えます。

病床当附属病院収益　数値が大きいほど収益性が良いと言えます。

収　益　性

健全性・安定性

発展性・活動性

人 件 費 及 び その 財 源
人件費は、教職員に対する報酬又は給与、法定福利費、

退職金です。
2020年度の人件費は、大学セグメント約358億円、病

院セグメント約151億円、合計約509億円であり、対前年
度比で約10億円の増加となっています。

大学セグメントは、定年退職者の増加によって退職金が
増加しました。また、財源別でみると、社会的ニーズに応え
るためのプロジェクト業務の増加に伴って、外部資金財源に
より雇用される教職員の人件費が増加しています。

病院セグメントは、新型コロナウイルス感染症流行とい
う困難な環境においても、茨城県内の医療を守るための適切
な医療体制を構築したことによって、ほぼ横ばいとなってい
ます。

コロナ禍によって、本学を取り巻く経営環境はこれまで
以上に厳しくなることが予想される中で、人事戦略に基づい
た人件費予算の効果的な活用により、教育・研究・診療の質
の向上についての取組を、引き続き確実に実行していくこと
が重要です。

※ 重点支援③大学…主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実装を推進する取組を中核とする
国立大学（北海道、東北、東京、東海国立大学機構、京都、大阪、九州、千葉、東京農工、東京工業、一橋、金沢、神戸、岡山、広島、筑波）
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他大学との比較にみる本学の特徴

本 学 の 傾 向

大規模な学生宿舎や附属学校（11校）を有
していることから、高い比率となっていま
す。比率はほぼ横ばいで推移していますが、
2020年度は、新型コロナウイルス感染症
への対応として、学生への経済支援等を実
施したことにより上昇しています。

本 学 の 傾 向

重点支援③大学と比較すると、低い比率となって
いることから、補助金や大型外部資金の獲得戦略

（→P42.参照）を進めています。2020年度は、研究
施設に係る耐震改修や新型コロナウイルス感染症への
対応として、大学院生への経済支援（リサーチアシスタ
ント経費）等を実施したことにより上昇しています。

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

運営費交付金等 33,450 33,396 33,208 33,055 34,019

外部資金 1,739 1,680 1,703 1,718 1,764

寄附金 549 540 638 726 729

補助金 1,122 1,100 1,015 937 980

間接経費 67 40 51 55 55

その他 172 85 110 23 0

計 35,361 35,161 35,021 34,795 35,784

人件費比率 62.8% 64.0% 63.5% 63.7% 64.4%

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

運営費交付金等 2,337 2,035 2,044 2,065 1,664

附属病院収入 9,909 10,579 11,182 12,007 12,386

外部資金 763 847 972 1,000 1,076

寄附金 686 759 774 807 837

補助金 68 78 97 85 188

間接経費 10 10 101 108 51

その他 37 7 6 1 0

計 13,046 13,467 14,204 15,073 15,126

人件費比率 38.1% 37.4% 37.6% 37.5% 37.6%

※運営費交付金等
　運営費交付金、学生納付金及び雑収入等の自己収入が含まれる。
※人件費比率 ＝ 人件費 ÷ 業務費

※運営費交付金等
　運営費交付金、学生納付金及び雑収入等の自己収入が含まれる。
※人件費比率 ＝ 人件費 ÷ 業務費
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国立大学法人会計の主な特徴について

国立大学法人は、その公共的な性格から利益の獲得が目
的ではないこと、また独立採算を前提とせず、国から財源措
置があることから、企業会計などには見られない特徴的な会

計処理を行っています。
本学の決算情報と併せて、その特徴をご説明します。

一般的な企業会計と同様に、国立大学法人は実現主義に
よって収益を認識します。ただし、その「実現」の認識基準に
ついては、国立大学法人特有の基準で処理しています。

例えば、運営費交付金は交付された際に、収益ではなく
「負債」に計上します。これは、国立大学法人が業務を実施す
るために必要な対価を受け入れたのみであって、対価の受入
れにより業務実施の義務を負った、という考え方によるもの
です。この考え方は寄附金や受託研究費などを受け入れた際
も同様です。

教育研究などに費用を投じて業務を実施し、対価に対す
る義務を果たすことで、収益が実現したと認識し、順次負債
を収益に振り替えます。

このように、国立大学法人会計における収益は、収入や
売上金額を示すものではなく、業務に要したとされる費用の

収入源を表すものになっています。
この会計処理は、国立大学法人は経営成績ではなく、国

から負託された業務を確実に実施しているという運営状況を
表すべきであり、それを適正に示すため、通常の運営を行っ
た場合に損益が均衡するようにあらかじめ構築された会計基
準によるものです。

国立大学法人が減価償却資産を購入した場合に、取得に
要した金額の全てを取得年度の費用とせず、その資産の償却
期間に応じた期間に分配することは、企業会計と同様です。

減価償却資産を購入した場合、資産の購入財源とする収
益と、当期に計上する費用（減価償却費）に差額が生じること
になりますが、国立大学法人の業務運営状況を適正に示す観
点から、損益が均衡するように、国立大学法人会計特有の

「財源別処理」を行っています。

運営費交付金を財源として減価償却資産を購入した場合
は、負債勘定である運営費交付金等債務は、同じ負債勘定で
ある「資産見返運営費交付金等」に一度振替えます。その後、
減価償却に合わせて資産見返運営費交付金等を取崩し、減価
償却費と同額を資産見返負債戻入として収益化します。

これによって、各年度の費用と収益は同額となり、資産
取得が損益に与える影響を相殺させています。

また、国立大学法人の実施する事業は、最終的な責任を
出資者である国が負うべきものであるため、教育研究などの
必要な業務を確実に実施できるよう、建物などの施設に関す
る整備や更新に必要な財源は、国が措置することとされてい
ます。

そのため、一部の資産の減価償却費については、その資
産による収益獲得が予定されておらず、更新費用を国が措置

すべきであると特定された場合、国立大学法人の運営責任の
範囲外にあるとされ、その減価償却額を国立大学法人の費用
とはしない処理を行います。

具体的には、その資産の減価償却累計額は、費用（減価償
却費）として計上することなく、国立大学法人の実質的な財
産的基礎の減少として、資本剰余金を直接減額し、損益外減
価償却累計額として表示することとされています。

国立大学法人の業務である教育研究は、それぞれが相互
に複雑に関連し合いながら実施されているため、個々の業務
の達成度の把握が困難です。このため、運営費交付金等の収
益化については、業務の達成度に応じて収益に振り替える

「業務達成基準」ではなく、一定の期間の経過を業務の進行と
みなす「期間進行基準」を原則としています。

期間進行基準の場合、通常どおりに業務を実施したとき
は、前述のとおり費用＝収益となり、損益は均衡します（下
の左の図）。一方、業務を効率的に行い、経費の節減を行っ

た場合、未使用額つまりは利益が生じることになります。
この利益（当期未処分利益）は、業務を効率的に行い、経

費の節減が実施できたものであって、国立大学法人の経営努
力により生じた利益であると認められた場合にのみ、次年度
以降の教育研究に使用可能な「目的積立金」として、文部科学
大臣に承認されます（下の右の図）。

承認された目的積立金は、次年度以降に、国立大学法人
の中期計画における使途の範囲で、教育研究の充実のために
使用します。

損　益　均　衡

減　価　償　却

目　的　積　立　金

効率的な業務運営通常どおりの業務運営

費　用 収　益

費　用

経営努力が認められた利益
➡

目的積立金（文部科学大臣承認）
収　益

目的積立金当期未処分
利益▼ ▼経費節減経費節減

期間進行基準

＜資産（3億円の機械、財源：運営費交付金）購入時＞

＜減価償却時＞

資　　産 負　　債

現　金
3億円

機　械
3億円

運営費交付金等債務
3億円

資産見返運営費交付金等
3億円

費　　用 収　　益 損　益

1年目 減価償却費　1億円 資産見返負債戻入　1億円 ±0円

2年目 減価償却費　1億円 資産見返負債戻入　1億円 ±0円

3年目 減価償却費　1億円 資産見返負債戻入　1億円 ±0円

＜財源：施設費で建築した建物の減価償却 【貸借対照表ｎ年度】＞

資　　産 資本剰余金 損益計算書

建物　100億円
　減価償却累計額　△10億円

資本剰余金　100億円
　損益外減価償却累計額　△10億円

損益処理なし
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セグメント別にみる教育研究等の
成果・実績及び財務状況



セ グ メ ン ト 情 報

　本学におけるセグメント情報は、これまで国立大学法人会計基準に倣

い、大学セグメント、共同利用・共同研究拠点、附属学校、附属病院の

区分により、開示してきました。

　今回、ステークホルダーの皆様に、本学の教育研究の成果及びそれを

支える財務基盤について、より深くご理解いただくため、大学セグメン

トとして一括して開示していた情報を、教員組織である各系及び関連す

る教育研究組織（学群・学類、研究科・専攻・学位プログラム）ごとに区

分し、開示することとしました。

　また、63ページからは、これらのセグメントごとの教育研究における

成果・実績と財務情報（活動に要した費用及び実施財源）も合わせて掲載

しています。

　セグメント情報の開示については、今後も色々なご意見を賜り、ス

テークホルダーの皆様により良い情報がお伝えできるよう引き続き検討

を重ねて参ります。

（単位：千円）

区　　　分

大　　　学　　　セ　　　グ　　　メ　　　ン　　　ト 大　学　セ　グ　メ　ン　ト 共 同 利 用 ・ 共 同 研 究 拠 点

附属学校 附属病院 小計 法人共通 合　計人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 
・関連部局

グローバル 
教育院

附属図書館・ 
その他センター

等

学際研究系 つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター生存ダイナミクス
研究センター

計算科学 
研究センター

業務費用  2,825,760  904,162  4,514,126  4,459,443  4,723,703  1,740,769  2,222,963  892,793  6,480,515  1,168,162  641,379  17,094,050  556,661  1,739,618  394,436  432,298  7,449,158  40,744,487  98,984,482  －  98,984,482
　業務費
　　教育経費  647,969  65,801  378,437  520,874  397,201  199,057  171,009  145,463  443,129  134,582  444,896  2,149,239  473  23  －  －  1,235,343  322,610  7,256,105  －  7,256,105
　　研究経費  133,649  46,551  750,268  430,872  615,890  308,941  282,979  86,216  948,542  68,419  360  1,153,036  222,077  971,212  47,754  89,200  5,328  549,278  6,710,570  －  6,710,570
　　診療経費  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  23,252,352  23,252,352  －  23,252,352
　　教育研究支援経費  －  －  646  －  80,176  －  769  98  19,465  －  －  1,968,137  327  －  43,295  －  －  －  2,112,913  －  2,112,913
　　受託研究費  1,709  10,870  426,020  375,470  529,915  14,082  154,710  6,770  367,692  100,274  －  323,491  51,656  141,764  －  13,538  －  464,490  2,982,453  －  2,982,453
　　共同研究費  1,667  4,393  173,934  170,237  221,760  9,827  41,033  10,549  108,030  45,340  －  531,199  65,886  33,773  2,343  3,991  －  277,531  1,701,491  －  1,701,491
　　受託事業費等  5,407  －  9,124  9,969  33,633  12,583  222,997  12,781  116,425  3,519  480  147,163  －  －  －  －  48,848  224,270  847,199  －  847,199
　　人件費  2,025,687  760,223  2,654,017  2,928,830  2,828,594  1,126,611  1,331,888  628,673  4,462,950  798,880  195,262  8,475,750  216,208  586,555  301,044  325,183  6,137,346  15,125,822  50,909,522  －  50,909,522
　一般管理費  9,669  16,218  117,413  21,415  15,507  69,652  17,556  2,070  12,347  16,808  381  2,232,388  －  －  －  －  21,964  240,182  2,793,572  －  2,793,572
　財務費用  －  －  －  1,574  －  －  －  71  241  338  －  54,834  －  5,902  －  377  194  263,747  327,280  －  327,280
　雑損  4  106  4,267  203  1,027  16  21  101  1,694  2  －  58,814  35  390  －  8  135  24,206  91,028  －  91,028
業務収益  3,632,672  1,016,999  5,126,125  5,480,754  5,299,080  2,041,171  2,732,804  1,112,983  6,945,843  1,511,866  701,187  12,195,557  474,460  1,817,471  394,836  435,943  7,455,144  42,253,558 100,628,455 31,194 100,659,648
　運営費交付金収益  1,842,697  715,424  2,589,822  2,716,896  2,516,394  1,083,716  1,177,117  545,258  3,777,530  766,475  151,553  6,406,198  217,416  1,366,681  353,707  403,134  6,557,442  2,071,648  35,259,111  －  35,259,111
　学生納付金収益  1,335,946  257,202  1,183,088  1,751,210  1,303,840  675,676  932,165  415,082  1,190,234  491,181  65,107  145,370  －  －  －  －  260,207  －  10,006,309  －  10,006,309
　附属病院収益  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  34,894,697  34,894,697  －  34,894,697
　受託研究収益  2,084  14,278  544,811  468,496  642,988  16,415  170,714  8,302  457,184  129,061  －  407,853  63,880  183,619  －  17,033  928  586,630  3,714,276  －  3,714,276
　共同研究収益  2,000  5,107  205,206  195,446  261,173  11,279  47,148  11,891  122,024  55,801  －  615,054  77,003  38,298  2,804  4,071  －  328,153  1,982,457  －  1,982,457
　受託事業等収益  5,471  －  9,746  11,109  36,307  13,647  244,203  13,983  117,744  3,591  480  162,414  －  －  －  －  48,848  251,110  918,652  －  918,652
　施設費収益  281,386  －  80,121  10,464  238  167,085  －  －  －  －  －  93,863  －  －  －  －  200,616  7,450  841,224  －  841,224
　補助金等収益  16,550  4,003  35,412  58,916  75,466  8,327  13,673  8,220  87,208  17,794  265,314  1,539,731  4,711  26,338  －  4,434  151,102  2,784,420  5,101,621  －  5,101,621
　寄附金収益  76,312  2,189  74,803  51,589  118,698  5,013  42,724  67,757  647,031  6,247  －  470,098  21,885  174  －  113  108,048  933,037  2,625,717  －  2,625,717
　資産見返負債戻入  19,806  8,839  251,261  103,962  208,487  22,559  63,617  26,778  270,499  23,305  218,718  883,538  65,323  106,184  38,251  6,722  102,853  193,555  2,614,256  －  2,614,256
　財務収益  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  31,194  31,194
　雑益  50,421  9,956  151,853  112,667  135,489  37,452  41,444  15,712  276,390  18,409  15  1,471,439  24,241  96,177  75  437  25,100  202,856  2,670,134  －  2,670,134
業務損益  806,912  112,837  611,999  1,021,311  575,377  300,402  509,842  220,191  465,328  343,703  59,809  △4,898,493  △ 82,201  77,853  401  3,646  5,987  1,509,071  1,643,972  31,194  1,675,166

帰属資産

区　　　分 人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 
・関連部局

グローバル 
教育院

附属図書館・ 
その他センター

等
生存ダイナミクス

研究センター
計算科学 

研究センター
つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター
附属学校 附属病院 法人共通 合　計

土地  －  －  －  －  2,153,611  －  －  －  －  －  － 162,353,672  －  203,631  268,253  2,186,745  68,916,380  7,180,341  － 243,262,633
建物  2,836,719  1,348,611  5,479,366  2,786,385  4,808,372  1,933,430  2,791,250  1,346,309  6,778,794  775,078  841  23,140,193  661,174  462,652  382,014  70,344  5,645,077  17,244,749  －  78,491,358
構築物  86,858  51,638  95,306  17,577  131,116  56,151  38,435  21,734  111,433  1,744  －  2,934,220  6,171  2,241  60,903  2,220  412,273  757,900  －  4,787,919
その他の固定資産  27,133  25,219  1,028,213  313,051  775,116  463,069  201,558  644,363  800,622  94,435  709,671  12,890,658  207,661  1,001,565  64,860  29,300  177,425  5,654,852  3,299,987  28,408,757
流動資産  13,497  3,814  27,114  135,144  24,855  8,202  13,947  8,671  64,362  3,488  2,483  465,818  24  61,303  －  47  146,801  7,428,033  20,094,950  28,502,553

合計  2,964,206  1,429,282  6,630,000  3,252,158  7,893,070  2,460,852  3,045,189  2,021,078  7,755,211  874,744  712,994 201,784,562  875,031  1,731,393  776,028  2,288,655  75,297,955  38,265,874  23,394,937 383,453,219

区　　　分 人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 
・関連部局

グローバル 
教育院

附属図書館・ 
その他センター

等
生存ダイナミクス

研究センター
計算科学 

研究センター
つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター
附属学校 附属病院 法人共通 合　計

目的積立金取崩を財源とする費
用の額  －  1,016  －  －  4,812  －  －  219  3,659  798  －  51,880  －  －  －  －  －  7,034  －  69,417

前中期目標期間繰越積立金取崩
を財源とする費用の額  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 

減価償却費  19,806  17,433  406,855  279,317  337,772  23,424  76,083  29,994  400,444  52,326  218,718  1,768,349  85,910  569,939  38,289  9,199  108,303  2,856,364  －  7,298,525
損益外減価償却相当額  188,925  81,329  435,674  233,006  408,859  135,066  222,134  116,580  579,446  42,474  －  1,543,941  24,787  12,473  16,068  10,454  218,083  119,158  －  4,388,457
損益外減損損失相当額  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  1,200,197  －  －  －  －  －  －  －  1,200,197
損益外利息費用相当額  △ 4,098  －  42  105  229  57  －  8  －  4  －  1,046  －  －  －  －  －  －  －  △ 2,605
損益外除売却差額相当額  △ 753  －  2,406  1,138  0  －  －  －  1,728  －  －  △ 196,496  0  －  △ 90  －  1,268  －  －  △ 190,799
引当外賞与増加見積額  2,532  477  16,343  15,091  3,305  8,798  4,269  144  26,795  △ 368  －  22,094  3,210  2,808  4,010  2,320  33,402  △ 1,137  －  144,091
引当外退職給付増加見積額  40,264  △ 25,720  △ 102,781  △ 61,915  △ 157,801  △ 838  14,823  13,994  △ 93,980  △ 19,958  －  △ 315,224  △ 12,523  △ 19,501  50,223  △ 20,295  △ 94,497  9,513  －  △ 796,216

※各公開セグメントに分類された部局一覧については、P.62 に掲載しています。
※ 法人共通には、業務収益のうち「受取利息」11,942 千円、「有価証券利息」14,750 千円、「為替差益」4,121 千円、「有価証券売却益」381 千円が、帰属資産のうち
「投資有価証券」3,299,987 千円、「現金及び預金」19,783,178 千円、「有価証券」300,145 千円、「未収収益」11,627 千円が計上されています。
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人 文 社 会 系

 ⃝研究成果の国際発信力強化 企業等  

研究成果の国際発信力を強化し、査読付き原著論文等の各
種論文数及び著書数は和文のほか、英文、その他の外国語
においても大きく増加しました。また、国際会議の基調講
演数も対前年度比で134%増加し、論文の総被引用数及び
Top10％論文数についても大きく向上しました。

 ⃝大型外部資金による研究推進 企業等 地域  

重点戦略分野である「持続可能社会の実現」に関連したリ
サーチ・ユニット「政治と不平等」が、2つの科学研究費基盤研
究（A）のもとで拠点形成活動を行い、地方自治体の男女共同参
画に関する全国調査や、政治行動と政治意識に関する調査を
集中的に行うと共に、2021
年2月に『現代日本の比較都
市 ガ バ ナ ン ス・ 市 民 社 会 』

（山本英弘准教授共編、木鐸
社）を上梓しました。

人文社会ビジネス科学学術院・人文社会科学研究科

 ⃝公開講座による社会貢献 学生等 卒業生 地域

これまで実施してきた公開講座「哲学カフェ」と「レキジン・アト
リエ」に加え、「海外グラフィック・ノベルで出会い直す名作文学」
をオンラインで開講し、教育研究成果を広く社会に還元しました。

 ⃝留学生比率の向上 企業等 学生等 卒業生 地域

アジア、アフリカ、南米、欧州等から学生を迎え入れ、博
士前期課程入学者111人のうち留学生は63人（56.8％）、博
士後期課程入学者27人のうち留学生は13人（48.1％）と、国
際性豊かな教育を実施しました。

 ⃝「中央アジア・日本人材育成プロジェクト」の展開
 企業等 学生等

公益財団法人日本財団の助成による「中央アジア・日本人材
育成プロジェクト」は、オンライン連続講演会の実施などによ

り、中央アジア地域のSDGs達成と当該地域社会の課題解決
に貢献できる人材を育成し、2021年3月に第1期フェロー 5
名を送り出しました。

人 文・文 化 学 群

 ⃝大学院進学率の向上、学的交流 学生等 地域

人文学類では、大学院進学率が約20%まで向上しました。
日本語・日本文化学類では、2021年2月6日に第3回シン

ポジウム「地域社会と多文化共生」をオンラインで開催し、「マ
イノリティーの表象と多文化共生時代の教育」のテーマで、学
内外から延べ120名の教員・学生・市民が参加し、ディシプ
リンを超えた学的交流が行われました。

 ⃝ツクバ・グローバル・プラス（ＴＧ＋）の開始 学生等 卒業生

留学生派遣プログラムASIPの後継にあたる、履修証明プロ
グ ラ ム「Tsukuba Global+」を、
全学規模で開始しました。比較
文化学類では、インドネシアの
ガジャマダ大学との教育連携に
着手し、オンラインをツールと
した英語による「比較文化国際演
習I」（１単位）を開講しました。
また、「比較文化国際演習」科目

（オンライン）ならびに「比較文化
国際研修」科目（派遣型・オンラ
イン型）を整備し、学類の国際性
を高めました。

社 会・国 際 学 群

 ⃝志願倍率の向上、多彩な人材の受入れ 学生等 卒業生

社会学類の個別学力検査の志願倍率は他学類に比して極め
て高く、また、英語コースの社会国際学教育プログラムでは、
世界各国から多彩な人材の受入れを進めたことにより、学力
優秀な学生が多く入学しました。

 ⃝英語による開設授業科目の増加 企業等 学生等 卒業生

国際総合学類では、英語による授業科目の開設を積極的に
進め、学類専門科目としてSocial Developmentを英語で
新規開講し、当学類の英語による専門基礎科目・専門科目
は総計で33 科目となりました。これは、学類開設科目の約
40％に当たり、国際人育成のための質の高い教育を実施して
います。

人文社会系・関連部局

業務収益
3,633
百万円

業務費用
2,826
百万円

活動に要した経費 実施財源

各セグメントの区分

大　　　学　　　セ　　　グ　　　メ　　　ン　　　ト

公開 
セグメ
ント

人文社会系・ 
関連部局

ビジネス 
サイエンス系 

関連部局

数理物質
系・ 

関連部局

システム情報系・ 
関連部局

生命
環境系・
関連部局

人間系・ 
関連部局

体育系・ 
関連部局

芸術系・ 
関連部局

医学医療系・ 
関連部局

図書館情報
メディア系・

関連部局

分
類
す
る
部
局
等

系
人文社会系 ビジネス

サイエンス
系

数理物質
系

システム情報系 生命環境
系

人間系 体育系 芸術系 医学医療系 図書館情報
メディア系

学
術
院
（
大
学
院
課
程
）

人文社会ビジ
ネス科学学術
院

（ うち、 人 文
社会科学研究
群）

人文社会
ビ ジ ネ ス
科学学術
院

（うち、ビ
ジ ネス 科
学 研 究
群、 法 曹
専 攻、 国
際 経 営プ
ロ フ ェ ッ
シ ョ ナ ル
専攻）

理工情報
生命学術
院

（うち、
数理物質
科学研究
群）

理工情報生命学術
院

（うち、システム情報
工学研究群（ライフ
イノベーション学位
P 除く））

理 工 情 報
生 命 学 術
院

（うち、 生
命 地 球 科
学 研 究 群

（ライフイ
ノベーショ
ン 学 位 P
除く）、 国
際 連 携 持
続 環 境 科
学専攻）

人間総合科学学術院
（人間総合科学研究
群（うち、教育学学
位 P、心理学学位 P、
障害科学学位 P、カ
ウンセリング学位 P、
カウンセリング科学
学位 P、リハビリテー
ション学位 P））

人間総合科学学
術院

（人間総合科学
研 究 群（うち、
スポーツ医学学
位 P、体育学学
位 P、スポーツ・
オリンピック学
学位 P、体育科
学学位P、スポー
ツウエルネス学
位 P、コーチン
グ 学 学 位 P）、
スポーツ国際開
発学共同専攻、
大学体育スポー
ツ高度化共同専
攻）

人 間 総 合 科
学学術院

（人間総合科
学研究群（う
ち、 芸 術 学
学 位 P、 世
界 遺 産 学 学
位 P、デザイ
ン学学位 P））

人間総合科学
学 術 院（ 人 間
総合科学研究
群（ う ち、 フ
ロンティア医科
学 学 位 P、 公
衆衛生学学位
P、ヒューマン・
ケア科 学 学 位
P、パブリック
ヘルス学位 P、
ニューロサイエ
ンス学位 P、看
護科学学位 P、
医 学 学 位 P）、
国際連携食料
健康科学専攻）

人間総合科学
学術院

（人間総合科
学研究群（う
ち、情報学学
位 P））

大
学
院
研
究
科
（
専
攻
）
※
旧
課
程

人文社会科学
研究科

ビジネス
科学研究
科

数理物質
科学研究
科

システム情報工学研
究科

生命環境
科学研究
科

人 間 総 合 科
学研究科

（うち、教育
学 専 攻、 教
育 基 礎 学 専
攻、 学 校 教
育 学 専 攻、
心 理 専 攻、
心理学専攻、
障 害 科 学 専
攻、 生 涯 発
達 専 攻、 生
涯 発 達 科 学
専攻）

教育
研究
科

人間総合科学研
究科

（うち、スポーツ
健康システム・
マネジメント専
攻、スポーツ医
学専攻、体育学
専 攻、 体 育 科
学専攻、コーチ
ング学専攻、ス
ポーツ国際開発
学共同専攻、大
学体育スポーツ
高 度 化 共 同 専
攻）

人 間 総 合 科
学研究科

（うち、芸術
専 攻、 世 界
遺 産 専 攻、
世 界 文 化 遺
産学専攻）

人間総合科学
研究科

（うち、フロン
ティア 医 科 学
専攻、ヒューマ
ン・ ケア 科 学
専 攻、 感 性 認
知脳科学専攻、
生命システム医
学 専 攻、 疾 患
制御医学専攻、
看護科学専攻、
国際連携食料
健康科学専攻）

図書館情報
メディア研究
科

学
群
（
学
類
）

人文・
文化
学群

社会・
国際
学群

理工学群
（ うち 数
学類、物
理 学 類、
化 学 類、
応用理工
学類）

理工学群
（ うち 工
学システ
ム 学 類、
社会工学
類）

情報学群
（ うち 情
報 科 学
類）

生命環境
学群

人間学群 体育専門学群 芸術専門学
群

医学群 情報学群
（うち、 情 報
メディア創成
学類、知識情
報・図書館学
類）

大　学　セ　グ　メ　ン　ト 共同利用・共同研究拠点

公開 
セグメ
ント

総合学域群 グローバル
教育院

附属図書館・
その他

センター等

学際研究系
つくば機能植物
イノベーション
研究センター

アイソトープ
環境動態

研究センター
附属学校 附属

病院生存
ダイナミクス
研究センター

計算科学
研究センター

分
類
す
る
部
局
等

ライフイノベーション学位 P（シ
ステム情報工学研究群、生命
地球科学研究群、人間総合科
学研究群）、ヒューマンバイオロ
ジー学位 P、ヒューマニクス学
位 P、地球規模課題学位 P

小学校
中学校
駒場中学校
高等学校
駒場高等学校
坂戸高等学校
視覚特別支援学校
聴覚特別支援学校
大塚特別支援学校
桐が丘特別支援学校
久里浜特別支援学校

セグメント別の成果・実績及び財務状況

※「学位 P」… 学位プログラムを指す

〈特にお伝えしたいステークホルダー〉
企業、独立行政法人及び民間研究機関等 
本学志願者、在学生、保護者
卒業生、修了生
地方公共団体、地域住民等

 企業等 
 学生等 
 卒業生 
 地　域 

■人件費 2,026百万円（71.7%）
■教育経費 648百万円（22.9%）
■研究経費 134百万円 （4.7%）
■一般管理費 10百万円
■受託研究費等 9百万円

　 　
　 　 　

■運営費交付金 1,843百万円（50.7%）
■学生納付金 1,336百万円（36.8%）
■施設費 281百万円 （7.7%）
■寄附金 76百万円
■補助金等 17百万円
■受託研究等 10百万円
■その他 70百万円 　
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ビジネスサイエンス系

 ⃝外部資金獲得による財源の多様化 企業等 学生等 卒業生

2017 ～ 2019年 度 に か け て0件 で あ っ た 受 託 研 究 は、
2020年度は3件獲得しました。また、受託・共同研究収益
を近年の最高値である2017年度の1千2百77万6千円から
2020年度は1千9百38万5千円へと大幅に伸ばしました。
更に教員一人当たりの外部資金金額も、2017年度（1百33万
7千円）以降継続して増加傾向にあり、2020年度は1百83万
2千円と獲得金額を伸ばしています。

また、新たな切り口での産学連携、民間からの資金獲得の
ため、系内の経営学分野、法律学分野を横断した若手研究者
チーム編成による「不正会計検知AIモデルの実用化」に関する
先進テーマ研究に加えて、本学社会人大学院に在籍する実務
家とのコラボ、部局URAのサポートで、トヨタ財団2020年
度特定課題「先端技術と共創する新たな人間社会」の研究助成
に申請しました。その結果、非常に高い評価と期待を受けて
採択され、新たな民間資金獲得に繋がりました。

 ⃝学際融合的な研究の推進 企業等 学生等 卒業生

プレ戦略イニシアティブ拠点形成へ向けた活動の一環として、
シンガポール国立大学（NUS）と「Sustainable Management 
and Data Science」に関する国際ワークショップをオンライ
ンで開催しました。戦略的なダイレクトアプローチ、広報活
動を通じ、国内外のトップビジネススクールから150名以上
の参加者があり、世界トップレベルのNUS教員との活発な議
論などにより、研究活動の世界でのプレゼンスアップに大き
く貢献しました。

人文社会ビジネス科学学術院・ビジネス科学研究科

 ⃝教育プログラムの充実による高水準な志願倍率
 企業等 学生等 卒業生 地域

社会や企業の多様なニーズに応える人材育成の実現という
本学全体の教育改革の下、新たに設定された３つの学位（研究
学位、専門学位、専門職学位）を授与する唯一の学術院とし

て、学位系統に応じた特徴的な教育プログラムを提供してい
ます。2020年度はコロナ禍にもかかわらず、志願倍率は、ビ
ジネス科学研究群の博士前期2.4倍（研究学位、専門学位）、同
博士後期2.2倍（研究学位）、法曹専攻3.4倍（専門職学位）、国
際経営プロフェッショナル専攻2.6倍（専門職学位）となりました。

 ⃝早期修了プログラムによる博士学位の授与
 企業等 学生等 卒業生

学術院再編後に標準修業年限を迎えた修了者はいませんが、
博士（経営学）学位プログラム（入学者15名）では有職社会人学
生や社会ニーズを踏まえた早期修了プログラムの充実を図り、
2020年度は2名の学生が博士（経営学）を1年で取得しました。

 ⃝司法試験合格率および論文生産性の向上
 企業等 学生等 卒業生

法曹専攻では、入学前から修了後まで一貫した教育プログ
ラムを開発してきており、その成果が前々年度に続き、司法
試験合格者数（15名）・合格率（26.8%）の向上（合格者数･合格
率、全国18位･16位など）につながりました。また、学生へ
の研究支援強化により論文生産性が17.8%となり、前年度と
同様に2018年度との比較で1.7倍を維持しました。

 ⃝学生受賞および海外提携授業科目開設 企業等 学生等 卒業生

経営システム科学専攻では、日本ベンチャー学会、経営情
報学会、日本マーケティング学会、日本観光学会などから計
８件の学生受賞を受け、数理・データサイエンス・AI領域で
の教育が成果を出しました。また、国際経営プロフェッショ
ナル専攻では、新型コロナウイルス感染症の影響で学生の海
外渡航が制限されるなか、外部講師による英語でのオンライ
ンセミナーや海外提携ビジネススクールと共同で双方の学生
が受講できる授業科目を開設しました。

 ⃝ 社会人向け「経営学のためのデータサイエンス」  
エクステンションプログラム 企業等 卒業生 地域

経営システム科学専攻では、
企業などに所属する社会人向け
の「経営学のためのデータサイエ
ンス」エクステンションプログラ
ムを開催し、80名を超える受講
者となりました。

ビジネスサイエンス系・関連部局

数 理 物 質 系

 ⃝理学・工学研究の展開と融合研究の探究 企業等 学生等

理学（数学・物理学・化学）と物質に関わる工学（物理工学、
物質工学）の分野をカバーし、基礎的科学の深化と工学の発
展、またこれらの融合的研究に取り組んでいます。これらの
成果である、査読付き学術論文は568件で、新型コロナウ
イルス感染症の甚大な影響により、前年度比87％（568件
/654件）と減少したものの、Scopus（専門家が作成した抄録
と引用のデータベース）による全対象「論文の質」をグローバル
レベルで相対的に測る指標WCIの平均は、1.41であり、前年
比水準（1.43）と同等レベルを維持しつつ、世界的平均水準と
される1.00を大きく上回りました。

 ⃝多数の学術賞受賞 企業等 学生等

各研究分野における主要な賞である文部科学大臣表彰　科
学技術賞（青嶋誠教授）、日本磁気学会　学会賞（太田憲雄シニ
アプロフェッサー）、日本化学会　進歩賞（中村貴志助教）など
の受賞は、高いレベルの研究活動・成果を示しています。ま
た、研究成果の積極的な広報活動を示すプレスリリースの件
数は32件で、前年度比188%（32件/17件）でほぼ倍増しま
した。

理工情報生命学術院・数理物質科学研究科

 ⃝大学院生のキャリアパス支援 企業等 学生等 卒業生

コロナ禍によりオンラインでの開催となりましたが、対象
を研究群全体に拡張し、「大学院生と企業の交流会」を実施し
ました。学生21名、企業側26社50名の参加があり盛況でし
た。オンラインでも有意義な施策になり得ることが明らかに
なりました。

 ⃝協働大学院方式による学位プログラムの開設 学生等

全学大学院の学位プログラム化に併せて、協働大学院方式
による国際マテリアルズイノベーション学位プログラムを開
設し、管理運営の母体となる研究教育コンソーシアムの第１
回総会を開催しました。

 ⃝大学院国際化の推進 企業等 学生等

コロナ禍にありながら、グルノーブル・アルプス大学（UGA）
とのダブルディグリープログラムの活動は継続し、博士前期
課程で派遣学生が1名、受入学生が6名修了しました。また、
UGAと本学との間で仏国公的研究機関CNRSの国際共同研究
室（IRL）開設プロジェクトが採択され、更なる活性化の枠組が
構築されました。

 ⃝企業・社会連携の強化 企業等 学生等 地域

トヨタ自動車・デンソー、富士電機との寄附講座において、
材料からデバイス、システムまでを一貫した他にない教育研
究体制が効果的に機能し、多数の修了生を輩出するとともに、
著名な賞を受賞し当寄附講座の価値を内外に強く印象づけま
した。

理 工 学 群

 ⃝研究の魅力を原動力とする教育と高い大学院進学率 学生等

研究者体験プログラム、海外派遣支援、各種インターン
シップ、少人数のゼミ指導などを用意し、研究の魅力を原動
力とする教育の体制を設けています。また、学習方法に課題
を抱える学生のために「つまずき相談寺子屋」をコロナ禍でも
遠隔開催し、学生が教員に直接相談できる仕組みを作ってい
ます。これらの取組により、大学院進学率が８割と高い数値
に上りました。

 ⃝学類生と教員の距離を近づける学習支援 学生等

クラス担任制度を活用し、コロナ禍での遠隔クラス連絡会
など教員と学生の密な連絡体制を構築しました。また、高校
との違いに戸惑っている学類生に「つまずき相談寺子屋」「数
学手習い塾」を春・秋にそれぞれ開設しました。その他、物理
学類では夏季休業期間前に大学院生によるチューター制度を
試み、化学類では、卒業生の体験談を聞いて自らの進路につ
いて考える進路説明会を設けるなど、各学類でキャリア支援
に関する取組を行いました。

数理物質系・関連部局　　

■運営費交付金 715百万円（70.3%）
■学生納付金 257百万円（25.3%）
■受託研究等 19百万円 （1.9%）
■補助金等 4百万円
■寄附金 2百万円
■その他 19百万円

　 　

業務費用
4,514
百万円

活動に要した経費

業務費用
904

百万円

活動に要した経費

業務収益
5,126
百万円

実施財源

業務収益
1,017
百万円

実施財源
■運営費交付金 2,590百万円（50.5%）
■学生納付金 1,183百万円（23.1%）
■受託研究等 760百万円（14.8%）
■施設費 80百万円
■寄附金　 75百万円
■補助金等 35百万円
■その他 403百万円 　

趣 旨

開催日程

受 講 対 象 者

受 講 人 数

受 講 費 用

開催方法︓リアルタイム配信（ZOOM 使用）

修了証発行︓4 日間で 3 分の 2 以上のプログラムに参加した受講者には、筑波大学発行の受講修了証が授与されます

お申し込み
締切

2021.
 2.7 日

先着　　　　名100

データを活用した経営学上の課題の分析に関心があるビジネスパーソン

先着 100 名まで（最低開講人数 20 名）
15,000 円（税込）

筑波大学エクステンションプログラム

経営学のための
データサイエンス

まで

専門家に
よる

知識学習

開催日︓2021年2月24日（水）～2021年3月17日（水）全 4日間

受講
受付中

近年は経営学においてもデータを収集・分析し、計量的な議論にもと

筑波大学大学院経営学
学位プログラムは、平
日夜間・土曜開講の社
会人大学院です。本講
座にも同学位プログラ
ムでの教育内容が活か
されています。

づいて意思決定を行う事の重要性が高まっています。この講座では経営学で利
用される代表的な統計手法について解説するとともに、マーケティングと経営
戦略の２分野を取り上げて応用例を紹介します。
データを活用したビジネス課題の分析に関心がある方にとっては、様々な分析
手法や分析例を学ぶ良い機会です。また、筑波大学大学院経営学学位プログラ
ムへ入学を検討されている方も理解を深める良いチャンスです。

経営学における
統計モデルの基礎

経営データ分析のための
一歩進んだ方法論

マーケティングにおける
データ解析の実際

経営戦略研究で用いる
統計分析

18︓00 ～ 20︓30

18︓00 ～ 20︓30

18︓00 ～ 20︓30

18︓00 ～ 20︓30

牧本 直樹

尾𥔎𥔎 𥔎𥔎

佐藤 忠彦

立本 博文

（ビジネスサイエンス系教授）

日 時 内 容 担当教員

2月24日（水）

3月3日（水）

3月10日（水）

3月17日（水）

（ビジネスサイエンス系教授）

（ビジネスサイエンス系教授）

（ビジネスサイエンス系准教授）

・令和元年度お申込みの方は１万円（税込）受付番号が必要になります。

お申し込み
お問い合せ

筑波大学エクステンションプログラム　[ 経営学のためのデータサイエンス ]

Tel:029-859-1648
http://extension.sec.tsukuba.ac.jp

〒305-8550 茨城県つくば市春日 1-2　
高細精医療イノベーション棟 1F

お申し込みは HP にて

（受付時間︓月～金9︓30～17︓00）

お待たせしました！オンライン開催します！オンライン開催します！

■人件費 2,654百万円（58.8%）
■研究経費 750百万円（16.6%）
■受託研究費等 609百万円（13.5%）
■教育経費 378百万円 （8.4%）
■一般管理費 117百万円
■教育研究支援経費 1百万円 　
■その他 4百万円 　

■人件費 760百万円（84.1%）
■教育経費 66百万円 （7.3%）
■研究経費 47百万円 （5.2%）
■一般管理費 16百万円
■受託研究費等 15百万円

　 　
　 　 　

64    Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2021 Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2021    65

セ
グ
メ
ン
ト
情
報



システム情報系・関連部局

シ ス テ ム 情 報 系

 ⃝トップジャーナルへの投稿支援 企業等 学生等 卒業生 地域

トップジャーナルへの論文投稿について、英文校閲費や論
文投稿費、オープンアクセス費等を支援することで、よりイ
ンパクトの大きいジャーナルへの投稿を促すべく「Topジャー
ナル投稿支援」を行いました。2019年度の国際共著論文（英文）
の件数は88件で、前年度比で48%伸びました。

 ⃝大型外部資金の獲得増に向けた取組
 企業等 学生等 卒業生 地域

大型の共同研究や受託研究（18件）を受け入れ、総額で約6
億3千万円を獲得しました。更なる大型外部資金の獲得に向
けて、「科研費パワーアップ支援」を実施したほか、予算の重
点配分や系リサーチ・グループ制度の活用、 科研費申請アド
バイザー制度、申請書作成支援講演会およびワークショップ
などの獲得増加につながる支援方策を幅広く実施しました。

理工情報生命学術院・システム情報工学研究科

 ⃝入学定員の充足とリカレント教育の充実 学生等 卒業生 地域

全ての学位プログラムにおいて入学定員充足率100％を達
成しました。また、社会人学生も多数入学しており、リカレ
ント教育の充実にもつながっています。

 ⃝達成度評価システムと多彩な大学院教育 学生等 卒業生 地域

研究群全体で導入した「達成度評価システム」により、学生
の学修成果を定期的に把握することができ、きめ細かい学修
指導が可能となりました。また、原子力規制人材育成事業や
協働大学院方式による教育など、研究機関や企業とのタイ
アップによる多彩な教育課程を実施しました。

 ⃝国際的で多彩な大学院教育 学生等 卒業生 地域

留学生が多数在籍しており、留学生比率は研究群と併せて
25.1%に上ります。また、連携大学院方式、協働大学院方式
等の教育課程を導入し、国際的で多彩な大学院教育を実現さ
せています。

 ⃝独自の学生支援制度の実施 学生等 地域

グローバル人材育成の１つとして、学生の国際会議に係る参加
費や旅費の独自支援を実施しました。また、後期課程学生を対
象に、将来を担う研究者へのキャリアアップを図ることを目的とし
た独自の「若手研究者育成プログラム」を実施しました。

理 工 学 群

 ⃝教育プログラムの見える化を推進 学生等

社会工学類では、入試改革に対応したホームページを整備
し、「教育プログラムの見える化」を推進しました。本学類の
教育は大学説明会でも多くの受験生の関心を集めており、高
水準の志願倍率を維持しています。

 ⃝英語プログラムとの融合 学生等

工学システム学類では、同学群内の総合理工学位プログラ
ム（英語プログラム）開設科目についても卒業に必要な専門選
択科目に含めることにより、学類教育の英語化を進めました。

情 報 学 群

 ⃝グローバルかつ高度に活躍できる人材育成 学生等 地域

1年次から4年次までの切れ目のない英語教育に加え、学生
有志10名を対象に計15時間に渡るTOEIC対策講座を実施し
ました。留学生が在学生の約4%にまで増え、大学院進学者は
74%と高い水準を維持しました。

 ⃝プログラミングコンテストへの出場 学生等 卒業生 地域

国際大学対抗プログラミングコンテスト2020の国内予選
を勝ち抜いたチームが集うアジア地区横浜大会にて、本学群
所属の学生チームが7位となりました。

 ⃝ICT教育への貢献 地域

つくば市総合教育研究所が主
催する「インデペンデンス・サー
バー・デイ」（第5回）に情報科学
類として後援し、同学類の学生が
イベントの運営に貢献しました。

生 命 環 境 系

 ⃝外部資金獲得増に向けた取組 企業等

部局URAを活用し、各種研究支援事業・助成金等の情報収
集、教員の資金獲得・共同研究につながる活動のサポートな
どを幅広く実施しています。2020年度においても受託研究の
受入件数および金額は高い水準を維持しており（2020年度：
55件、約７億円）、これらの事業をともに推進する企業等と
の連携も増え、共同研究の件数および金額は2018年度から
継続して増加しています（2020年度：85件、約３億円）。

 ⃝大型研究プロジェクトの展開 企業等 地域

生命環境系の教員がプログラムマネージャーを務めるムーン
ショット型農林水産研究開発事業の研究開発プロジェクト２件

（「サイバーフィジカルシステムを利用した作物強靭化による食料
リスクゼロの実現」「フードロス削減とQoL向上を同時に実現す
る革新的な食ソリューションの開発」）が採択されました（2件総額　
2020年度：約7千5百万円、2021年度：約8億5千万円（予
定））。地球規模でムリ・ムダのない持続的な食料供給産業を創
出できるよう、研究の一端を担ってまいります。

理工情報生命学術院・生命環境科学研究科

 ⃝グローバル人材の育成に資する学修環境の整備 学生等

生命環境科学研究群は比較的留学生比率が高く（2020年
10月現在約24％）、英語による授業のみで学位取得可能な英
語プログラムの他、海外協定校とのダブル・ディグリー・プ
ログラムならびに国際ジョイント・ディグリー・プログラム

（JDP）を実施し、コロナ禍の状況下においても、引き続きグ
ローバル人材の育成に資する環境を整備しました。

 ⃝多様な学びのニーズへの対応 学生等 卒業生 地域

環境科学学位プログラムでは、「エクステンションプログラ

ム／土砂災害対策の最前線2021」を開講し、54人の社会人が
修了しました。当プログラムは一般社団法人 建設コンサルタ
ンツ協会の単位認定を受けており、技術士の継続教育の講習
の一環として位置付けられるなど、大変高い評価を受けています。

 ⃝グローバル人材の育成に資する学修環境の整備 学生等

グローバル人材の育成を目標として、各専攻で英語プログ
ラム、海外協定校（国立台湾大学、ボルドー大学、中国地質大
学）とのダブル・ディグリー・プログラム（DDP）を推進してき
ました。本年度はコロナ禍の影響を強く受け、海外渡航が自
由にできない状況になりましたが、オンラインを活用した現
地との中継やリモート講義などの整備を行い、留学生、DDP
学生、JDP学生（修了生の39.1％）を修了させることができました。

 ⃝国際共同学位プログラムの展開 学生等

国際連携持続環境科学専攻では、2017年度から開始したマ
レーシア日本国際工科院−マレーシア工科大学（MJIIT-UTM）
とのジョイント・ディグリー・プログラム（JDP）を推進して
います。環境問題が実際に生じているフィールドに本学の研
究教育資源を適用し実践的教育を行うことができ、2020年8
月にも修了生（第2期生）を輩出しました。

生 命 環 境 学 群

 ⃝グローバル化に向けた先導的な取組 学生等

生命環境学際プログラム（留学生対象）を学類横断型学際プ
ログラムとして開設し、各学類の中に生命環境学際主専攻
コースとして置き、留学生と日本人学生の間の授業等の相互
乗り入れを行っており、グローバル人材の育成とともに、日
本人学生と留学生との異文化交流も進めています。本学のグ
ローバル化の推進（牽引）役として、2020年度においては、コ
ロナ禍の状況下にあって留学生比率は9.0％（9学群中1位）と
なっています。

 ⃝ グローバル人材の育成に資する学修環境の整備  
～学類での取組例 学生等

生物学類では、外国人留学生と日本人学生の協働した学び
を促す目的で、英語による幅広い分野の専門科目の受講をコアに
位置付けたGlobal Biology in English （GloBE）コースを新設し
ました。また、同コースの新設を受け、生命環境学群の他学類の
主に英語による授業の中から、生物学類生が履修しても学位（学
士（理学））を授与するのに相応しい科目を検討し、特に学類長が
指定する科目として、卒業要件の専門科目として位置付けられる
ように整備しました。

生命環境系・関連部局　　　　

業務費用
4,724
百万円

活動に要した経費

業務費用
4,459
百万円

活動に要した経費

業務収益
5,299
百万円

実施財源

業務収益
5,481
百万円

実施財源
■運営費交付金 2,717百万円（49.6%）
■学生納付金 1,751百万円（31.9%）
■受託研究等 675百万円（12.3%）
■補助金等 59百万円
■寄附金　 52百万円
■施設費 10百万円
■その他 217百万円 　

■運営費交付金 2,516百万円（47.5%）
■学生納付金 1,304百万円（24.6%）
■受託研究等 940百万円（17.7%）
■寄附金　 119百万円
■補助金等 75百万円
■その他 344百万円

　

■人件費 2,829百万円（59.9%）
■受託研究費等 785百万円（16.6%）
■研究経費 616百万円（13.0%）
■教育経費 397百万円 （8.4%）
■教育研究支援経費 80百万円
■一般管理費 16百万円 　
■その他 1百万円 　

■人件費 2,929百万円（65.7%）
■受託研究費等 556百万円（12.5%）
■教育経費 521百万円（11.7%）
■研究経費 431百万円 （9.7%）
■一般管理費 21百万円
■その他 2百万円 　
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人 間 系

 ⃝英語論文掲載数と被引用数の増加 企業等

英語論文掲載数は2019年度から2020年度にかけて伸び率
は14％（10本）増加しました。また被引用数は23から416
へと大幅に増加しました。

 ⃝コロナ禍でのオンラインによる研究交流・広報活動
 学生等 卒業生 地域

オハイオ州立大学と学問分野をこえた
国際研究交流をオンラインで開催するとと
もに、国内向けにも人間系主導でのエク
ステンションプログラム（インクルーシブ・
リーダーズカレッジ）をオンラインで開講し
ました。さらには、毎月の人間系コロキア
ムをオンラインで開催し、ライブだけでな
くオンデマンドでも配信し、教員の研究活
動を、幅広く発信しました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 ⃝入学定員充足率および論文生産性 企業等 学生等

入学定員充足率は、障害科学学位プログラム（後期）は
120％、心理学学位プログラム（前期）は106.3％でした。ま
た、リハビリテーション科学学位プログラムの論文生産性は、
前期課程31.3%、後期課程200%でした。

 ⃝ オンライン国際学生カンファレンスの開催 学生等 卒業生

教育学学位プログラムではオンライン国際学生カンファレ
ンスを実施し、本学及び海外協定校７校から大学院生173名
の参加の下、研究発表やグループディスカッションを行いました。

 ⃝学位授与率および就職率 学生等 卒業生

生涯発達専攻の学位授与率は82.1%、生涯発達科学専攻は
100%であり高い水準を維持しています。また、学校教育学
専攻（後期）および心理学専攻（後期）の修了生、障害科学専攻

（博士後期課程）の日本人修了生の就職率は100％でした。

 ⃝ カリキュラムの整備 学生等

心理専攻・心理学専攻・心理学学位プログラム共通に「心理
基礎科学英語」及び英国人心理学研究者による「心理学英語論
文の書き方」の講座を開講し、英語での学会活動・学術雑誌投
稿を促進しました。

教 育 研 究 科

 ⃝ 外国人教員研修留学生プログラム世界45 ヵ国  
教育ネットワークの構築 学生等 卒業生

教育研究科が受け入れてきた外国
人教員研修プログラム修了生の勤務
先等のデータを収集して電子名簿を
作成し、国際交流に活用可能な世界
45カ国347名のデータベースが完成
しました。また、このデータベースを
活かし、韓国、フィリピン、ペルーで
勤務する修了生の参加の下、2021
年2月にオンライン国際教育シンポジ
ウム「世界の教師はCovid-19にどう
立ち向かっているか」を実施しました。

 ⃝ 教育研究科修了生を講師とする  
「キャリアアップセミナー」の開催 学生等 卒業生 地域

国際バカロレア（IB）校、本学附属中学校、教育委員会、国
立大学等の教育・行政・研究の第一線の現場で活躍する教育
研究科修了生を講師として招き、「オンラインキャリアアップセ
ミナー」を2021年2月に開催し、学類生、教育研究科大学院
生、教育学学位プログラム大学院生の参加を得て、教育現場で
のキャリアアップに資する講演と質疑、意見交換を行いました。

人 間 学 群

 ⃝人間学群教育の海外に向けた発信力の強化 学生等 卒業生

人間学群の教育内容に関する動画（通常版18分・概要版 3
分）を制作し、人間学群HPに公開しました。また、国際交流の
一環として授業（2科目）を利用したオンライン交流を行いました。

 ⃝学群生の学修と進路に関する調査 学生等 卒業生

学群在学生537名のうち254名（47.3％）が、2020年10月30
日～ 11月22日に調査に参加しました。大学説明会の重要性や学
修への満足度、オンライン授業による課題などが示されました。

人間系・関連部局

体 育 系

 ⃝ ヒューマン・ハイ・パフォーマンス先端研究センター  
（ARIHHP）による学内外との共同研究推進  
 企業等 学生等 卒業生

ヒューマン・ハイ・パフォーマンス
先端研究センター（The Advanced 
Research Initiative for Human 
High Performance（ARIHHP））
において、全国共同利用・共同研究
拠点を目指し学内外からの公募研究
を行い、学内19件・学外29件の共
同研究申請を受けて共同研究を推進
しました。3月には成果発表及び室
伏広治スポーツ庁長官による講演を
含むフォーラムをオンラインにより行
い、コロナ禍にもかかわらず154名の視聴者が参加しました。

 ⃝ つくば国際スポーツアカデミー（Tsukuba International 
Academy for Sport Studies：通称TIAS）の構築と発展 
 企業等 学生等 卒業生

スポーツ庁委託事業「つくば国際スポーツアカデミー（Tsukuba 
International Academy for Sport Studies：通称TIAS）」と
いう1年半にわたる大学院プログラムを構築し、5年間の事
業を着実に実施しました。スポーツ庁委託事業の終了に伴い、
定員を約半分の8名に減らしかつ2年間のプログラムとし、名
称を新たに「TIAS 2.0」に変更して事業を継続させました。定
員の2倍超の応募があり、最終的には7か国から10名の学生
を「新1期生」として10月に受け入れました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 ⃝入学定員充足率および留学生率を高位で維持 学生等

入学定員充足率は、体育学学位プログラムで105.0％をはじ
め全ての学位プログラムで定員を満たしています。また、留学
生率は英語プログラムであるスポーツ・オリンピック学学位プロ
グラムが77.9％と際立って高く、次いで体育科学学位プログラ
ムで20.0％、体育学学位プログラムが11.1％、スポーツ医学
学位プログラムが10.0％など一定の割合を維持しています。

 ⃝キャリア形成 on line フォーラムの開催 学生等

体育学学位プログラムにおいては、キャリア形成支援の一
環として、「キャリア形成の３つの視点」をテーマに3名の講
師に依頼し、「企業へのキャリア」「教職へのキャリア」「コー

チへのキャリア」について講演動画を作成していただき、4週
間にわたりmanaba上で公開する形で「キャリア形成 on line 
フォーラム」を開催しました。また、就職活動関連企業と連携
して映像コンテンツ作成し、オンライン（オンデマンド）での
就職ガイダンスを行いました。

 ⃝学位授与率を高位で維持 学生等

大学体育スポーツ高度化共同専攻の166％を筆頭に、コー
チング学専攻で120％、体育学専攻で110％、スポーツ健康
システム・マネジメント専攻で104％などいずれも極めて高
い授与率であり、標準修業年限を超えた学生も含めて順調に
学生指導が行われました。

 ⃝教育カリキュラムにおける国際化の推進 企業等 学生等

体育学専攻においては、外国人学生と共に学ぶ学内留学の
場としての「つくばサマーインスティトゥート（TSI）」を基礎科
目として位置づけ、つくば国際スポーツアカデミー（TIAS）に
おいては全ての授業を英語で展開しています（2021年度より
独立）。また、コーチング学専攻においては「コーチング学専
攻海外交流事業」を制度化し経費の助成支援をするなど、各専
攻いずれも国際性を念頭においた教育を推進しています。

体 育 専 門 学 群

 ⃝コロナ禍での活躍 企業等 学生等 卒業生 地域

さまざまに活動が制限されたコロナ禍においても、例年と変わ
らず、教員、公務員、健康系企業、スポーツ系企業、報道・出
版系企業、そして一般企業へと、卒業後さまざまな業種で職を得
ています。また、競技部門学群長表彰者（国内レベル、チームを
含む）は、2016年度15件、2017年度21件、2018年度25
件、2019年度29件、そして2020年度15件と、各種大会が
中止・延期されたにも関わらず、着実に活躍の場を得ています。

 ⃝オリンピック・パラリンピックを目指して  
 企業等 学生等 卒業生 地域

国際競技大会で活躍できる学生の増大を目標に支援体制（医
科学的支援、トレーニング環境の整備、学業支援等）の強化を
行ってきた結果、2020年度は国際大会激減の中でも、9人
の学生が日本代表（年齢別代表を含む）として優れた成績を収
めました。また、障害のある学生に対する支援の一環として、
トレーニング機器を活用できる体制を整え、スロープやトイ
レなどのバリアフリー化を行なってきた結果、2020年度まで
に４名（カヌー、テニス、陸上、水泳）の国際大会入賞レベル
の学生が育っています。

体育系・関連部局　　

■運営費交付金 1,084百万円（53.1%）
■学生納付金 676百万円（33.1%）
■施設費 167百万円 （8.2%）
■受託研究等 41百万円
■補助金等 8百万円
■寄附金　 5百万円
■その他 60百万円 　

業務費用
2,223
百万円

活動に要した経費

業務費用
1,741
百万円

活動に要した経費

業務収益
2,733
百万円

実施財源

業務収益
2,041
百万円

実施財源
■運営費交付金 1,177百万円（43.1%）
■学生納付金 932百万円（34.1%）
■受託研究等 462百万円（16.9%）
■寄附金　 43百万円
■補助金等 14百万円
■その他 105百万円

　

筑波大学 外国人教員研修留学生プログラム

第２回 国際教育シンポジウム

世界の教師は
COVID-19にどう立ち向かっているか
―教育の最前線から見えてくる課題と展望

2021年2月13日(土)10：00～13：00

実施方法：オンライン(Zoomを使用)

登壇者：
37期修了生朴在英 先生(韓国)
39期修了生ヒューゴ・アンドレス 先生(ペルー) 
39期修了生ロネル・コンペテンテ 先生(フィリピン)

■人件費 1,332百万円（59.9%）
■受託研究費等 419百万円（18.8%）
■研究経費 283百万円（12.7%）
■教育経費 171百万円 （7.7%）
■一般管理費 18百万円
■教育研究支援経費 1百万円 　

　

■人件費 1,127百万円（64.7%）
■研究経費 309百万円（17.7%）
■教育経費 199百万円（11.4%）
■一般管理費 70百万円
■受託研究費等 36百万円
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芸 術 系

 ⃝競争的研究資金の獲得に向けた取組 企業等 学生等

科研費FD研究会等の開催のほか、部局URAや研究推進室
と連携して科研費申請書の作成サポートを実施しました。さ
らに研究プロジェクトとして公募を実施し、若手を優先して
4件を採択しました。そのうち3件は、この研究をもとに科研
費を申請し、うち若手研究として2件が採択されました。以
上の結果、科研費は2020年度37件の申請数から2021年度
は55件に増加し、新規採択数も8件から16件に増加しました。

 ⃝リボーン・アートボール・プロジェクトの活動 企業等 地域

芸術系が主体となって企画した
「リボーン・アートボール・プロ
ジェクト2020」（茨城県文化プロ
グラム推進事業）を茨城県内外で実
施しました。2020オリンピック・パ
ラリンピックの文化プログラムへの採用など、芸術とスポーツを連
携させた研究教育活動が特色ある取組として高く評価されました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 ⃝定員充足率及び留学生率を高位で維持 学生等

芸術関連学位プログラムにおける定員充足率は、博士前期課程
において芸術学109%、デザイン学111%、世界遺産学113%、
博士後期課程において芸術学129%、デザイン学200%、世界
遺産学200%といずれも100%を越える充足率となりました。ま
た、留学生率は博士前期課程において芸術学28.6%、デザイン
学33.3%、世界遺産学52.9%であり、特に世界遺産学は後期課
程においても70%となるなど高い数値を維持しています。

 ⃝教育の国際性の展開 企業等 学生等

2020年度筑波大学教育戦略推進プロジェクト支援事業採択によ
り、「大学・附属学校連携アートプロジェクトを通した SDGs 対応
型芸術教育プログラムの構築」（芸術学）、「創造性研究教育の国
際連携 “IRACI” の基盤構築と国際共同学位プログラム実現」（デザ
イン学）、「国際大学連携に基づく英語オンライン教育研究コンテン
ツの創造と運用モデルの構築」（世界遺産学）に取り組み、各学位
プログラム独自の課題のもと教育の国際性を展開しています。

 ⃝就職・進学率の向上 企業等 学生等

芸術専攻（前期課程）の就職・進学決定率は61%で前年度
（59.6%）に比べ向上しました。芸術専攻（博士後期）の修了者
は、博物館学芸員あるいは筑波大学博士特別研究員など、教

育の成果を活かした高度専門職に就いています。

 ⃝連携による教育活動 企業等 学生等 卒業生 地域

芸術専攻は、2020年度人間総合科学学術院・研究科戦略プ
ロジェクト支援事業採択により、大学と民間企業・地方公共団
体との協働による「『YUKARI 芸術の森』構想実現のためのアー
トマネージメント基盤構築」に取り組み、地域連携による芸術支
援活動を実践しました（芸術学学位プログラムとの協働）。

世界遺産専攻は、自然保護寄附講座によるサーティフィ
ケーションプログラムを生命環境と共同で実施し、英語によ
る授業を行ってきました。また、ユネスコチェアプログラム
の最終年度として報告書も作成しました。

芸 術 専 門 学 群

 ⃝実践的な英語学修の機会増加と留学生率の向上
 企業等 学生等

グローバルに活躍できる学生の教育に資するための、実践的な
英語学修の機会を増加させました。
2009年度以前の英語による専門科
目は3科目のみで、文献の講読を主
とする授業内容でしたが、徐々に、
英語を母語とする外国人教員から英
語によるプレゼンテーションを学ぶ
授業や、フォトメディア関連の作品制作等を学ぶ演習授業が加わ
り、2020年度の英語による専門科目は13科目となりました。

世界から多様かつ優秀な学生の受入れを目指すため、Japan-
Expert（学士）プログラム特別入試・日本芸術コースを2017
年度に開設し、ほぼ毎年1名の合格・新入生を迎えています。
2020年度は初の卒業生1名を送り出しました。また、留学生
の人数も年々増加しており、2016年度は2名のみでしたが、
2020年度は12名となりました。

 ⃝文部科学大臣賞や毎日新聞社賞を受賞 企業等 学生等

学生には学外の公募展やコンクール等への応募を積極的に指導
しており、2020年度も17件の入賞・入選を果たしました。全国
の学生が応募する公募展等では文部科学大臣賞（2件）や毎日新
聞社賞などを受賞しているほか、専門家が応募する全国規模の公
募展等においても特選（2件）、審査員賞、佳作賞などを受賞し、
美術やデザインの教育成果が社会的にも評価されています。

企業研究会、就職セミナー、インターンシップ報告会など
を定期的に開催しているほか、各種の就職情報に関してメー
リングリストを通じて全学生に迅速に情報を提供しています。
2020年からは、社会との接続を広く考える視野の育成を目標
とした「芸術キャリア教育」を開講しています。

芸術系・関連部局

医 学 医 療 系

 ⃝研究成果の発信力強化 企業等 学生等

新たな研究領域の開拓と国際化の推進による研究拠点形成
を目指し、質の高い学術研究並びに医療実践において意義の
大きな研究を推進した結果、単著・筆頭・責任著者論文は
2019年に比して30%増加、国際共著論文数は10%増加しま
した。総被引用数は2,000回を超え、2019年度に比して2倍
以上増加しました。

 ⃝研究成果の社会実装への取組 企業等 地域

共創の場形成支援プログラム「つくば型デジタルバイオエコノ
ミー社会形成の国際拠点」に採択され、医・食・環境にまたがる
総合的領域研究の振興に向けて、人工知能科学センター、生命
環境系及びつくば地区の国立研究開発法人と協働して研究基盤
の構築を行いました。また、内閣府戦略的イノベーション創造プ
ログラム「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」（水素燃料電
池バス防災・感染症対策システム開発）に採択され、感染症対策
研究を進めました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 ⃝国際化の推進・研究力の向上 企業等 学生等 卒業生

入学定員充足率はほとんどの専攻で100%以上であり、国
際性の指標のひとつである留学生率はフロンティア医科学で
29.6％、ニューロサイエンス学位プログラムで26.7％、公衆
衛生学学位プログラムで25％と高率でした。また、学振特別
研究員制度への申請支援を行ったことで、前年度（31件）より
高い申請数（41件）となりました。

 ⃝国際的・学際的交流及び医学関連教育改革
 企業等 学生等 卒業生 地域

コロナ禍において様々な国際交流イベントが中止されましたが、

医学関連学位プログラム、ヒューマンバイオロジー学位プログラ
ム、ヒューマニクス学位プログラムが合同でonlineイベントをベト
ナム、インドネシアを対象に行いました。大学院案内だけでなく
教員による研究セミナーも行い163名が参加しました。

工学、デザイン学及び感性認知脳科学研究領域間のデュアル
ディグリー・プログラムにより学際的教育を実践しました。「病理専
門医資格を担保した基礎研究医育成プログラム」「放射線災害の全
時相に対応できる人材養成」「がん最適化医療を実現する医療人
育成」等の特別プログラムにより医学関連教育改革を進めました。

 ⃝生命システム医学専攻生が日本学術振興会育志賞を受賞
 企業等 学生等 卒業生

「日本学術振興会　育志賞」は、将来、我が国の学術研究の
発展に寄与することが期待される優秀な大学院博士課程学生
を顕彰するものです。第11回（2020年度）は全国で18名が
受賞し、生命システム医学専攻の高橋徹さん（指導教員：医学
医療系　櫻井武教授、博士課程研究テーマ：「冬眠様の低代謝
状態を誘導する神経経路の同定」）が受賞しました。

医 学 群

 ⃝医学教育のグローバル化への貢献 学生等 卒業生

医学類では、国際バカロレア特別入試、海外教育プログラ
ム特別入試を通して、グローバルに活躍できる人材の獲得に
努めました。また、看護学類では、Japan-Expertプログラム
特別入試を通して2名、国際バカロレア特別入試を通して1名
の入学者を獲得しました。医療科学類においても、英語プロ
グラムに米国人2名、中国人1名の学生が合格しました。

 ⃝オンライン講義による効果的な学修 学生等

医学類では、早くから本学教員が開発・監修したe-Learning
プログラムをMedical English Terminology Courseで活用し
ており、対面式授業とのハイブリッド方式により、医学専門
用語の効果的な習得が可能となりました。

 ⃝「CoMedつくば」が春季善行表彰を受賞  
 企業等 学生等 卒業生 地域

医学群の学生を中心としたサークル「CoMedつくば」は、茨城
県を中心に、心肺蘇生法講習会、熱中症講習
会等を開催するなど健康教育活動に取り組み、
一般社団法人日本善
行会から表彰を受けま
した。

医学医療系・関連部局

■人件費 629百万円（70.4%）
■教育経費 145百万円（16.2%）
■研究経費 86百万円 （9.6%）
■受託研究費等 30百万円
■一般管理費 2百万円

　
　 　

■運営費交付金 545百万円（49.0%）
■学生納付金 415百万円（37.3%）
■寄附金　 68百万円 （6.1%）
■受託研究等 34百万円
■補助金等 8百万円
■その他 42百万円

　

業務費用
893

百万円

活動に要した経費

業務費用
6,481
百万円

活動に要した経費

業務収益
6,946
百万円

実施財源

業務収益
1,113
百万円

実施財源
■運営費交付金 3,778百万円（54.4%）
■学生納付金 1,190百万円（17.1%）
■受託研究等 697百万円（10.0%）
■寄附金 647百万円
■補助金等 87百万円
■その他 547百万円

　

■人件費 4,463百万円（68.9%）
■研究経費 949百万円（14.6%）
■受託研究費等 592百万円 （9.1%）
■教育経費 443百万円 （6.8%）
■教育研究支援経費 19百万円
■一般管理費 12百万円 　
■その他 2百万円 　
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図書館情報メディア系

 ⃝国際水準の研究活動 企業等 学生等 卒業生

国際的な研究活動の連携を推進しており、オスロメトロポ
リタン大学に設置された公共図書館モデルの理論研究拠点で
あるALM-PUBの国際的共同研究に参加しています。また、
外国語で出版された査読付き原著論文のうち、国際共著論文

（外国の研究機関との共著論文）の比率は21.4%と前年度から
3.9ポイント上昇しています。さらに、QSランキングの図書
館情報マネジメント分野で世界40位・国内1位という評価を
獲得しました。

 ⃝地域連携による研究活動の推進 企業等 地域

横浜市と協力して、コロナ禍
における保育園などの教育サー
ビス、テイクアウトなどの飲
食店サービスに関する市民意見
を事前学習済み言語モデルで
分析しました。本研究はWeb 
Intelligence & Interaction
研究会において優秀研究賞を
受賞し、また、横浜市協賛の
YouTubeライブ番組「おたがい
ハマトーク」で紹介されました。

震災関係資料の保全および調査研究に関して福島県双葉町
教育委員会と連携しています。2020年度は、東日本大震災
10年という節目であり、図書館情報メディア系による復興活
動支援に関して4件の新聞報道がありました。

人間総合科学学術院・図書館情報メディア研究科

 ⃝ポストコロナを見据えた研究支援体制 企業等 学生等

コロナ禍で多くの国際会議がキャンセルあるいはオンラインとな
る中で、国際会議発表支援と雑誌論文投稿支援とを一体化・柔
軟な運用を図り、学生あたりの論文生産性は27％でした。

完全オンラインで実施した入試では、博士前期課程は前年度と同
程度の志願倍率2.35倍を確保し、募集人員充足率は124％でした。
また、博士後期課程に関しても募集人員充足率は117%でした。

 ⃝脳波によるインタラクティブアートの可能性
 企業等 学生等 卒業生

情報学がカバーする学問領域は広くメディアアートとの親
和性も高く、学生が指導教員と共に研究を進めているキャン
ドル型電極を用いた脳波計測（ERP測定）では、磁気を遮蔽す

る特別な部屋を前提としな
いため幅広い応用が見込ま
れます。本手法のインタラ
クティブアートへの応用可
能 性 を 検 討 し、 デ ジ タ ル
アートに関する国際会議で
最優秀論文賞を受賞しまし
た。東京藝術大学および慶
應義塾大学との共同研究として実施されたことから、今後更
なる発展が期待されます。

 ⃝ポストコロナを見据えた学生支援 企業等 学生等

出入り自由のサロン的な場「ふわっと情報提供」を新設し就
活への敷居を下げることに取り組みました。就職・進学率は8
割越え（81.8％）を維持しています。また、学生あたり論文生
産性は前年度の25％から46％へと向上しています。

 ⃝指導学生との綿密なコミュニケーション 学生等

コロナ禍で研究計画に破綻をきたす学生の精神的なケアも
視野に入れた密な面談を行い、学生の現況と今後の研究予定
を把握することに努めました。その結果を踏まえて今後の支
援策を検討しました。

情 報 学 群

 ⃝ 未踏IT人材発掘・育成事業採択を始めとする  
多くの受賞実績 企業等 学生等 卒業生

独立行政法人情報処理推進機構の未踏IT人材発掘・育
成事業に情報メディア創成学類から2名、知識情報・図
書館学類から1名が採択されました。また、「Innovative 
Technologies 2020 Special Prize -Crazy-」＆「DCAJ会 長
賞」（情報メディア創成学類生1名、知識情報・図書館学類生
1名）を始めとして、国内外での学会やコンテストにおける多
くの受賞実績があります。

 ⃝産学連携によるPBL型実践教育の展開 企業等 学生等 地域

文部科学省の教育プログラム「成長分野を支える情報技術人
材の育成拠点の形成（enPiT）」や、一般社団法人キャンパスＯ
ＪＴ型産学連携教育推進財団との連携による「組み込み技術
キャンパスOJT」により、グループワークによるPBL型授業を
産学連携で推進し、問題解決を自発的に行えるイノベーティブな
人材を育成しています。特に、2020年度はコロナ禍であったた
めICTツールを駆使した遠隔分散環境プラットフォームを構築し
て実施しました。

図書館情報メディア系・関連部局　　　　

 ⃝グローバル人材の育成 企業等 学生等 卒業生 地域

グローバル教育院は学士課程又は大学院課程で分野を横断
する学位プログラムの実施・運営を行っています。グローバ
ル教育院に所属するプログラムは全ての授業を英語で実施し
ており、在籍する留学生の比率も平均60.3％となります。そ
の環境下で日々課題に取り組むことで専門知識のみならず国
際的視野をも培うことが可能となり、修了生は国内外の大学、
公的機関、研究機関等へ就職し、多方面で活躍しています。

 ⃝協働大学院方式によるユニークな教育研究
 企業等 学生等 地域

ライフイノベーション学位プログラムでは独立行政法人お
よび企業の30研究機関が加入している「つくばライフサイエ
ンス推進協議会」が積極的に学生の研究教育に参画しており、
所属学生は大学教員のみならず世界有数の専門家の元で指導
を受けることを可能としています。また、オックスフォード
大学（イギリス）、ワーゲニンゲン大学（オランダ）、モンペリ
エ大学、ボルドー大学（フランス）などの海外のトップクラス
の大学からの教授陣も本プログラムに参画しており、世界有
数の教授陣からアドバイスを受ける機会も得られます。コロ
ナ禍においてはオンライン講義を活用し対応しています。

 ⃝論文生産性の向上 企業等 学生等

学生の積極的な論文発表を支援しており、ヒューマンバイ
オロジー学位プログラムでは25報の英語論文が発表されまし
た（学生比率73.5%）。開設から2年目となる一貫制博士課程
のヒューマニクス学位プログラムにおいては21名の学生数に
対し、2020年度は合計7報の論文がアクセプトされ、233％
の伸び率となりました。2021年度以降は博士後期課程相当の
学生が出てくるため、より一層の活躍が期待されます。

 ⃝在籍学生の大幅増 学生等

ライフイノベーション学位プログラムでは社会人学生の博士
後期課程入学を促進するため新たに早期修了プログラムへ参入
しました。博士後期課程における社会人学生の割合は39.1％
です。また、広報活動に力を入れたことにより、2020年度の
志願者数は前年比128％に増加しました。

 ⃝共同研究、国際ジャーナル掲載の実績
 企業等 学生等 卒業生

ヒューマンバイオロジー学位プログラムでは学生の研究を
支援しており、2020年度、国内外の大学・研究機関・企業・
国際機関との共同研究は合計12件、在籍学生数に対する共同
研究の割合は前年の5.4％から35.4％と大幅に増加しました。
国際ジャーナルへの掲載数は25件で、在籍学生数に対する割
合は前年の62.2％から73.5％へとこちらも増加しています。

グローバル教育院

業務費用
1,168
百万円

活動に要した経費

業務収益
1,512
百万円

実施財源

Best Paper
Can we really use ERP for media arts? Assessing the feasibility of P300 detection for interactive performances

Hayato Mitsui, Hiroko Terasawa, Takayuki Hamano, Norihisa Miki and Kiyoshi Furukawa

University of Tsukuba, Japan, coton Inc., Keio University, Japan, Tokyo National University of the Arts, Japan

16th, Dec, 2020

ADADA + CUMULUS 2020
18th International Conference of Asia Digital Art and Design

■人件費 799百万円（68.4%）
■受託研究費等 149百万円（12.8%）
■教育経費 135百万円（11.6%）
■研究経費 68百万円 （5.8%）
■一般管理費 17百万円

　
　 　

■運営費交付金 766百万円（50.7%）
■学生納付金 491百万円（32.5%）
■受託研究等 188百万円（12.4%）
■補助金等 18百万円
■寄附金　 6百万円
■その他 42百万円

　

業務費用
641

百万円

活動に要した経費

業務収益
701

百万円

実施財源
■教育経費 445百万円（69.4%）
■人件費 195百万円（30.4%）

　

　 　

■補助金等 265百万円（37.8%）
■運営費交付金 152百万円（21.7%）
■学生納付金 65百万円 　
■その他 219百万円
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附 属 図 書 館

 ⃝地域への公開事業の拡大 企業等 学生等 卒業生 地域

2020年度は、令和2年度筑波大学附属図書館企画展「もう
一度見たい名品～蔵出し一挙公開～」の電子展示を開催しまし
た。本企画展は、過去25年間に開催された特別展・企画展を
振り返り、2004年以降の展示企画から各年数点ずつ選りすぐ
りの資料を附属図書館Webサイトより公開したものです。

コロナ禍の状況で計画を柔軟に見直し、テーマを新たに策定し
て電子展示としたことで、事業の質
を維持したうえで展示を実施し、地
域公開を行うことができました。

なお期間中のWebサイトへのア
クセス件数は約4,850件となって
おり、例年の現物展示のWebサイ
トへのアクセス数と比較すると、
Webサ イ ト 訪 問 者 は 約1.4倍 に
なっています。

国際統合睡眠医科学研究機構（IIIS）

 ⃝世界トップレベルの研究の推進 企 業 等

IIISは文部科学省の世界トップ
レベル研究拠点プログラムに採
択された、睡眠に特化した研究
拠点です。研究成果を社会実装
するため、ベンチャー企業「（株）
S'UIMIN」を 立 ち 上 げ ま し た。
2020年９月、社会実装第一号の商用睡眠検査サービスを開始
し、睡眠と疫学のビックデータを蓄積・解析することで、病
気のリスク予測法の開発に取り掛かりました。

この予測法の開発は、2020年度に採択された日本医療研
究開発機構（AMED）が所管するムーンショット型研究開発事
業の目標の一つにもなっています。同事業は、IIISを中核とす
る研究グループを組織して「睡眠と冬眠：２つの「眠り」の解明
と操作が拓く新世代医療の展開」プロジェクトで、５年間で約
22億円の予算規模の事業です。

グローバルコミュニケーション教育センター（CEGLOC）

 ⃝オンライン教育への対応 企業等 学生等

CEGLOCは、外国語教育、日本語教育（留学生対象）、国語
の３言語部門に加え、教材開発・支援部門（関連拠点事業の運

営を含む）と企画調整部門からなる全学共同教育センターで、
教育関係共同利用拠点制度に基づき、留学生支援施設「筑波大
学　日本語・日本事情遠隔教育拠点」として、文科省により認
定されています。

2020年度は、教育関係共同利用拠点として、遠隔教育コン
テンツの安定した運用を継続しました。2019年度末で公開終
了予定であった「筑波日本語e-Learning」については、新型コ
ロナウイルス感染拡大によるオンライン日本語教育リソース
の必要性を考慮し、2020年８月末まで運用を延長しました。
また、ウェブ日本語テストのつくば日本語テスト集（TTBJ）は
本学以外の留学生の受入れの日本語能力評価、海外の大学の
入学試験の日本語免除のための日本語能力評価、国立国語研
究所の調査における日本語能力評価など、他機関による多様
な活用が行われ、142機関5,777人が利用しました。

ダイバーシティ・アクセシビリティ・キャリアセンター

 ⃝発達障害学生支援への取組 学生等

教育関係共同利用拠点（「多様な発達特性を有する学生に対
する支援人材教育拠点」では2020年度において、発達障害学
生支援に関する他大学を対象としたFD/SD研修会のオンライ
ン開催（延べ1,699名参加）、クローズ型SNSによる相談ネッ
トワーク「RADDネット」の開始（全国70校101名参加）、支
援情報配信サービス（LSB）の共同利用の開始（全国28校利用）
等様々な取組を実施しました。

また、学内外の有識者による
講義動画コンテンツの作成を
行い、全国の大学等教職員が
自由にアクセスできるように
e-Learningシステムを取り入
れ公開（計16件）をしました。

附属図書館・その他センター等

■運営費交付金 6,406百万円（52.5%）
■補助金等 1,540百万円（12.6%）
■受託研究等 1,185百万円 （9.7%）
■寄附金 470百万円
■学生納付金 145百万円
■施設費 94百万円
■その他 2,355百万円 　

業務費用
17,094
百万円

活動に要した経費

業務収益
12,196
百万円

実施財源

 ⃝健康と老化に関わる研究の重点的推進 企業等

6つのプロジェクトを中心に健康長寿に関する研究を推進
しました。また、渋谷彰教授が免疫受容体の研究を対象とし
て、2020年度の文部科学大臣表彰（科学技術分野）を受賞し
ました。センター全体として発表された査読付き英文原著論
文は37編（内筆頭・責任著者は19編）であり、中でも動脈
瘤形成に関する論文（PNAS誌）や皮膚の幹細胞老化に関する
論文（Aging Cell誌）などが注目を集めました。その他、特
に民間財団等からの競争的資金獲得では、前年度の合計1千
6百万円から2020年度は合計5千9百40万円へと大きく
増加しました。

 ⃝構造生物学研究を中心とした設備の充実 企業等

近年、感染症対策等の研
究分野を含め、クライオ電
子顕微鏡による分子構造解
析技術の重要性が高まって
います。この様な研究ニー
ズに応え、センターでも構
造生物学分野の研究設備を
効率化と安全性向上の観点
から改修・拡充し、共同研
究の拡大を推進しています。

生存ダイナミクス研究センター

業務費用
557

百万円

活動に要した経費

業務収益
474

百万円

実施財源

 ⃝多分野に亘る計算科学研究拠点としての研究成果 企業等

6つの基礎・応用科学分野（素粒子、宇宙物理、原子核、物
性、生命科学、地球環境）及び2つの情報科学分野（高性能計
算システム、情報学）の協業による超高性能システムの構築
とその応用に基づき、合計149編の査読付き論文を発表しま
した。

 ⃝ 世界に類を見ない複合型演算加速スーパーコンピュータの
構築と全国共同利用による学際計算科学への貢献

 企業等 地域

東京大学と共同構築・運用中のメニーコア型スーパーコン
ピュータOakforest-PACS（性能：25PFLOPS）のストレー
ジが、IO-500のバンド幅部門において再び世界一位になりま
した。また、2019年度から導入したCygnus（PACS-X）は
世界で初めて多重複合型演算加速システムを構築し、実運用
に供しています。これらのシステムを全国共同利用施設とし
て国内外の計算科学及び計算機科学研究に提供しました。そ

の結果、合計235編の原著論文の発表に貢献しました。また、
Cygnusシステムの研究開発をはじめとする各種予算（総額3
億8千2百92万円）を獲得しました。

 ⃝ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対応の研究に
Cygnus、OFPが使われています 企業等 学生等 卒業生 地域

HPCI（ 革 新 的 ハ イパ
フォーマンス・コンピュー
ティング・インフラ）が募
集する新型コロナウイル
ス 感 染 症（COVID-19）の
研究課題に、計算科学研
究センターのスーパーコ
ンピ ュ ー タCygnus及 び
Oakforest-PACSが利用さ
れました。（Cygnus 1件・
Oakforest-PACS 3件）

計算科学研究センター

業務費用
1,740
百万円

活動に要した経費

業務収益
1,817
百万円

実施財源
■運営費交付金 1,367百万円（75.2%）
■受託研究等 222百万円（12.2%）
■補助金等 26百万円 　
■その他 202百万円

　

●Learning Support Book とは？

授業やレポート、 試験勉強等で役立つ情報を

提供する電子ブックのポータルサイトです

勉強や生活で役立つ便利ツールやアプリ、

他の学生のマル秘テクニックなどを

大学などの教職員や学生が見れます

●どんな役に立ちますか？

「ノート ・ メモの取り方」 「レポートの書き方」

「忘れ物を防ぐ方法」 「集中力アップ」 などの

コンテンツから興味があるものを見ると

より Smart に大学生活を送るのに役立ちます

〜あなたの学びを応援する〜

Learning Support Book
コンテンツ例

勉強のやる気
アップ

勉強になかなか
取り組めない時の
テクニック　など

ノート ・ メモ
の取り方

話を録音しながら
ノートが書けるペン
など

忘れ物を防ぐ
方法

紛失したものを
探すための
便利ツール　など

スケジュール
管理の方法

ふせんを使った
簡単スケジュール
管理ツール　など

© 筑波大学ダイバーシティ ・ アクセシビリティ ・ キャリアセンター （DAC センター）

なかなか思い通りに勉強できない人

他の学生よりもワンランク上の

勉強テクニックを身につけたい人 　　にオススメ！

● もっと知りたい！紹介動画もありますぜひ見てください

アクセスはこちら

●どんな人が作ってますか？

筑波大の学生が電子ブックを作っているので、

実際の学生生活で役立つ情報になっています

https://lsb.radd.tsukuba.ac.jp/

「がんばる」ための
工夫を探しましょう

ユニヴァーサルデザインの

国際的顕彰事業である

「IAUD国際デザイン賞」 受賞！

■人件費 8,476百万円（49.6%）
■一般管理費 2,232百万円（13.1%）
■教育経費 2,149百万円（12.6%）
■教育研究支援経費 1,968百万円（11.5%）
■研究経費 1,153百万円
■受託研究費等 1,002百万円 　
■その他 114百万円 　

■研究経費 971百万円（55.8%）
■人件費 587百万円（33.7%）
■受託研究費等 176百万円
■その他 6百万円

　
　

■運営費交付金 217百万円（45.8%）
■受託研究等 141百万円（29.7%）
■寄附金 22百万円 　
■補助金等 5百万円
■その他 90百万円

　

■研究経費 222百万円（39.9%）
■人件費 216百万円（38.8%）
■受託研究費等 118百万円
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デジタルオブジェクト
識別子（DOI）を付与し
て英語化し、串刺し検
索可能なかたちでウェ
ブで公開しています。すべてのデータは、誰もが無償で利用
することができ、今後のさらなる研究の推進に寄与します。こ
のデータベースの保有データ数は世界最大規模になりました。

 ⃝国際原子力機関の調査活動に協力 企業等 地域

福島県沖合での「ILC2020試料
採取ミッション活動」に恩田セン
ター長が参加しました。これは福
島第一原発沖の海域モニタリング
データの信頼性や透明性の向上の
ために実施されました。

 ⃝ネットワーク拠点事業が導く福島の環境回復状況 地域

福島原発事故から10年余が経過し、2020年度はその総括
を成果として発表しました。まず、日本のデータを海外の事
例と比較し環境に影響を与える要因を示したIAEAの公式文
書TECDOCを上梓しました。次に、関
連する研究論文210本以上を網羅的に
集約し、汚染実態と環境回復について
Nature Reviews誌 に 発 表 し ま し た。

「福島の環境回復はチェルノブイリ原発
事故よりも速く進んでいる」という結論は
新聞等メディアでも広く注目されました。

 ⃝世界No.1の環境放射能データベースを運営 地域

福島原発事故由来のものを含む環境放射能データを集約し、

アイソトープ環境動態研究センター

 ⃝“マグネットホスピタル”の実現に向けた経営改善の取組 
 地域

2018年度から、健全経営を軌道に乗せるステージから“真
の機能強化”を目指すステージへシフトし、これまでと同様、
経営改善努力（利益を生み出す努力）は継続しつつ、生み出す
利益分を活用した投資により機能を強化し、“マグネットホス
ピタル”の実現を目指しています。

2020年度は、高度救命救急センターの稼働、先端的医療機
器の更新、Ｂ棟再開発整備など必要不可欠な投資を行いつつ、
これまでの投資効果を最大限発揮し、現金ベースでの黒字化
を図るため、情報共有の徹底、病床稼働率の向上、手術人数
の増加、入院診療単価の上昇、陽子線治療患者数の増加等の
重点事項に取り組みました。

 
 ⃝特別支援教育連携推進グループが、2020年度文部科学大

臣優秀教員表彰を受賞 学生等

「筑波型インクルーシブ教育システムを目指したプログラ
ム」による教材・指導法のデータベースを管理運営する特別支
援教育連携推進グループが、2020年度文部科学大臣優秀教員
表彰を受賞しました。前年度に引き続き、附属特別支援学校
5校により開発されたデータベースのコンテンツを「授業を豊
かにする筑波大附属特別支援学校の教材知恵袋＜自立活動編

 ⃝海外の方にも優しい医療機関へ 地域

外国人患者対応マニュアル【初版】の改訂版として第二版を
作成し、院内職員に対して周知・共有を図るとともに、外国
人コミュニケーションツールを随時更新し、院内案内表示の
英語表記など
を進めました。

＞」として書籍化するとともに、データベースのコンテンツの
元となる各附属特別支援学校の実践成果を2021年3月のセミ
ナーで広く発信しました。

 ⃝オンラインによる国際交流の推進 学生等

COVID-19感染拡大により海外派遣及び海外からの受入れ
はすべて中止とし、高校生国際ESDシンポジウムに焦点を当
てたオンライン国際交流を実施しました。SDGs17目標に世
界的な感染拡大下での活動をテーマに加え、海外からの参加
国・学校数も増加しました。高校生による国際合同フィール
ドワーク（豪州）を感染収束までは凍結とし、生命環境、人文
社会、システム情報の各系や国際室等と連携し、東南アジア
教育大臣機構の高校ネットワークに加盟し、国際交流の範囲
拡大を図りました。

附 属 病 院

附 属 学 校

※このほか、附属学校における 2020 年度の活動実績は、P.33 に詳しく掲載しています。

※このほか、附属病院における 2020 年度の活動実績は、P.32 に詳しく掲載しています。※以上のほか、センターにおいて活動する教員の一部の経費及び実施財源については、所属する系に計上しています。

■運営費交付金 403百万円（92.4%）
■受託研究等 21百万円 （4.8%）
■補助金等 4百万円
■その他 7百万円

　

業務費用
432

百万円

活動に要した経費

業務収益
436

百万円

実施財源

業務費用
40,744
百万円

活動に要した経費

業務収益
42,254
百万円

実施財源

■運営費交付金 6,557百万円（88.0%）
■学生納付金 260百万円 （3.5%）
■施設費 201百万円 （2.7%）
■補助金等 151百万円
■寄附金 108百万円
■受託研究等 50百万円
■その他 128百万円 　

業務費用
7,449
百万円

活動に要した経費

業務収益
7,455
百万円

実施財源

 
 ⃝ 世界トップレベルの形質転換技術開発や新産業育成に  
つながる研究業績を創出 企業等

基礎から応用、実用研究につながるトランスレーショナル
研究を推進しており、多様な植物への遺伝子導入を可能にす
る高効率な遺伝子組換えベクターの開発など世界トップレベ
ルの形質転換技術開発や新産業育成につながる数多くの研究
業績を持ち、2020年度において85件の原著論文を発表しま
した。また、文部科学省認定の共同利用・共同研究拠点とし
て日本の形質転換植物デザイン分野の研究力向上のため共同
利用・共同研究を44件企画・実施しました。

 ⃝ ゲノム編集食品・高GABAトマト  
（シシリアンルージュハイギャバ）の流通認可 企業等 地域

ゲノム編集技術を用いて新規トマトを開発し、国産ゲノム

編集作物第１号となる高GABAトマト（シシリアンルージュ
ハイギャバ）は、一般流通食品として農林水産省から認可を
受けました。このことは、直接食するゲノム編集作物という
世界初の出来事として世界中のニュースで取り上げられ、欧
米各国のゲノム編集作物の指針策定に大きな影響を与え、世
界的に当該分野の推進に大きな軌跡
を残しました。また、ナショナルバ
イオリソースプロジェクトの中核拠
点として、海外遺伝資源の取得支援
の実施、遺伝資源を用いた新品種開
発、新しい育種技術の促進や社会実
装を進め、JST-OPERA「食の未来
を拓く革新的先端技術の創出」や特
別共同研究事業、特区事業を推進し
ました。

つくば機能植物イノベーション研究センター

※以上のほか、センターにおいて活動する教員の一部の経費及び実施財源については、所属する系に計上しています。

業務費用
394

百万円

活動に要した経費

業務収益
395

百万円

実施財源

■人件費 325百万円（75.2%）
■研究経費 89百万円（20.6%）
■受託研究費等 18百万円

　
　

■診療経費 23,252百万円（57.1%）
■人件費 15,126百万円（37.1%）
■受託研究費等 966百万円 （2.4%）
■研究経費 549百万円 （1.3%）
■教育経費 323百万円
■一般管理費 240百万円 　
■その他 288百万円 　

■人件費 6,137百万円（82.4%）
■教育経費 1,235百万円（16.6%）
■受託研究費等 49百万円 （0.7%）
■一般管理費 22百万円
■研究経費 5百万円

　
　

■人件費 301百万円（76.4%）
■研究経費 48百万円（12.2%）
■教育研究支援経費 43百万円
■受託研究費等 2百万円

　 　
　

　 　

■運営費交付金 354百万円（89.6%）
■受託研究等 3百万円 （0.8%）
■その他 38百万円 　
　 　 　

　

　

■附属病院収益 34,895百万円（82.6%）
■補助金等 2,784百万円 （6.6%）
■運営費交付金 2,072百万円 （4.9%）
■受託研究等 1,166百万円 （2.8%）
■寄附金 933百万円
■施設費 7百万円
■その他 396百万円 　

76    Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2021 Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2021    77

セ
グ
メ
ン
ト
情
報



筑波大学統合報告書
統合報告書は、以下のウェブサイトでもご覧になれます。
筑波大学統合報告書　https://www.tsukuba.ac.jp/public/report/

関連詳細情報
➡財務情報　令和2事業年度（第17期）財務諸表等

https://www.tsukuba.ac.jp/public/misc/teikyo_22.html#zaimu
　 財務諸表は、本学の会計監査人である有限責任あずさ監査法人の 

会計監査を受けています。

➡中期目標・中期計画等
国立大学法人筑波大学第3期中期計画

https://www.tsukuba.ac.jp/public/publicity_term.html

国立大学法人筑波大学の業務の実績に関する報告書
https://www.tsukuba.ac.jp/public/publicity_report.html

➡筑波大学基金
 https://futureship.sec.tsukuba.ac.jp/

➡クラウドファンディング事業
https://readyfor.jp/lp/university_of_tsukuba/

筑波大学　統合報告書　2021　

編集・発行：国立大学法人筑波大学　企画評価室　財務部

〒305-8577　茨城県つくば市天王台1-1-1
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